
平成２８年度 

 事 業 計 画
　　(　抜　粋　）

学校法人 日本大学





目  次 

１ 学校法人日本大学の平成 28年度事業計画について ……………………… 1 

２ 事業計画書の見方 ……………………………………………………………… 2 

３ 部科校別事業計画 

○本 部 …………………………………………………………………………… 3～8

○学部・研究科等

・大学院総合社会情報研究科 ………………………………………………… 9 

・法学部・法学研究科・新聞学研究科・知的財産研究科・法務研究科 … 10～13 

・文理学部・文学研究科・総合基礎科学研究科 …………………………… 14～19 

・経済学部・経済学研究科 …………………………………………………… 20～22 

・商学部・商学研究科 ………………………………………………………  23～24 

・芸術学部・芸術学研究科 ……………………………………………………  25～27 

・国際関係学部・国際関係研究科・短期大学部 …………………………… 28～29 

・危機管理学部・スポーツ科学部 …………………………………………… 30 

・理工学部・理工学研究科・短期大学部 …………………………………… 31～35 

・生産工学部・生産工学研究科 ……………………………………………… 36～42 

・工学部・工学研究科 ………………………………………………………… 43～46 

・医学部・医学研究科・医学部附属看護専門学校 ………………………… 47～49 

・歯学部・歯科研究科・歯学部附属歯科技工専門学校・歯科衛生専門学校 50～51 

・松戸歯学部・松戸歯科研究科・松戸歯学部附属歯科衛生専門学校 …… 52～53 

・生物資源科学部・生物資源科学研究科・獣医学研究科 ………………… 54～56 

・薬学部・薬学研究科 ………………………………………………………… 57～59 

・通信教育部 …………………………………………………………………… 60～61 

○付属高等学校等

・日本大学高等学校・中学校 ………………………………………………… 62～63 

・櫻丘高等学校 ………………………………………………………………… 64 

・鶴ヶ丘高等学校 ………………………………………………………………  65 

・藤沢高等学校・中学校・小学校 …………………………………………… 66 

・豊山高等学校・中学校 ……………………………………………………… 67～68 

・豊山女子高等学校・中学校 ………………………………………………… 69～70 

・三島高等学校・中学校 ……………………………………………………… 71～72 

・明誠高等学校 ………………………………………………………………… 73 



・山形高等学校 …………………………………………………………………  74～75 

・習志野高等学校 …………………………………………………………… 76 

・東北高等学校 ………………………………………………………………… 77 

・日本大学幼稚園 ……………………………………………………………… 78 

○病院等

・日本大学病院 ………………………………………………………………… 79～80 

・医学部付属板橋病院 ………………………………………………………… 81～84 

・歯学部付属歯科病院 ………………………………………………………… 85 

・松戸歯科病院 ………………………………………………………………… 86 

４ 平成 28年度予算書(要約) 

①平成 28年度資金収支予算書 ………………………………………………… 87

②資金収支予算の概要  ………………………………………………………… 88～91

③平成 28年度事業活動収支予算書 …………………………………………… 92

④事業活動収支予算の概要  …………………………………………………… 93～94

５ 財務状況推移及び財務比率の経年(5年)比較 

①財務比率(決算・予算)の推移(平成 24年度～平成 28年度) …………… 95

②資金収支決算・予算の推移(平成 24年度～平成 28年度)  ……………… 96

③事業活動収支決算・予算の推移(平成 24年度～平成 28年度)  ………… 97～98



１ 学校法人日本大学の平成２８年度事業計画について 

学校法人日本大学理事長 田 中 英 壽

 現在，日本の教育をとりまく環境は，少子化時代の到来もあり，厳しさを増しています。実

際に，全国に私立大学は約６００校ありますが，その４割以上が定員割れとなっているのが現

実です。さらに，２０１８年から再び１８歳人口が減り始める「２０１８年問題」が目前に迫

っていることは，皆さんも御理解いただいているかと思います。 

 また，「地方創生」を国が進める中で，文部科学省より，入学定員等の一層の適正な管理が促

されました。具体的には，本学の医歯薬系を除く学部では，平成３１年度以降，平均入学定員

超過率が１.０５倍未満となるように基準が示されました。この基準を満たさない場合，今後，

認可申請を伴う学部・学科の新設や定員増加を行うことができなくなります。一方で，当基準

の厳守により，学生数が減少し，授業料等の収入減を回避するのは難しく，経営面において，

非常に大きな影響がでることが予想されます。また，私立学校等経常費補助金の不交付となる

入学定員超過率の基準も引き下げられることなるため，大学の取り巻く環境は，一層厳しいも

のとなります。 

 本学としては，このような状況に対応すべく，様々な施策の検討を行ってきました。平成２

７年度には，経営面からは，「経営上の基本方針」を示し，教学面からは，学長より「教学に関

する全学的な基本方針」が示された上で，学部ごとに「学部基本計画」を作成していただき，

「大学」として，「学部」としての将来のビジョン(指針)を示していただきました。また，「予

算編成基本方針」に基づき，すでに平成２８年度の予算も作成を進めております。なお，これ

までは，事業計画と予算編成の作成は，別々に行っていたため，互いの連携がしにくい状況で

した。そのため，平成２８年度からは，各方針や基本計画に基づき，平成２８年度に実施する

事業の計画を行った上で，予算編成を行うこととしました。これにより，その事業の実行の是

非について，あらかじめ，財政面からの検証を行うことができ，より効果の高い事業への優先

的な予算配分を行うことが可能となりました。また，本計画書では，「経営上の基本方針」，「教

学に関する全学的な基本計画」，「予算編成基本方針」等，どの指針に基づく計画であるのかを

明示しました。これにより，それぞれの計画が，一目でどの指針に基づくものであるのかをわ

かるような工夫を行っています。 

 これまで，計画(Ｐ)，実行(Ｄ)，評価(Ｃ)，改善(Ａ)を個別に行っていたため，十分に，そ

の効果の検証が行われてきませんでした。今回作成した事業計画にて，統一した指針に基づく

計画の立案，計画に基づく年度ごとの適正な実行，事業報告書作成による評価及び改善の検証

を行います。これにより，実行後も内容の点検・評価を怠らず，改善すべき点はスピード感を

持って改善を行っていくことができ，現在，本学をとりまく様々な困難に対応できると確信し

ております。 

本事業計画書を通じ，日本大学に対する御理解をより一層深めていたければ幸いです。 

今後とも皆様からのさらなる御支援と御協力をお願い申し上げます。 
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事業計画書の見方 

◎事業計画…計画名

◎内容・効果…計画の内容の詳細，実施に伴う効果

◎関 連…各種方針に関連する計画であるか。（複数可）

「経営」－経営上の基本方針 

「教学」－教学に関する全学的な基本方針 

「予算」－予算編成基本方針 

「独自」－部科校独自の取組み 

◎事業分類

事業分類 記載内容（参考） 

①教育研究 (1)カリキュラムの改定 (2)募集人員の変更 (3)教育方法 (4)国

際交流(教育) (5)学生支援・奨学金 (6)就職支援 (7)国際交流(研

究) (8)FDの取組 (9)研究活動等 

②社会貢献・環境活動 (1)公開講座・生涯学習 (2)地域への開放 (3)ボランティア活動  

(4)地域社会との連携 (5)大学病院の地域貢献 (6)特許・技術移転

の促進 (7)産官学連携 (8)同窓会(卒業生)との連携 (9)環境への

取組等 

③経営・人事(管理運

営・人事費) 

(1)志願者増を図るための事業計画 (2)病院経営 (3)労働・安全環

境 (4)採用計画 (5)人事配置  (6)SDの取組等 

④施設設備 (1)建物等の施設設備 (2)同機能の什器備品等購入時に，部科校を

越えた共同調達の実施等 

⑤財政・各種基金（引当
資産） 

(1)収入増加（寄付金，補助金，事業収入等）又は支出削減（教育

研究・管理経費等）を図るための事業計画 (2)財政基盤確立に向

けた事業計画 (3)第２号基本金引当資産及び第３号基本金引当資

産における計画等 

◎特記事項…「改善」－継続事業で，特に改善して実施する。 

「重点」－学部運営上の重要事項として重点的に実施する。 

「特色」－特色ある事項である。 

◎実施時期…「単 年 度」－平成２８年度で行うもの。 

「継続・改善」－過年度からの継続事業で，特に平成２８年度内に実 

施するもの。 

「中 長 期」－新規に中長期的な見地から複数年に渡る事業で，特 

に平成２８年度中に実施するもの。 
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事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

会館消防計画の更新
本部事務組織再編と合わせ，本部内の防火・防災体制を強
化するために，更新を行う。

独自 ③ 改善 単年度

部署間重複業務の調
査・整理

同様業務（各種調査等）の整理を行う。これにより，重複業務
を減らすことにより，全体の業務量の削減につながる

経営 ③ 改善 中・長期

施設使用料の適正徴収
に向けた検討・実施

使用料を徴収している施設(日本大学会館・ゲストハウス等）
について，実費に応じて経費の算出を行い，適正な利用料
設定する。これにより，収支バランスに努め，赤字を減らす。

経営 ③ 改善 改善

連絡・通知方法の整理・
検討

各種通知の方法を見直しを行い，事例に応じた通知方法を
策定する。これにより，一部通知のペーパーレス化を行うこと
ができ，極力紙の使用を減らし，印刷費削減，押印業務の
抑制を図ることができる。

経営 ③ 改善 改善

ｶﾘｷｭﾗﾑ・ﾎﾟﾘｼｰに沿っ
た的確な授業科目の配
置，授業担当教員の基
準授業時間数の適正化
及び学部等を越えた共
有化

教学に関する全学的な基本方針に基づき，各学部等にお
いて，授業科目数及び専任教員の持ｺﾏ数の適正化を図り，
学部単独の教育から大学全体を意識した教育への転換を
目的とする。

経営
教学

① 改善
中・長期
（Ｈ27～）

研究者(大学教員等)養
成を捉えた大学院教育
の質的転換

大学院教育の充実を図り，本学出身者の教員及び研究者
の育成に努める。

経営
教学

① 改善
中・長期
（Ｈ27～）

修学支援の充実による
退学率を1.5％，卒業延
期(留年)率10％を到達
目標とした学生数の適
正維持に向けた取組

退学率を1.5％，卒業延期(留年)率10％を到達目標とした学
生数の適正維持及び学生の満足度向上に向けた取組みを
推進する。

教学 ① 改善
中・長期
（Ｈ27～）

教育改善の基礎となる
教学IRの整備

教学に関する全学的な基本方針に基づき，「日本一教育力
のある大学」の実現に向けた取組を実現するため，全学FD
委員会調査・分析ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟにおいて検討を進め，本
学における教学IRの在り方について，検討を進める。これを
実現した後，各種教学戦略検討におけるｴﾋﾞﾃﾞﾝｽの裏付け
が行いやすくなり，また，迅速な意思決定にも繋がることで，
より効果的な教学戦略等体制の構築が見込まれる。

教学
予算

① 重点
中・長期

（Ｈ27～Ｈ29）

全学共通初年次教育科
目「自主創造の基礎」の
全学部への展開

”自主創造型ﾊﾟｰｿﾝ”を輩出するための基礎となる初年次教
育を全学共通科目として展開し，より多くの有用な人材を社
会に送り出せるよう，｢自主創造の基礎1｣の全学部実施への
取り組みと科目のより一層の充実に向けて検討を進めるとと
もに，初年次教育ｾﾐﾅｰ等ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟを通じた同科目の質的
向上を目指す。また，｢自主創造の基礎2｣の統一的な教育
内容の検討を進め，学部を超えた人的交流等を含めたｺﾐｭ
ﾆｹｰｼｮﾝ能力等の強化を実現する科目の展開に向けて検討
を進める。

教学
予算

① 重点
中・長期
（Ｈ26～）

新たな学修・教育手法を
踏まえた「全学共通教育
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ」の構築

日大人としての豊かな教養を身に付け，幅広い視野を持つ
人材を育成していくため，本学の豊富な人的資源等を有効
に活用し，より効果的に教育成果達成を見込める全学共通
教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの内容・展開方法等について検討を進める。

教学
予算

① 重点 中・長期

教育の質向上による学
生の満足度向上に向け
た取組の推進

日本大学におけるﾌｧｶﾙﾃｨ・ﾃﾞｨﾍﾞﾛｯﾊﾟｰ（FDer）の在り方に
ついての検討結果を踏まえた各学部への具体的浸透策の
検討並びに各学部におけるFDerの具体的養成方法を展開
する。

予算 ① 特色
中・長期

（Ｈ28～Ｈ29）

本部
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教育の質向上を目的と
するFD活動の全学的・
組織的推進

学生参画型ＦＤ活動の各学部への具体的浸透策の検討並
びに各学部における展開の支援策の検討と実施を行う。こ
れにより，学生の立場に立った教育の質的向上への取り組
みの展開が見込め，教育改善に向けた機運のより一層の醸
成にも寄与することが期待される。

予算 ① 特色
中・長期

（Ｈ28～Ｈ29）

「学部の図書館」から大
学全体の「総合図書館」
へと機能改革

学部でも，同水準のｻｰﾋﾞｽを受けることができ，学生の利便
性を高まる。また，書籍等の共同購入により経費削減を図る
ことができる。今後は，学術情報の全学的な共有及び発信
の推進並びに隣接ｷｬﾝﾊﾟｽにおける図書館機能の共用化の
検討を進める。

経営
教学
予算

① 重点 中・長期

学生の海外留学を促進
するための交換留学先
の拡大

教学に関する全学的な基本方針及び日本大学教学戦略委
員会第4次中間答申に基づき，教育のｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化を促進す
る。具体的に，提携校の拡充・交換留学先の増加並びに提
携先大学の国・地域の拡充を図る。

教学 ① 改善 単年度

留学生の受け入れ拡大
に向けた外国語のみに
よる授業科目の設置促
進

教学に関する全学的な基本方針及び日本大学教学戦略委
員会第4次中間答申に基づき，教育のｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化を促進す
る。具体的には，学生の国際的なｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽｷﾙとしての
外国語能力の向上と，海外留学の促進，教育のｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化
推進のため，学部における外国語設置科目の増加を目指
す。

教学 ① 改善 改善

一般入試N方式の全学
部参加

Ｎ方式は，同一試験日，同一問題で複数学部(学科)の併願
を可能とし，シンプルで受験生に分かりやすい入試制度を
構築することを目的に平成23年度入試より実施している。
全学的な統一入試の実現のため，これまで諸般の事情によ
りＮ方式への参加を見合わせてきた学部に対し，様々な懸
念事項や障害を除去し，参加し易い環境を整えることで参
加への働きかけをしていく。

教学 ③ 改善
継続・改善
（H28～H29）

高大接続の実現に向け
た入試改革の検討

中教審答申や「高大接続改革実行ﾌﾟﾗﾝ」など大学入学者選
抜に関する国の様々な施策に対応する必要が生じたことか
ら，入学試験管理委員会において，全学一体となった入試
改革について検討しその方向性を示すためにﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰ
ﾌﾟを設置し，主に①学力の三要素を踏まえた多面的・総合
的な選抜方法の確立，②ｱﾄﾞﾐｯｼｮﾝ・ﾎﾟﾘｼｰの明確化，③「高
等学校基礎学力ﾃｽﾄ(仮称)」及び「大学入学希望者学力評
価ﾃｽﾄ（仮称）」の導入，④外部試験（主に英語）の積極的活
用，などについて検討を進めていく。

教学 ③ 重点
中・長期

（H28-H32）

日本大学入試ｾﾝﾀｰの
効果的な活用

本学で実施する入試の願書受付を本ｾﾝﾀｰ内において一括
処理対応可能なｼｽﾃﾑの再構築を図ることで，従来部科校
で行っていた願書受付業務が省力化され，入学者選抜業務
に専念できることとなり，また経営上の観点による組織の合
理的な運用も期待できる。

経営
予算

③ 改善 継続・改善

認定こども園開設（平成
29年度）に向けた取組
の推進

昨今社会問題となっている保育ﾆｰｽﾞに応えるだけでなく，大
学機関として幼少から一貫した教育を実践する教育研究機
能も併せ持つ認定こども園を平成２９年度を目標に開設す
る。平成27年度中に行政に対して設置計画承認申請書類を
提出し，計画案に関するﾋｱﾘﾝｸﾞを受ける。なお，平成28年
度は行政に対して認可申請書類を提出する予定である。

独自 ①② 重点
継続・改善
（H27～H28）

会計業務の効率化
新しい会計基準に対応した会計ｼｽﾃﾑの効率運用，及び積
極的な情報提供による会計業務の効率化と全学的統一を行
う。

予算 ③ 重点 継続・改善

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞでの理解しや
すい財務情報の公開

ｸﾞﾗﾌ・図表及び財務分析結果の活用などによる，新しい会
計基準の趣旨である社会への説明責任を果たす「開かれた
大学」としての認知の徹底

独自 ③ 重点 継続・改善

受配者指定寄付金制度
や税制控除制度の周知
による募金活動の積極
的な推進

寄付金の増収 予算 ⑤ 重点 継続・改善
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補助金等競争的資金の
積極的獲得に向けた情
報発信

外部資金の獲得及び教育･研究基盤設備等の充実 予算 ⑤ 重点 継続・改善

付属高等学校・中学校
教員の常勤講師（仮称）
の新設

教諭が年度の途中で定年退職や長期欠勤，育児休業等に
なった場合，ｸﾗｽ担任に欠員が生じるが，ｸﾗｽ担任をできる
適任の教諭の数が不足することがある。非常勤講師では，ｸ
ﾗｽ担任を持つことができず，また，他校で教員経験のある教
員を中途で採用できる制度がない。これらを改善するため，
ｸﾗｽ担任・副担任，部活動指導など生徒指導及に携わること
ができる専任の教員として，任期を定めた常勤講師（仮称）
を平成29年度新規採用者より新設する。専任教員の長時間
労働に対しての改善策としての効果が期待できる。

経営
教学

①③ 重点
中期

（H29.4～）

全学部学生対象のｷｬﾘｱ
教育及び地方就職促進
等各種就職支援イベン
トの開催

低学年からのｷｬﾘｱ教育によって，自己の将来に対する早期
からの意識付けを行うと共に，U・Iﾀｰﾝ等の地方就職促進
や，その他各種ｲﾍﾞﾝﾄを開催し，学生が明確な目的をもって
就職活動を行うよう指導する。

教学 ① 改善  継続

Ｗｅｂを利用した就職支
援用求人情報閲覧シス
テム（NU就職ナビ）のｽ
ﾏｰﾄﾌｫﾝ対応

近年のｽﾏｰﾄﾌｫﾝによる閲覧増加に対応し，学生の同ｼｽﾃﾑ
利用に対する利便性向上を図る。

教学 ① 重点
中期
（3年)

日本大学就職支援ｾﾝ
ﾀｰ主催講座における湘
南ﾌﾞﾗﾝﾁでの講座追加

湘南ﾌﾞﾗﾝﾁ開講講座を見直し，従来実施していた1・2年生
対象の講座に加え，3年生を対象に公務員試験直前までの
支援を行う講座を追加し，公務員試験受験者の増加を図
る。

教学 ① 重点
単年度
(H28)

全学文化行事（NU祭）

全学文化行事の総称。学生間や付属高校生間の交流の場
を設けることにより，双方が刺激し合うことで”総合大学”とし
ての帰属意識を深め，「自主創造」の気風を養い，文化的進
展が期待できる。

教学 ① 重点 継続

日本大学体育大会

高校の部，大学の部，教職員の部による体育大会。生徒，
学生，教職員の交流を図るとともに，健康増進，体力向上は
もとより，本学に対する帰属意識の高揚と絆を深めることを推
進する。

教学 ① 重点 継続

日本大学本部所属学生
団体活動

文化団体連合会及び体育団体連合会を合わせて20団体あ
る。正課教育以外の学術文化，体育活動を本大学の教育目
的に沿って行うことを目的として，学部の枠を超えた活動を
支援する。総合大学としての意識を高めるとともに，大学の
名誉を著しく高める効果が望まれる。

教学 ① 重点 継続

奨学金の充実

①「ｽﾎﾟｰﾂの日大」の復活に向けた，ﾄｯﾌﾟｱｽﾘｰﾄに経済的な
支援として日本大学ｱｽﾘｰﾄ奨学金を給付する。
②付属高等学校の優秀なｽｽﾘｰﾄに経済的な支援として日本
大学付属高等学校出身ｱｽﾘｰﾄ奨学金を給付する。

教学 ① 重点 継続

「ﾚｶﾞｰﾒﾘｱﾝ東が丘」女
子学生寮の設立

既存及び建築中の学生寮に加え，平成28年4月から運用開
始される150名収容の女子寮を設置することにより，経済的
に困窮している学生を支援することができ，多くの優秀な学
生を獲得することに寄与することができる。

教学 ④ 特色 継続

「ﾊﾞﾝﾃﾞﾘｱﾝ郡山」男子学
生寮の設立

既存及び建築中の学生寮に加え，平成28年4月から運用開
始される100名収容の男子寮を設立することにより，経済的
に困窮している工学部学生を支援することができ，多くの優
秀な学生を獲得することに寄与することができる。

教学 ④ 特色 継続
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稲城学生寮（仮称）の設
置

既存及び建築中の学生寮に加え，平成29年4月から300名
規模学生寮運用開始を目指す。経済的に困窮している学生
を支援し，多くの優秀な学生を獲得することを目的とする。

教学 ④ 特色 継続

創立130周年記念誌刊
行

本学の歴史についての認識を深めてもらうために，創立130
周年の平成31年度に，本学130年の歩みを，写真や図版を
多用した年表形式の記念誌として刊行のための，準備を行
う。

独自 ①
中・長期

(H28～H31)

創立130周年展示
本学の歴史を学内外に広く周知するために，創立130周年
の平成31年度に，学祖山田顕義や本学に関する展示を実
施るための準備を行う。

独自 ② 特色
中・長期

(H28～H31)

創立130周年に向けて
の大学ﾌﾞﾗﾝﾃｨﾝｸﾞ及び
多面的情報発信の実施

ﾃﾚﾋﾞ・ﾗｼﾞｵCM，新聞・雑誌の企画広告，各種看板広告等に
よる広報活動を通じて，教育理念と教育・研究活動等を広く
社会にPRすることにより，本学のﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ効果並びに社
会的認知度を高め，志願者の増加を図る。

予算 ③ 単年度

日本大学公式ﾎｰﾑﾍﾟｰ
ｼﾞの充実

ｺﾝﾃﾝﾂの充実などに取組み，本学の総合力を社会へｱﾋﾟｰﾙ
する。

予算 ③ 改善 単年度

映像制作による広報
各学部の紹介番組などを制作し，ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ等でも広く展開
することで，本学の魅力を周知する。

予算 ③ 改善 単年度

世界で活躍できる若手
研究者の育成

大学院生にも研究科間の交流と今後の共同研究を目的とし
た若手研究者ﾎﾟｽﾀｰｾｯｼｮﾝに積極的な参加を促し，研究者
とのﾏｯﾁﾝｸﾞの機会を提供し，新たな共同研究の創生をｺｰ
ﾃﾞｨﾈｰﾄする。

 教学 ① 改善
中・長期

（H28～H31）

若手研究者が自立して
研究できる環境の整備

若手研究者が外部資金を獲得するための第一歩として学内
資金で研究課題の基礎ができるような体制整備を検討し，
大学院生に対しては，共同研究機器等の整備・充実の向上
を図る。

教学 ① 改善
中・長期

（H28～H31）

学術研究助成金による
研究助成の実施

外部研究資金獲得のため，学内の競争的研究資金である
当該研究助成を行うことで，本学研究者に対し研究に対す
る意識付けを行う。また，その成果により外部研究資金の獲
得へつなげるとともに，共同研究の実現を目指す機会を供
する。そして，将来的に本学を代表する研究を行うことのでき
る組織及び環境基盤を学内に整える。

教学 ① 改善
中・長期

（H28～H31）

理事長特別研究の実施

本学の研究成果を多領域にわたり社会に還元すると同時
に，本学の組織運営，危機管理，人事管理，広報管理，教
育方法，研究支援活動等の本学の教育改革及び運営に直
接的，間接的に活かすことの出来る研究を推進する。

教学 ① 改善
継続・改善
（H24～H31)

学長特別研究の実施

本学において学術研究戦略の基本方針，理念，目標をもと
に，継続して学術研究をさらに推進するため，学長が「本学
における研究の発展」及び「社会に対する本学が果たす研
究的役割」を勘案し，特に重点を置くべきと考える研究課題
を採択し，将来的に本学における研究の核となるﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを
育成する。

教学 ① 改善
継続・改善
（H24～H31)

私立大学研究ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝ
ｸﾞ事業の実施

文部科学省の「私立大学研究ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ事業」の助成を受
け，先端的学際的な研究拠点の整備を行うと同時に，各研
究者が領域を超え，学際的な研究組織を構築することによ
り，本学の研究水準の高度化を図る。また，その研究成果を
広く社会に還元し，本学の学術研究振興を広く社会に周知
する。

教学 ① 改善
中・長期

（Ｈ28～H31）
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研究費適正使用の徹底
を図る取組の実施

文部科学省「研究機関における公的研究費の管理・監査の
ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ（実施基準）」が平成26年2月18日に改正され，こ
れまでより厳格な機関の対応が必要となった。その対応を徹
底するため，内部監査の厳格化を図ることを継続する。さら
に，各学部で実施するｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ教育の質の向上と標準化
を図るため，教材を作成し，関係者の意識向上を徹底する。

経営 ① 改善
継続・改善
（H19～H31)

適正な研究活動の徹底
を図る取組の実施

論文等のねつ造・改ざんが世間で大きく注目を浴びたことか
ら，文部科学省は平成26年8月26日に「研究活動における
不正行為への対応等に関するｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ」を改正し，研究機
関に不正防止の取組の徹底を求めた。今後，研究倫理教育
を徹底するとともに，研究ﾃﾞｰﾀの保存等，不正行為を抑止
するための環境整備を図る。

経営 ① 改善
継続・改善
（H19～H31)

研究推進や技術移転へ
の活用可能性を重視し
た研究成果の権利化及
び権利の維持管理によ
る効率的・効果的な産
業財産権の活用

特許性に加え，研究推進や技術移転へ活用可能性を重視
した厳格な審査による産業財産権の取得，産業財産権の維
持管理に係る外部資金の積極的活用，保有する産業財産
権の積極的な活用を重視した厳選・精選等を行うことにより，
維持経費を軽減するとともに，効率的・効果的な知的財産活
動を推進する。

予算 ① 改善
継続・改善
（H24～H33）

産官学連携研究の関連
諸規程の再検討及び産
官学連携に伴うﾘｽｸﾏﾈ
ｼﾞﾒﾝﾄ体制の整備

産官学連携研究に関する，①実効的・効率的な関連諸規程
の見直し，②研究者等への普及啓発，③ﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ体制
の構築等により，本学の産官学連携活動の推進を図る。

教学 ② 改善
継続・改善
（H27～H31）

各学部が所在する地域
における産官学連携の
促進による地域社会へ
の貢献

全学的な地域連携研究の推進を検討する場を設け，各学部
の現状を把握し，連携強化による情報発信体制を整備す
る。また，学部設置の産官学連携相談窓口の活用により，地
域ﾆｰｽﾞ等の吸い上げを行うなど，学内展開を促進し，産業
界・地域等との連携による地域連携研究の積極的な展開を
図る。

教学 ② 改善
継続・改善
（H27～H31）

研究施設・設備の学部
間共同利用の促進

教学に関する全学的な基本方針に基づき，研究施設・設備
の学部間共同利用により，効率的な運用を検討する。当面
は，各部科校の研究機器保有状況を調査し，共同利用を実
施する際の問題点を抽出する。

教学 ④ 改善
中・長期

（H28～H31）

大学及び学部付置研究
所の抜本的見直し

教学に関する全学的な基本方針に基づき，付置研究所の
見直しを検討する。現状としては，各部科校における付置研
究所は，研究活動の成果が社会に公表され，経常費補助金
特別補助の獲得にも寄与している。将来に向けて，更なる研
究拠点として，活性化を目指すべく検討を進める。

教学 ① 改善
中・長期

（H28～H31）

日大WAN（広域ﾈｯﾄﾜｰ
ｸ）運用・管理

情報基盤の強化・拡充及びｾｷｭﾘﾃｨ対策を図ることで，安定
した電子情報を迅速に提供する。

経営
①
④

重点 継続・改善

統一認証ｼｽﾃﾑの運用・
管理

各ｼｽﾃﾑの連携を強化し，学習・教育・研究活動の利便性が
向上し，ｾｷｭﾘﾃｨ管理が徹底される。

経営 ① 重点 継続・改善

外部ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ及びﾈｯ
ﾄﾜｰｸ上の仮想ｻｰﾊﾞ利
用（ｸﾗｳﾄﾞ）を活用した情
報ｼｽﾃﾑの管理

情報ｼｽﾃﾑの災害等ﾘｽｸに対応し，ｻｰﾊﾞ保守費の削減がで
きる。

経営 ③ 重点 継続・改善

統一仮想環境，統一ﾊﾞｯ
ｸｱｯﾌﾟｿﾘｭｰｼｮﾝの運用・
管理

情報ｼｽﾃﾑの災害等ﾘｽｸに対応し，ｻｰﾊﾞ保守費の削減がで
きる。

経営
③
④

重点 中・長期
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情報共有ｼｽﾃﾑ「新事務
の友（仮称）」の運用・管
理

より安全で操作利便性の向上したｼｽﾃﾑを提供し，業務の効
率化・共通・共有化を図る。

経営 ③ 改善 改善

情報機器端末及びｿﾌﾄ
ｳｪｱの適正な運用管理

ｿﾌﾄｳｪｱの包括契約により，経費削減及びｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽの徹
底が図れる。

経営
③
④

重点 継続

全学共通図書館ｼｽﾃﾑ
の運用・管理

全学共通図書館ｼｽﾃﾑの効率的稼働及び利用者ｻｰﾋﾞｽ向
上を目指し，図書館ｼｽﾃﾑの機能強化並びに教育研究環境
整備を実現する。

 教学 ① 重点 継続

電子ｼﾞｬｰﾅﾙ・ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ
及び電子ﾌﾞｯｸの導入・
有効活用

全学図書館での利用講習会の実施，学部学生へのﾘﾃﾗｼｰ
教育等を通じて利用促進を図ると共に，利用状況に即した
契約形態変更及び競争見積合わせ等で経費節減を実現す
る。

 教学 ① 重点 継続

日本大学創立130周年
記念事業募金

創立130周年記念事業の実施に必要な資金の一部を募る
ため，校友，在学生の父母，企業等に寄付金募集活動を
行う。

予算 ⑤ 重点
継続

（H24～H34）

高大連携一貫７年強化
計画

付属学校等に在籍していた優秀な競技力を持ち，将来性の
ある選手が入学し，長期での選手指導が可能となった。

教学 ① 重点 中・長期

学生寮新築工事
①ﾃﾆｽ部学生
②稲城校地学生寮
③稲城校地第２学生寮

テニス部学生寮新築工事及び稲城校地学生寮新築工事に
おいては継続事業。稲城校地第2学生寮新築工事は新規で
複数年事業。

教学 ① 重点 継続

｢ｽﾎﾟｰﾂ日大｣ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄの
作成

2020年の東京ｵﾘﾝﾋﾟｯｸに向けての選手勧誘強化と校友，学
生，教職員など多くの方々に支援をいただくために各競技
部の活動内容等を紹介するﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄを作成し，全国の高校
へ配布，進学ｶﾞｲﾄﾞの折込，在校生へ配布を行う。

教学 ③ 重点 中・長期
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事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

教員の採用計画
平成29年度に向けた専任教員の補充が重要かる急務で
ある。採用人数の基準を確保することで，安定的な教育
展開を図ることができ，その効果は高い。

教学 ③ 重要 単年度

大学院総合社会情報研究科

【大学院】
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事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

学務ｼｽﾃﾑの導入

学務ｼｽﾃﾑの導入により，WEBでの履修登録が可能となり
早期に履修登録が確定することで，年度初めの授業を円
滑に行うことが可能となる。WEB上で履修登録状況，成績
状況の確認が可能となり，学生の利便性も向上する。

独自 ① 改善
中・長期

(Ｈ25～Ｈ28）

新ｶﾘｷｭﾗﾑの導入

平成26年4月より，ｾﾒｽﾀｰ制度を主軸とした新たなｶﾘｷｭﾗﾑ
の導入。
新ｶﾘｷｭﾗﾑ導入後3年目となり，ｾﾒｽﾀｰ制で展開する科目
が増えることで，より一層の教育効果向上が期待できる。

独自 ① 改善
中・長期

(Ｈ26～Ｈ28）

事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

FD活動の充実

平成27年度は，授業ｱﾝｹｰﾄ結果の学生への情報公開を
Web上で行った。引き続き情報公開を行うことで，学生の授
業に対する意欲向上を期待する。また教員は，授業ｱﾝｹｰ
ﾄ結果に基づく授業改善報告の提出及び学生へのﾌｨｰﾄﾞ
ﾊﾞｯｸを行うことで，教育効果の向上が期待できる。

独自 ① 改善
中・長期

(Ｈ23～Ｈ29）

保護者懇談会の開催

平成27年度に，学生の学業成績並びに学生生活などにつ
いて，保護者が個別に質問できる機会として懇談会を開催
した。なるべく多くの方が参加可能なよう，大学での開催の
他に，仙台，高崎，名古屋，福岡でも開催し，200名以上の
参加があった。
平成28年度は，前回の反省点を踏まえた検討を行い，引
き続き開催することで，学生，保護者，大学との関係のさら
なる向上が期待できる。

独自 ① 特色
中・長期
(Ｈ27～）

大学生基礎力調査（3
年次対象）

毎年変化する「学生の実態」や「成長度」を経年で把握す
ることにより，入試広報・中退防止・ｷｬﾘｱ教育・初年次・導
入教育等の向上が期待される。

 教学 ① 改善
中・長期

(Ｈ28～Ｈ30)

貴重書ﾃﾞｰﾀの登録及
び目録作成

図書館ｼｽﾃﾑに，貴重書の書誌・所蔵情報を登録し，目録
を作成する。
①OPAC（蔵書検索ｼｽﾃﾑ）で検索が可能になり，研究者の
研究環境の拡充を図ることができる。
②さらに適正な蔵書管理の実現が期待できる。
③貴重書の永久保存

独自 ① 改善
中・長期

(Ｈ28～Ｈ31)

貴重書の電子化

ﾌﾞｯｸｽｷｬﾅｰを利用し，貴重書の電子化を行う。
①ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾃﾞｰﾀによる貴重書・特別書の有効利用及び教員
の研究環境の拡充を図ることができる。
②資料原本が劣化・破損することを防止し，将来的に資料
保存の効果が期待できる。

独自 ① 改善
継続・改善
(Ｈ28～Ｈ29)

電子資料の導入

法学部の学生・教職員に必要な電子資料を導入し，学術
情報を収集できる環境を整備する。
法学部の学生・教職員の学術研究環境の拡充を図ること
ができる。

独自 ① 改善
中・長期
(Ｈ28～)

図書館の日曜開館
年度内30回，日曜開館を実施する。
法学部の学生・教職員の学術研究環境の拡充を図ること
ができる。

独自 ① 改善
継続・改善
(Ｈ28～Ｈ29)

法学部・法学研究科・新聞学研究科・
知的財産研究科・法務研究科

【学部】

【学部・大学院共通】
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貴重書等の展示会

図書館所蔵の貴重書等の企画展示会を開催する。
①法学部の学生・教職員の学術研究の拡充を図ることが
できる。
②地域社会に貢献することができる。

独自 ① 改善
中・長期
(Ｈ28～)

貴重書蔵書調査

貴重書の現品調査を実施して，貴重書調査票（ｶﾙﾃ）を作
成することにより，資料の状態を把握する。
①貴重書等の公開により，世界の研究者からの利用が見
込まれ，本学部教員との学術交流・研究活動へ進展するこ
とが期待できる。
②貴重書の状態を維持し，より永く保存・利用することがで
きる。

独自 ① 特色
中・長期

(Ｈ28～Ｈ30)

図書館の共用化及び業
務委託の業務内容を検
討

法務研究科図書室は授業及び司法試験対策に特化した
図書のみ所蔵し，業務内容を見直す。
①図書の効果的利用ｻｰﾋﾞｽが提供できる。
②図書館等施設の効果的運用を推進できる。

独自 ① 改善
中・長期

(Ｈ28～Ｈ30)

ｷｬﾘｱ教育の推進

①学生が卒業後自らの資質を向上させ，社会的及び職業
的自立を図るために必要な能力を培う。
②正課ｷｬﾘｱ教育科目と連携し，各種講座・講演を実施し，
自己の進路決定に向けた意識付けの強化を図り社会に出
てから各方面で活躍できる基礎力，幅広い知識の習得を
促進する。
③自立意識の涵養を通じ人間力向上を実現し，社会の変
化に柔軟に対応できる社会人を育成する。

教学
独自

① 改善
中・長期

(Ｈ28～Ｈ30)

ｷｬﾘｱ教育講座の充実
社会に出てから各方面で活躍できる基礎力、自己の進路
決定に向けた意識付けの強化を図り、幅広い知識の習得
を促進。

教学
独自

① 改善 単年度

業界・職種研究ｶﾞｲﾀﾞﾝｽ
の充実

就職戦線の変化（説明会開始－3年次3月、選考開始－4
年次8月）に伴い，種々の情報の分析・研究から諸々の技
術的対策等を早期から実施し,かつさらなる内容の充実に
より実力向上を図る。

教学
独自

① 改善 単年度

保護者への情報提供
保護者に対して適切な情報を提供することにより
大学・家庭の双方から学生をｻﾎﾟｰﾄすること
により学生の就職への意識を高める。

教学
独自

① 改善 単年度

校友会との共催事業
の充実

ﾏｽｺﾐ業界研究ｾﾐﾅｰ，自己表現力向上ｾﾐﾅｰ，OB・
OG就職相談会等の校友会との共催事業について，
さらに連携を深め，実施回数や内容の充実を図り，学
生の就職への意識を高める。

教学
独自

① 改善 単年度

千代田区立図書館との
相互協力

利用条件を満たす千代田区民に図書館利用ｻｰﾋﾞｽを提供
し，地域社会に貢献することができる

独自 ② 改善
中・長期
(Ｈ28～)

法律相談会・行政相談
会の開催

無料法律相談会（定期・巡回），行政相談会を行うことで，
本学の研究成果の社会的還元を具現化した形でする。
日頃の本学部における研究成果を社会に還元することに
より，現代社会における本学部の社会的貢献を具現化す
ると同時に，学生に対する実践的かつ教育的機会を設け，
よりよい法曹の育成に資する。また，法律相談会に関して
は，法務研究科との連携に伴う人的交流により，相談体制
の強化・充実を図る。

経営
教学
独自

② 改善 継続・改善

授業（ｸﾘﾆｯｸ・ﾛｰﾔﾘﾝｸﾞ）
の一環として無料法律
相談の実施

学生参加型の無料法律相談を通じて地域・社会に貢献す
る。従来の新聞折り込みに加えて，ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ及び千代田
区役所を通じて相談者を募り，広く地域社会に貢献する。

独自 ② 改善 中・長期
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受験生向けPC・ｽﾏｰﾄ
ﾌｫﾝｻｲﾄの一元化

情報入手媒体としてHPの重要性が増している中で，受験
生向けPCｻｲﾄ・ｽﾏｰﾄﾌｫﾝｻｲﾄの情報を一元化することで，
受験生が必要な情報を分かりやすく発信する。

経営 ③ 改善 単年度

ﾎｰﾑｶﾐﾝｸﾞﾃﾞｰの開催

平成26年度より法学部校友会と連携し，校友OBによる講
演会等行う。
法学部の近況に触れ，恩師や学友との再会・交流の場を
卒業生に提供し，かつ，法学部校友会との関係を深め，
「日大人の絆」をより強くすることができる。

独自 ③ 改善
中・長期
(Ｈ26～)

法曹資格取得希望学
生への対応

法曹資格取得希望学生に対し，法科大学院進学や司法
試験予備試験合格，及び司法試験合格を目標とした講座
を提供し，学部在学中に試験に対応しうる実力を育むこと
で，学部段階での司法試験予備試験合格者と司法試験合
格者の輩出，及び法科大学院進学者と法科大学院修了後
の司法試験合格者の増加につなげる。

経営
教学
独自

③ 改善
継続・改善

(Ｈ22～)

開講講座の見直しによ
る削減

平成28年度に向けた開講講座の全体的な見直しとして，
履修者数が極端に少ない講座や複数開講講座等の再確
認を行い，来年度の開講講座数を減じたことで，非常勤教
員数の削減にもなり，支出削減が見込まれる。

独自 ⑤ 改善
中・長

（H28～）

事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

法科大学院生への就職
支援

法科大学院生で民間企業等へ就職を希望する者に対し
て，しかるべき時期に就職に対する心がまえや筆記・面接
試験対策を実施し，就職支援に努める。

教学
独自

① 改善 単年度

継続教育の実施
実務に携わる法曹関係者に対して，法科大学院の開講科
目の履修できる制度（科目等履修生制度）を設置し，社会
への要請に応じる。

独自 ① 改善
継続・改善
(Ｈ26～Ｈ28）

昼夜開講・長期履修制
度の実施

社会人等の多様な人材の法科大学院での学修を支援す
るため，昼夜開講や3年を超える教育課程を設定すること
ができる長期履修制度を設置し，入学試験志願者数と優
秀な学生の確保を図る。

独自 ① 改善
継続・改善
(Ｈ26～Ｈ28)

事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

研究所研究員の受入れ

研究所にて研究員の受入れを行う。
研究員を受入れること，研究員自身の研究の推進及び研
究所における多角的な研究体制を構築することにより，研
究所の活性化を図る。また，研究成果の検証により，研究
活動の進展に資する。

教学
独自

① 改善 継続・改善
(Ｈ27～)

事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

専門職養成研究室

司法書士・税理士を目指す学生のための研究室を開催す
ると同時に，事業内容の見直しを行う。
司法書士科・税理士科の各研究室を設け合格を目指すた
めの各種講義・演習等を行うと同時に，現時点の講座及び
指導体制の評価・見直しを行い，合格者の継続的な輩出
を目指し，社会の要請に応えた高度専門職業人の養成を
具現化する。

教学
独自

① 改善
継続・改善

(Ｈ24～）

学術研究の推進

領域研究会の実施及び研究成果の出版。
研究所において学内及び学外の研究者による領域研究会
を開催し，関連研究者の研究推進を図ると同時に，その成
果を出版し，本学の学際的研究成果の社会的還元を行う
と同時に，研究所として更に高度な研究の推進を得る。

教学
独自

① 改善
継続・改善

(Ｈ27～）

【法学研究所】

【大学院】

【研究所共通】
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事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

共同研究の再編

研究所として実施してきた共同研究の成果を評価し，研究
体制の改廃を行うと同時に，新たな学際的研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを
実施する。
研究所の共同研究について，学際的評価の観点から検討
し，研究所としての社会的評価を高め，その研究成果の社
会的還元を行う為の研究体制の充実を図ることにより，直
間的に学部所属の研究者の研究意識を高め，新たな研究
を推進する。

教学
独自 ① 改善

継続・改善
(Ｈ27～)

事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

学術研究の推進

領域研究会の実施及び研究成果の出版。
研究所において学内及び学外の研究者による領域研究会
を開催し，関連研究者の研究推進を図ると同時に，その成
果を出版し，本学の学際的研究成果の社会的還元を行う
と同時に，研究所として更に高度な研究の推進を得る。

教学
独自

① 改善
継続・改善

(Ｈ27～)

事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

学術研究の推進

領域研究会の実施及び研究成果の出版。
研究所において学内及び学外の研究者による領域研究会
を開催し，関連研究者の研究推進を図ると同時に，その成
果を出版し，本学の学際的研究成果の社会的還元を行う
と同時に，研究所として更に高度な研究の推進を得る。

教学
独自

① 改善
継続・改善

(Ｈ27～)

研究所 内容・効果 関連
事業
分類

特記事項 実施時期

専門職養成研究室

弁理士を目指す学生のための研究室を開催すると同時
に，事業内容の見直しを行う。
弁理士の研究室を設け合格を目指すための各種講義・演
習等を行うと同時に，現時点の講座及び指導体制の評価・
見直しを行うことで，合格者の継続的な輩出を目指し，社
会の要請に応えた高度専門職業人の養成を具現化する。

教学
独自

① 改善
継続・改善

(Ｈ27～)

学術研究の推進

領域研究会の実施及び研究成果の出版。
研究所において学内及び学外の研究者による領域研究会
を開催し，関連研究者の研究推進を図ると同時に，その成
果を出版し，本学の学際的研究成果の社会的還元を行う
と同時に，研究所として更に高度な研究の推進を得る。

教学
独自

① 改善
継続・改善

(Ｈ27～)

【国際知的財産研究所】

【新聞学研究所】

【比較法研究所】

【政経研究所】
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事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

ｶﾘｷｭﾗﾑ改定
①平成28年度からｶﾘｷｭﾗﾑ改
定を行い，全学共通初年次
教育科目「自主創造の基礎」
の導入と「ｷｬﾘｱ教育科目」を
正規科目として設置する。
②次回のｶﾘｷｭﾗﾑ改定（平成
33年度を予定）については，
学修成果を捉えた学修・質保
証の観点に立った一貫したｶ
ﾘｷｭﾗﾑを導入する。

①平成28年度ｶﾘｷｭﾗﾑ改定では，実社会で専門的知識を
活かせる人材の育成に対応するため，全学共通初年次教
育科目とｷｬﾘｱ教育科目を導入する。
②次回のｶﾘｷｭﾗﾑ改定においては，ｶﾘｷｭﾗﾑをｽﾘﾑ化しつ
つ，現在のきめ細やかな教育を維持し，学生の学修成果
の見える化を図り，的確な授業科目の配置と開講科目数の
設定を実現する。また，ﾅﾝﾊﾞﾘﾝｸﾞやﾙｰﾌﾞﾘｯｸの導入を検討
する。

教学
独自

① 重要
中・長期
(H28～)

GPAの実質化による教育の
質保証
学生の学修成果がGPAの数
値に正しく反映されるよう，成
績評価ガイドライン（例：S評
価は全体のx％とするなど）の
作成について検討を行う。

成績評価ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝを設定すること等により，学生の学修効
果をGPAの数値に正しく反映させる。それによりGPA制度
の信頼性を高め，教育の質を学内外に保証する。

教学 ① 重要
継続・改善

(Ｈ26～)

退学者等対策
教職員が協力し，退学者及
び休学者削減のための取り
組みを実施する。

入試制度改革や，入学前教育及び入学後の初年次教育，
各種ｶﾞｲﾀﾞﾝｽ，ｸﾗｽ担任によるきめ細かい指導により，早期
に大学生としての自覚と自主性を育成している。加えて，
成績不振者に対し，各学科教員による面談を実施し，相談
と助言を行い，面談記録を分析し，退学防止等を図ってい
る。
さらに，保証人等への成績表送付を平成２６年度から年2
回に増やし，学部及び家庭等双方から学生の学修支援を
図り，退学防止に努めている。
今後は，経済的理由による退学等の対策として奨学金給
付の充実と受給基準に満たない学生向けに外部の学資
ﾛｰﾝ等の導入・提携について検討する。

教学
予算
独自

① 重要
継続・改善

(Ｈ26～)

ﾗｰﾆﾝｸﾞ・ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ・ｼｽﾃﾑの
活用とｵﾝﾃﾞﾏﾝﾄﾞ授業への対
応
①教室外での学修環境を整
備するためﾗｰﾆﾝｸﾞ・ﾏﾈｼﾞﾒﾝ
ﾄ・ｼｽﾃﾑ「Blackboard」の利用
を推進する。
②平成27年度に整備されたｵ
ﾝﾃﾞﾏﾝﾄﾞ教材の制作用機器を
活用し，平成28年度からはｵ
ﾝﾃﾞﾏﾝﾄﾞ授業にも対応してい
く。

①多様なﾒﾃﾞｨｱを活用した授業の展開のための共通ﾌﾟﾗｯﾄ
ﾌｫｰﾑとして文理学部で既に導入しているBlackbordの活用
を拡充する。Blackboardの利用により，学生の学修の把
握，反転授業の展開，ｱｸﾃｨﾌﾞﾗｰﾆﾝｸﾞのための事前・事後
の教材等を提供する。
②制作されたｵﾝﾃﾞﾏﾝﾄﾞ教材を利用し，学則変更によって
実施可能となったｵﾝﾃﾞﾏﾝﾄﾞ授業を実施することで，授業の
質の向上を目指す。

予算
独自

① 重要
継続・改善

(Ｈ28～)

教務関係新ｼｽﾃﾑの導入
次の2つのｼｽﾃﾑについて，
新たなｼｽﾃﾑ（ﾊﾞｰｼﾞｮﾝｱｯﾌﾟを
含む）の導入を検討する。
①　学務情報ｼｽﾃﾑ（学生の
基本情報，履修及び成績等
を管理している基幹ｼｽﾃﾑ）
②　情報掲示板ｼｽﾃﾑ

①　学務情報ｼｽﾃﾑ
現行ｼｽﾃﾑからは直接出力することができなかった帳票等
の出力が可能になること，授業情報の変更が容易になるこ
と，学生自身が登録できる機能が増えたことにより外注が不
必要になるなど，業務の効率化及び経費節減というﾒﾘｯﾄが
考えられる。
②　情報掲示板ｼｽﾃﾑ
学生だけでなく，教職員向けの情報を掲載・発信すること
により，学部ﾎﾟｰﾀﾙｻｲﾄとしての役割を明確にし，情報配信
機能により，災害時等の緊急連絡にも利用できる。さらに，
新たな学務情報ｼｽﾃﾑと連動することで，休講・補講情報等
を一元管理でき，業務効率の向上が見込まれる。

独自 ① 改善
継続・改善

(Ｈ28～)

文理学部・文学研究科・総合基礎科学研究科

【学部】
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教育の質の向上への取組
文理学部FD活動の推進を図
るため，学生FDﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰ
ﾌﾟの学内活動の他，学生FD
ｻﾐｯﾄへの参加等，広くFD活
動を支援する。

平成24年度に発足した学生FDﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟは，しゃべり
場の開催，学生提案のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ教育科目実施のほか，夏
季合宿，学生FDｻﾐｯﾄ・日本大学学生FDCHAmmiTへの参
加など，着実にその基盤を固め，成果を挙げている。正課
であるﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ教育科目については，夏季合宿時にﾒﾝ
ﾊﾞｰでﾃｰﾏを討議するところから始まり，応募に至るまで積
極的に活動し，毎年，提案した科目が開講されている。ま
た，平成27年夏の学生FDｻﾐｯﾄでの発表においては，10大
学中1位を獲得するなど学生FD活動に対する支援の成果
が上がっている。

独自 ① 重要
継続・改善

(H24～)

外国語教育ｾﾝﾀｰ（FLEC）に
よる外国語能力の向上
①課外講座の開催，ﾈｲﾃｨﾌﾞ
教員による英会話ｻﾛﾝの実
施，留学等に関する相談・指
導などの学修支援を行う。
②正課の英語科目を一元管
理し，学生の習熟度に合わ
せたｸﾗｽ編成を行う。
③留学希望者に対して，
FLECｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ（留学経験
のある在学生）から，その経
験に基づくｱﾄﾞﾊﾞｲｽを行う。
④外国語教育ｾﾝﾀｰ専属の
教員を配置し，英語の補習授
業及び語学学修のｱﾄﾞﾊﾞｲｽを
行う。

①課外講座の開催，各種外国語検定に関する情報や団体
受験機会の提供，留学等の相談・指導を通じ，所属学科を
問わず外国語に関する学生の自発的学修を促すとともに，
外国語能力を卒業後に生かせるｽｷﾙとして強く認識させ，
検定試験の結果や，新入生全員に配布しているﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ
を利用することで，「可視化」を行い，学修意欲の向上及び
外国語能力のﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟを図る。
②現在管理している以外の英語科目についても，ｾﾝﾀｰ主
導で統括することにより，効率よく学修できる環境を整える。
③一定期間以上の留学経験のある在学生をFLECｱﾄﾞﾊﾞｲ
ｻﾞｰとして任用し，留学に関するﾀｲﾑﾘｰかつ生の情報を提
供することができている。
④専属の教員を配置することにより，相談・指導体制の強
化及び語学学修ｻﾎﾟｰﾄ力の強化を図ることができている。

独自
予算

①
重要
特色

中・長期
(Ｈ22～)

教員志望者への支援
①平成25年度から，それまで
の教職指導室に代わる「教職
支援ｾﾝﾀｰ」を設置し，教育
職員免許状取得，ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ
活動，教員採用試験（求人情
報提供，教員採用試験対策
講座），卒業生に対するﾌｫ
ﾛｰなど教員志望者への窓口
を一元化した。
また設置に伴い，3・4年生の
教員採用試験対策に加え，
低学年から意識を高めるため
に1・2年生向けの説明会・講
演会等を回数・内容共に充
実させた。加えて，現職教諭
を主たる対象とする「教育実
践力研究会」を定期的に開
催し，現職教諭のﾘｶﾚﾝﾄ教育
を推進してきた。
平成28年度からは，「教員と
しての力をつける」ことを目的
とした「教師力養成講座」を専
門業者に業務委託し，教育
力の向上を図る。
これらの実施状況を踏まえ，
さらに各種行事の改善を行
い，より効果的な支援体制を
目指して検討を重ねていく。

①教職支援ｾﾝﾀｰを設置したことにより，それまで教務課・
就職指導課・教職指導室と分散していた教職支援窓口を
教職支援ｾﾝﾀｰに集約し，学生の利便性を計ることができ
た。
また，教員採用試験の一次（論作文等）と二次（面接等）へ
の対策講座として，希望者を対象に現職教諭による指導を
3年生後期から複数回行っている。これにより，教員採用試
験への対応力を高め，合格者を増加させることが期待でき
る。
さらに各種説明会・講演会においても現職教諭等，外部の
教育関係者を招き，早い段階で教員を目指すための心構
えを徹底させることが期待できる。加えて，「教師力養成講
座」を開講することにより，ﾓﾃﾞﾙ授業や教員採用試験にお
ける模擬面接などの対策を行い，学生の意識の向上と採
用試験合格者を増加させることが期待できる。

独自
予算

①
重要

継続・改善
(H23～)

学生による授業評価ｱﾝｹｰﾄ
結果の公表
教員・科目を特定しない形式
でﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ等で公開してい
るが，形式を含め，引き続き
検討を行う。また，PDCAｻｲｸ
ﾙの確立，改善計画の提出と
その活用方法についても継
続して検討する。

現在は，全教員を対象に，年2回授業改善ｱﾝｹｰﾄを実施
し，その結果をFD委員会において統計的に解析，個人と
科目が特定されない形でﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ等に公開しており，学
生への情報提供の一つとしている。また，教員それぞれに
対してﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸを行い，自分の授業を見直すための一助
となっている。

教学 ① 重要
継続・改善

(H26～)
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経済困窮者に対する奨学金
制度の設定
①文理学部奨学金（第3種）
の運用
②後援会奨学金の給付
③校友会奨学金制度の施行

①②③共通
学習意欲はあるが，学費を納めることができず，退学あるい
は休学せざるを得ない学生を救済する。また，大学，後援
会，校友会から奨学金が支給されることで，本学に対する
帰属意識の高揚や卒業後の校友会活動への参画が期待
できる。

経営
教学
独自
予算

① 改善

①中・長期
(H23～)

②中・長期
(H23～)

③中・長期
(H27～)

文理学部学術出版助成制度
①専任教員の研究成果を公
開するため，出版が困難と認
められる学術論文等の出版
に対し，海外出版も視野に入
れ助成を行う。

①教員に出版の機会を提供し，研究成果を広く社会に還
元するとともに，出版助成を通じて，本学部の研究活動の
促進が期待できる。

教学
独自

① 特色
中・長期
(H22～)

若手研究者育成制度
①文理学部の研究活動の充
実とともに，次世代を担う若手
研究者を育成する。

①若手研究者がこの制度により，早期に集中して研究に取
り組める環境が整備されている。さらに，科学研究費に応
募することを推奨し，外部資金獲得の機会を与え，応募率
及び採択率の向上を図ることが期待できる。

教学
独自

① 特色
中・長期
(H19～）

科学研究費の申請及び機関
管理の拡大（専任教員）
①専任教員が任期満了後も
継続して計画する科学研究
費の申請及び機関管理を行
う。

①専任教員が任期満了後も継続して計画する科学研究費
の申請，採択後の諸手続き及び研究費の執行，報告等の
機関管理を行う。申請へのｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞをあげ，応募率及び
採択率の向上を図ることが期待できる。

予算
独自

① 特色
中・長期

(H27～H28）

科学研究費の申請及び機関
管理の拡大（研究員等）
所属を有しない若手研究者
が計画する科学研究費の申
請及び機関管理を行う。

所属を有しない若手研究者の科学研究費への申請，採択
後の諸手続き及び研究費の執行，報告等の機関管理を行
う。若手研究者の育成及び科学研究費応募率及び採択率
の向上を図ることが期待できる。

予算
独自

① 特色
中・長期

(H25～H28）

就職意識の高い学生への選
抜就職支援
就職意識の高い3年生を選抜
し，夏休みに「本気就職塾」を
実施し就職活動生をﾘｰﾄﾞする
学生を育成する。

当該学生により学部全体に良い波及効果が生まれるよう支
援する。

独自 ① 改善
継続・改善

(H23～）

優良企業研究会の実施
学生認知度は低いが業界で
高いｼｪｱを占め，OB・OGが
在籍する優良企業を招聘し，
合同説明会を実施する。

招聘した企業のほぼ全てに毎年内定者が出ている。 独自 ① 改善
継続・改善

(H23～）

就職ｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸの作成
就職活動を始める3年生向け
に4年生内定者，OB・OG，人
事採用者等約150名を取材し
「ｼﾞｮﾌﾞｶﾞｲﾄﾞ」を作成する。

課員が取材することで，課員のｽｷﾙｱｯﾌﾟにつながるととも
に，就職活動のﾉｳﾊｳを3年生に伝えることができる。

独自 ① 改善
継続・改善

(H25～）

ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟの実施
文理学部と提携を結んだ公
立・私立学校及び地方自治
体，大使館等においてｲﾝﾀｰ
ﾝｼｯﾌﾟを実施する。

将来の仕事への理解と意欲醸成が見込まれる。 独自 ① 改善
継続・改善

(H25～）

4年生未内定者への就職支
援
①就職ﾒｰﾙｻｰﾋﾞｽに登録させ
る。
②新卒ﾊﾛｰﾜｰｸ，就職支援
会社による企業ﾏｯﾁﾝｸﾞ説明
会等を実施する。

①優良企業求人ﾒｰﾙをPCや携帯電話で受信することがで
きる。
②学生本人に適した企業を紹介することができる。

独自 ① 改善
継続・改善

(H25～）
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保護者向け就職活動説明会
の実施
①就職活動期をむかえた3年
生の保護者に，保護者が就
職活動で支援できることや就
職指導課の取り組みの説明
会を実施する。

①保護者と就職指導課の連携強化を図り，３年生に対する
就職活動を支援する。

独自 ① 改善
継続・改善

(H26～）

地方公共団体や地方企業・
団体との連携構築
平成27年度に新規に開始さ
れた厚生労働省「地方人材
還流促進事業」の地方人材
還流促進協議会に参加し，
情報収集ｿｰｽを確立する。

各都道府県が実施するU・I・Jﾀｰﾝ広報等の事業，各地域
のﾊﾛｰﾜｰｸや在京のｼﾞｮﾌﾞｶﾌｪ等が主催する事業を活用で
きるよう，学生への情報提供を行う。

独自 ① 改善
中・長期
(H28～）

公務員試験の合格支援
国家公務員OB等を招いた講
演会を開催する。また，採用
試験対策として外部講師によ
る課外講座240講座及び2次
対策24講座程度を開講す
る。

志願者及び国家公務員の合格者増につなげる。
予算
独自

① 改善
中・長期
(H28～）

学生選書ﾂｱｰ
平成25年度より開始した，学
生・大学院生による選書ﾂｱｰ
の問題点等を検討し，大学及
び学生の双方にとって有益な
事業となるように改善を図る。

公募で選ばれた学生・大学院生が，書店に出向き選書を
行い館内展示をもって購入した図書の紹介を行う。平成27
年度は2回の選書ﾂｱｰを実施し，1回目は8名の参加で105
冊を購入。2回目は16名の参加で228冊を購入した。学生
の図書（館）への興味・関心を喚起し，図書館の利用促進
や学生ﾆｰｽﾞに応えるなど学習支援につながると期待され
る。

独自 ① 改善
中・長期

(H25～H30）

公開講座の実施
①平成28年度は，前期に「自
然科学で見る私たちの生活
～日本大学文理学部から発
信する自然科学～」をﾃｰﾏ
に，また後期は「長寿と健康
を求めて」をﾃｰﾏに文理学部
の専任教員が，それぞれの
専門分野から講義を行う。
②平成28年度後期は，受講
生の追加募集を検討する。

①平成28年度は，前期，後期を通して文理学部の専任教
員が講座を実施する。また，かねてから要望があった後期
からの受講について，前期募集で定員に達しなかった場
合，後期の追加募集について検討する。

独自 ② 特色
中・長期
(S63～)

地域貢献事業の実施
文理学部心理臨床ｾﾝﾀｰに
おいて，地域貢献事業の一
環として，未就園児とその保
護者を対象とした「桜っ子ｶ
ﾌｪ」を開催し，地域の子育て
を支援している。

子供が安心して遊ぶことができる場と，保護者が子供に対
する理解や関わり方を学ぶ機会を提供し，さらに保護者同
士の交流を促進することで，地域の子育てを支援する。参
加希望者が増えていることから，その実績が認められてき
ていることがうかがわれる。また新たに個別の子育て相談を
実施し，育児や子供の発達に関する相談を受けることがで
きるようにする（1回分無料）。

独自 ② 特色
中・長期
(H24～）

OB・OG懇談会の実施
民間企業・公務員として働く
OB・OGを約６０名招聘し，仕
事及び就職活動の体験談を
聴くなどの懇談会を実施す
る。

社会で働くｲﾒｰｼﾞを高めさせ業界・企業・仕事などを理解さ
せる。

独自 ② 改善
継続・改善

（H23～）

地域住民等への開放
地域住民をはじめ，公開講座
聴講生，卒業生・修了生，他
大学研究者・学生等，図書館
長が認める者を対象に図書
館の利用及び館外貸出を
行っている。

地域住民や卒業生・修了生，さらに他大学研究者・学生に
図書館を開放することにより，地域社会と校友及び学界と
の連携を深める。また，社会人聴講生や公開講座受講生
に対して，生涯学習への取り組みを支援する。

独自 ② 改善
中・長期
(H24～）
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資料館企画展の実施
人文科学・社会科学・自然科
学といった文理学部の教育
研究分野に関する資料の収
集，保管，調査研究並びに展
示を行い，教職員，学生及び
一般の利用に供し，併せて本
学における教育・研究成果を
社会に還元する。

年間を通して企画展を実施し，学内の知的資源を公開して
いくことにより，大学開放による地域貢献の一助とする。ま
た，学芸員ｺｰｽの実習施設のひとつとして，学芸員養成の
一翼を担っている。

独自 ②
特色

中・長期
(H18～）

SD研修の取組
ＳＤ研修を継続的に行い，大
学職員としての能力・資質の
向上を図る。

様々なﾃｰﾏをもとにしたＳＤ研修を年に複数回実施し，問
題意識の共有化を図っている。

独自 ③ 重要
中・長期
(H25～）

防災備蓄
災害対策用の物資を備蓄す
る。

ｷｬﾝﾊﾟｽに通う学生・教職員が１日あたり最大6，000名程度
のため，東京都帰宅困難者対策実施計画に基づき，その
人数の3日分の備蓄物資を備えることにより，大災害に備え
る。

経営
予算
独自

③ 重要
中・長期
(H20～）

AV機器更新
1号館，3号館，4号館，7号館
のAV機器を更新する。

教育環境向上のため，各教室のﾌﾟﾗｽﾞﾏﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲを液晶
ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲにﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ更新し，現状，機器のない教室に新
たに設置する。また，老朽化した機器を計画的に新機器に
更新する。

独自 ④ 重要
継続・改善

(H28～）

1号館1階改修工事
112教室・113教室を改修す
る。

平成26・27年度に耐震補強工事を実施。新本館（仮称）の
竣工に併せて本館が解体されることから，研究事務課の配
置場所を確保する。

独自 ④ 重要 単年度

新本館（仮称）新築工事
老朽化の著しい本館・5号館・
6号館の建替工事を実施す
る。

老朽化の著しい本館・5号館・6号館の代替施設として新本
館（仮称）を新築することにより，学生及び教職員の安全確
保を図り，教育・研究環境をより一層充実させる。

独自 ④ 重要
中・長期

(H25～H29）

ｷｬﾝﾊﾟｽﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝの構築
限られた面積のｷｬﾝﾊﾟｽを有
効活用するべく，将来に向け
た基本構想を構築する。

1号館耐震補強工事・新本館（仮称）新築に続き，継続的に
施設（建物）の建替計画を策定することにより，ｷｬﾝﾊﾟｽ全体
の有効活用を図る。

独自 ④ 重要
中・長期
(H22～）

図書館ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝの再構築
資料の収容ｽﾍﾟｰｽが限界に
近づいているため，書架の増
設等を検討する。また，図書
の購入・除籍方法等，既存の
図書及びこれからの図書の
在り方を検討する。

本学部では図書館以外に各学科・研究室に図書室を設
け，教員・学生への対応を行っているが，学科・研究室等
においても図書の収容ｽﾍﾟｰｽが少なくなってきており，図
書館への移設の希望が増えている。
しかし，図書館内の収容ｽﾍﾟｰｽも限界に近づいているた
め，図書館設計段階から想定した書架の増設を検討する。
また，図書の除籍や購入資料の電子化など購入方法の再
検討を行う。

独自 ④ 改善
中・長期

(H25～H30）

ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱｽﾍﾟｰｽPCの更新
図書館内のﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ・ｽﾍﾟｰ
ｽに設置しているPCについ
て，ﾒｰｶｰのｻﾎﾟｰﾄ対象期間
が終了し，また機器の陳腐化
による不具合も著しいことから
最新機器への更新を行う。

最新機器への更新により，DVD資料の再生にあたって安
定稼働が図られ，学生をはじめとする利用者に対するｻｰﾋﾞ
ｽの充実と質の向上が期待される。

独自 ④ 改善
継続・改善
(H27～H28）

第3号基本金引当資産への
組入
①学生への奨学金給付を行
うため，目標額を１億円とし
て，毎年度1千万円を第3号
基本金（文理学部後援会奨
学基金）に組入れる。
②学生への奨学金給付を行
うため，目標額を１億円とし
て，毎年度1千万円を第3号
基本金（文理学部校友会奨
学基金）に組入れる。

①②共通
学生に奨学金の給付を行うことにより，経済的理由により，
学習の継続が困難な学生の救済をすることができる。

教学
独自

⑤ 重要

①長期
(H24～H33）

②長期
(H27～H36）
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事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

大学院生への研究支援
博士後期課程の大学院生の
研究活動に対する支援を充
実させる。

大学院博士後期課程奨励研究費を給付し，研究活動を直
接支援する。また，研究計画等を作成し，経費及び成果報
告を行うなど，科学研究費補助金等にならった諸申請書類
等を作成させ，将来の研究者として，研究資金の獲得とそ
の適正執行のための基礎的な能力の習熟に資することが
できる。

教学 ① 特色
中・長期
(H24～）

事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

学内における競争的研究費
応募採択制による，同一学科
内の複数の専任教員による
共同研究と，複数学科の専
任教員による総合研究を設
け，研究費の効率的助成を
行う。

同一学科内の複数の専任教員による共同研究を促進する
ことにより，研究の活性化を図り，大型共同研究への足掛
かりとなることが期待できる。また，複数学科の専任教員に
よる総合研究は，本学部の特徴ともいえる「文理融合」を具
現化し，学内外の大型研究資金獲得事業への発展を目指
す。

教学
独自

① 改善
中・長期
(H23～）

研究成果の公表
公開講演会，研究集会の開
催，研究所研究紀要の発行
（3，9月刊予定），研究活動
報告書の発行（11月刊予定）

公開講演会，研究集会の開催により，地域・学外団体等へ
の情報発信を行い，各研究所において研究紀要及び研究
活動報告書の発行を行うことにより，研究成果の公開，社
会への還元，学際的，広領域研究課題への着想とその展
開が期待される。

教学
独自

① 改善
中・長期
(H27～）

【大学院】

【研究所】
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事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

学習環境の改善における学
習支援ｼｽﾃﾑの導入（e-
Learning含む）
・学習支援ｼｽﾃﾑとして，新
たなｼｽﾃﾑ（Web Class）を導
入することにより，学習環境
の改善を図る。

e-Learningを利用することで，予習課題を即時に学生に提
示でき，学習環境の効率化が期待できる。また，成績不振
者に対する補習，入学者に対する入学前教育等様々な展
開も期待できる。

教学
独自

① 重点
継続・改善
(H27～H30）

経済的困窮者への奨学金
給付
・経済的困窮者に対して，
学部又は学部後援会奨学
金の給付を行う。

日本学生支援機構奨学金等の貸与式奨学金を受けてな
おかつ経済的に厳しい学生に対して，学部奨学金又は学
部後援会等の奨学金を給付することにより，安心して学業
に専念できる環境を維持確保する。また，突発的，局地的
な自然災害被災者や4年生等の家計急変者に対応する後
援会奨学金等の拡充を検討する。

独自 ①
重点 継続・改善

(H21～H30）

学業成績優秀者への奨学
金給付
・学業成績優秀で人物が優
れている者に対して，学部
校友会奨学金の給付を行
う。

学生の更なる学習意欲の向上を図るとともに，卒業後にお
ける校友としての帰属意識を高める。

独自 ① 重点
継続・改善
(H21～H30）

就職指導支援事業
①就職支援として，学部3年
生を主対象に就職支援ｾﾐ
ﾅｰの内容を見直し約30種
75回開講する。
②国家公務員・公認会計
士・税理士等の受験を志す
学生のために国家試験受験
準備室を設け，受験勉強の
支援を行う。
③資格取得支援講座とし
て，9講座（学内講座4種・学
外講座5種）を開講する。開
講講座は簿記講座をはじ
め，公認会計士・税理士試
験対策の講座等で，資格取
得のための体制を整える。

①学部3年生を対象に就職活動前の講座を開講すること
により，就職試験に向けた準備を進め，全国平均を上回っ
ている就職率を維持する。
②試験に合格するために，集中して勉強する環境を提供
することにより，合格者の増員を図る。

③ｶﾞｲﾀﾞﾝｽ等を通じ，資格取得に対する意欲を高め，資格
取得者の増員を図る。更に平成29年度からの褒賞制度運
用開始に向け，導入の具現化を図る。

独自 ① 重点 単年度

ｷｬﾘｱ形成支援事業
①学部2・3年生を対象ｲﾝ
ﾀｰﾝｼｯﾌﾟにを正規授業「ｷｬﾘ
ｱ形成論」として実施する。
②学部1年生全員の履修科
目「基礎研究」において「ｷｬ
ﾘｱ教育」を2コマ実施し，更
に，学部1年生から参加でき
る講座を約30回開講する。

①ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟを通じて職業観・人生観を醸成し，更にそ
の後の学習意欲の向上を図る。
②低学年からｷｬﾘｱﾃﾞｻﾞｲﾝを向上させる講座を開講するこ
とにより，職業意識・職業理解及び社会観等を深め，更に
人生設計を主体的に行えるよう，就業力の向上を図る。

独自 ① 重点 単年度

年間留学ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの充実
・年間留学ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを3か国4
大学へ派遣交換留学を継
続する。

派遣された学生が，各国の学生と文化・慣習や価値観を
越えて相互理解を深め，ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝを図ることで，ｸﾞﾛｰﾊﾞ
ﾙ社会での行動規範や基準を思考できる基礎力となること
が大いに期待できる。

教学 ① 特色
継続・改善
(H27～H31）

付属校との連携強化
・付属高校等を訪問し情報
の収集・発信を強化し，付属
高等学校等推薦入試の志
願者の増加・安定を目指
す。

全ての付属高校等を訪問し，模擬授業及び学部説明会等
を積極的に実施して，経済学部をアピールする機会を増
やし，付属校との連携をより強化する。更には，新付属高
等学校等推薦入試の実施結果を踏まえ，高等学校現場の
情報収集をより強化し，志願者の増加・安定に取り組む。

教学 ① 重点
継続・改善
(H25～H28）

経済学部・経済学研究科

【学部】
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海外協定校におけるﾌﾟﾛｸﾞﾗ
ﾑ等の充実
・現行の留学ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを精査
し，より質の高いﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを
構築する。

本学部生の留学志向は非常に高く，学生にとって留学ﾌﾟﾛ
ｸﾞﾗﾑは非常に身近なものとなっている。平成27年度にお
いて，各留学ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑにより90名以上の学生が留学してい
る。今後は，各ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ実施にて培った実績及び情報等を
精査検討し，学生ﾆｰｽﾞに則した，質の高い留学ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
（ｶﾘｷｭﾗﾑ）を確立する。また併せて，現地での学修環境及
び住環境等についても協定大学と再検討し，学生にとって
より良い留学環境の構築を図る。

教学 ① 改善
継続・改善
(H24～H28）

入学前教育の充実
・早期入学手続者を対象
に，入学までの間に社会科
学系の学問概要を紹介する
入学前教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ及び基
礎学力向上のためのﾌﾟﾛｸﾞﾗ
ﾑを導入する。

AO・校友子女入試，推薦入試（保体審第2期を除く）による
入学予定者全員を対象に，学部負担の社会科学系学問
の概要理解を目的とした『経済学部で学ぶための基礎能
力向上ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ』と，自己負担の，高校までに培った学力
の維持と学習内容の復習を目的とした『基礎学力向上ﾌﾟﾛ
ｸﾞﾗﾑ』を入学前教育として実施している。特に前者におい
ては，大学での学修分野を事前に体験的に理解させるこ
とにより，入学後の教育を円滑に進め，ひいては4年間の
学修成果の向上に繋げることができる。

教学 ① 重点
継続・改善
(H21～H30）

図書閲覧ｻｰﾋﾞｽ
・千代田区民で経済・経営
分野を研究ﾃｰﾏとする方へ
の開架資料の図書閲覧ｻｰ
ﾋﾞｽを提供する。

地域住民へ開室することにより，大学への関心を集めると
ともに，教育・研究機関としての役割を広く周知し，本学部
への理解を深めてもらう。

独自 ② 特色
継続・改善
(H24～H28）

保護者向けﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ作成
・受験生が大学を選ぶ際，
影響力が大である保護者を
対象に本学部の情報発信を
目的としたﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄを作成
する。

近年の入試において，本学部志願者の多くが進学先につ
いて保護者に相談したとのｱﾝｹｰﾄ結果を踏まえ，そうした
保護者の助言に有用な情報提供をするために本学部での
学び，生活，就職活動等の現状を伝え，本学部の特長・魅
力を浸透させることにより志願者増を図る。保護者や高校
の進路指導教員に，入学後のｲﾒｰｼﾞを掴みやすいと好評
を得ており，継続して実施する。

独自 ③ 重点
継続・改善
(H27～H29）

一般入試N方式第1期導入
・学部学科併願可能・入学
検定料割引・地方試験会場
設置など，受験者に有利な
入学試験を追加することに
より，新たな需要を掘り起
し，志願者増を目指す。

『教学に関する全学的な基本方針』に基づき，N方式第1
期に参加する。この試験は学部学科間の併願が可能で，
入学検定料の割引や地方試験会場が設定されており，導
入により志願者増が期待できる。また，日本大学の主要な
社会科学系学部を併願の対象とすることができるため，受
験生の利便性を高めることができる。

教学
独自

③ 重点
中・長期

(H28～H37）

教務事務ｼｽﾃﾑｻｰﾊﾞ等更新
現行ｻｰﾊﾞの基本ｿﾌﾄｳｪｱのｻﾎﾟｰﾄ終了及びﾊｰﾄﾞｳｪｱの保
守期限切れに伴い更新を行い，ﾊｰﾄﾞ障害とｾｷｭﾘﾃｨﾘｽｸへ
の対応を図る。

独自 ④ 重点 単年度

ﾌｧｲｱｳｫｰﾙ等の更新

ﾌｧｲｱｳｫｰﾙは，内側，外側，ｵｰﾌﾟﾝの3系統を2台ずつの
冗長構成で運用している。平成20年度に導入し，保守期
限切れに伴い，機器の統合を図り，台数の削減及び最新
のｾｷｭﾘﾃｨ対策を図る。

独自 ④ 重点 単年度

三崎町ｷｬﾝﾊﾟｽ整備事業
・経済学部校舎をｼﾝﾎﾞﾘｯｸ
な学び舎とし，更には三崎
町地区のﾗﾝﾄﾞﾏｰｸ的存在の
確立を目指す。

「三崎町ｷｬﾝﾊﾟｽ整備事業」に伴う「日本大学経済学部新
校舎新築工事」は，平成28年末に竣工し，平成29年4月か
ら使用開始の予定である。

経営 ④ 重点
継続・改善
(H24～H28）

経済学部第2号基本金引当
特定資産組入れ

経済学部本館等建物立替・改修等整備のため，毎年1億
円を経済学部第2号基本金引当特定資産に組み入れ，自
己資本の充実を図る。

経営
予算

⑤ 重点
継続・改善
(H27～H41）
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事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

博士前期課程修了予定者
対象修士論文中間発表会
の実施

各自が研究の進捗状況を発表し，教員から意見を受け，
今後の研究に活かしている。また，発表会を実施すること
により，学位の質の確保が期待できる。

教学
独自

① 重点
継続・改善
(H20～H29）

博士後期課程学生対象研
究報告会の実施

各自が研究の進捗状況を発表し，教員から意見を受け，
今後の研究に活かしている。また，報告会を実施すること
により，学位の質の確保が期待できる。

教学
独自

① 重点
継続・改善
(H20～H29）

事 業 計 画 内容・効果 根拠
事業
分類

特記
事項

実施時期

経済科学研究所
・学部内競争研究費
　応募選択制により2種類の
共同研究ﾌﾟﾛ　ｼﾞｪｸﾄを実施
し，研究費の効率的配分
を図る。
・研究会の開催
　年4回程度研究会を開催。
・研究刊行物の発行
　「紀要」及び「経科研ﾚﾎﾟｰ
ﾄ」の発行

・学内外の研究者も含めた共同研究を実施する。
・統一ﾃｰﾏによる研究会及び共同研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ終了後の
　研究成果を発表する。
・共同研究の成果について「紀要」として発刊する。

独自 ① 特色 単年度

産業経営研究所
・学部内競争研究費
　応募選択制により2種類の
共同研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを実施
し，研究費の効率的配分を
図る。
・公開月例会の開催
　年6回程度研究会を開催。
・研究刊行物の発行
　「産業経営研究」及び「所
報」の発行

・学内外の研究者も含めた共同研究を実施する。
・統一ﾃｰﾏによる研究会及び共同研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ終了後の
　研究成果発表。
・共同研究の成果について「紀要」として発刊する。

独自 ① 特色 単年度

中国・ｱｼﾞｱ研究ｾﾝﾀｰ
・学部内競争研究費

応募選択制により2種類の
共同研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを実施
し，研究費の効率的配分を
図る。
・ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ開催

ｱｼﾞｱ諸国や日本のｲﾝﾌﾗ
運営に反映 しうる政策提
言をﾃｰﾏとしｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑを開
催。
・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ研究報告書の出
版補助

・学内外の研究者も含めた共同研究を実施する。
・国際ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑを通じて，ｱｼﾞｱ諸国と維持管理時代に向
　かう日本との交通ｲﾝﾌﾗを国際比較し，学術的貢献を図
る。
・中国・ｱｼﾞｱ諸国の経済及びこれに関連する分野におけ
る学
　術研究を実践する。
・「ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ研究報告書」により，中国・ｱｼﾞｱ諸国の実証分
　析及び研究ﾃﾞｰﾀを集約し出版する。

独自 ① 特色 単年度

【大学院】

【研究所】
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事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

2号館1階購買部及び
地下1階自習室改修工
事

①2号館地下1階自習室を改修し，1階の購買部を移設す
ることによりｽﾍﾟｰｽの有効活用とｾｷｭﾘﾃｨｰを向上する。
②購買部移設後のｽﾍﾟｰｽを学生向けﾗｳﾝｼﾞに改修し，座
席数増により昼食時の混雑を緩和する。

経営
教学
予算
独自

① 単年度

図書館入館ｹﾞｰﾄ設置

①図書館1階ﾛﾋﾞｰ及び2階ﾘｰﾃﾞｨﾝｸﾞﾙｰﾑを含めた利用者
数の把握が可能となり，併せてｾｷｭﾘﾃｨｰを強化する。
②学生利用統計ﾃﾞｰﾀの分析により，より的確なｻｰﾋﾞｽを実
施する。

経営
教学
予算
独自

① 単年度

大蔵校地管理棟（仮
称）新築及びｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ改
修工事

①管理棟を設置し，屋外競技関係の円滑な運用を行う。
②人工芝の設置・最新設備の導入により，安全・安心な環
境構築及びﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄを軽減する。

経営
教学
予算
独自

④ 重点
中・長期

(H27～H29）

ｶﾌｪﾊｳｽ新築工事

①「ｶﾌｪﾊｳｽ」というｽﾀﾝｽは従来型の「学生食堂」という概
念や単なる食材を摂取するだけのｴﾘｱという扱いでなく，学
生の福利厚生面への配慮や学生同士の交流促進を目的
とするなど，付加価値を含んだ機能を有する施設となる。

経営
教学
予算
独自

④ 重点
中・長期

(H27～H29）

創設90周年記念館改
修工事

①竣工以来17年を経過した建物をﾘﾆｭｰｱﾙし，適正な環
境を整備すると共に，省ｴﾈﾙｷﾞｰ化を目指した最新の設備
を導入し，施設・設備を充実する。
②学部独自に学生寮を運営することで，全国各地からの女
子学生を呼び込む効果が期待でき，商学部としての存在
感を高める。

経営
教学
予算
独自

④ 重点
中・長期

(H27～H29）

広報活動強化

①学部紹介映像の配信やﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞﾘﾆｭｰｱﾙ，ｵﾘｼﾞﾅﾙｸﾞｯ
ｽﾞの作成等により，広報ﾂｰﾙを充実させる。
②受験生・在学生・企業及び地域社会等に対して商学部
の教育活動，研究活動に関する情報を積極的に発信し，
商学部及び日本大学全体の社会的価値を高めることによ
り，就職支援，受験生の獲得に繋げる。

経営
教学
予算
独自

⑤
継続・改善
(H25～H28）

ｷｬﾘｱ教育支援

①初年次からのｷｬﾘｱ形成講座実施により，就職活動への
ｽﾑｰｽﾞなﾃｲｸｵﾌを促す。
②初年次から全員を対象にしたｷｬﾘｱ形成講座の実施によ
り学生の興味や適性を早い段階で明確にする。
③企業が重要視する就職に必要な基礎能力を養成するﾄ
ﾚｰﾆﾝｸﾞ等も行い，本格的な就職活動に繋がる支援とす
る。

経営
教学
予算
独自

①
継続・改善

(H24～）

学修支援ｾﾝﾀｰ設立

①旧ｾﾝﾀｰの機能を継承し，より充実した新体制により，効
果的な支援を行う。
②学生ｶﾙﾃやﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵを用い成績のﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを行うこと
により，学生の現状把握に努め，ﾌﾟｯｼｭ型のｻﾎﾟｰﾄを行う。
③学生が自ら学ぶ姿勢を持てるように導き，学習に対する
ﾓﾁﾍﾞｰｼｮﾝを高めることを目的とし，結果，学習効果の向上
や中途退学者及び留年者を減少させる。

経営
教学
予算
独自

① 改善
中・長期
(H28～）

海外留学奨励費（認定
留学・派遣留学）

①学業優秀で留学を希望する学生に対し助成する。
②留学を促進させ他の留学を考えていなかった学生にも
留学を含めた学修意欲の向上を図り，学部全体の修学環
境の改善を目的とする。

経営
教学
予算
独自

① 特色
中・長期
(H28～）

商学部・商学研究科

【学部・大学院共通】
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事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

学部を超えた共同授業
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ実施

①生産工学部と連携した共同ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを開発し開講する。
②「技術が分かる経営者」を育てる教育は，学部の教育目
標である「実学としてのﾋﾞｼﾞﾈｽ理論の学修」を更に深化す
る。
③他学部と共同して授業ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを行うことで，専任教員の
共有化を図る。

経営
教学
予算
独自

① 特色
継続・改善
(H27～）

事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

横断的ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ共同研
究実施

①主流であった個人又は研究所単位の少人数による共同
研究に対し，研究委員会及び商学・会計学・情報科学研
究所による既成の枠組みを超えたﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを実施する。
②学際的研究が可能となり，将来的に大型の外部資金獲
得に繋げる。

経営
教学
予算
独自

①
継続・改善
(H16～）

【学部】

【研究所】
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事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

江古田校舎通年化に対
応したｶﾘｷｭﾗﾑ変更

江古田校舎通年化（平成31年度予定）に先駆け，平成29
年度変更に向け促進。学部の特色である芸術総合教育を
促進し，教育成果を高める。

教学 ① 改善
継続・改善

(H28～）

芸術総合講座の実施
芸術総合学部としての特色を表す各分野で活躍の外部講
師による講座により，ｷｬﾘｱ・ｽﾀﾃﾞｨとしての効果も期待でき
る。

教学 ① 改善 単年度

教員の教育力の向上を
目指すFD

学生による授業評価ｱﾝｹｰﾄの実施並びに公表により，教
育方法の改善等を推進させ，学びの質的転換につなが
る。

教学 ① 改善 単年度

N方式導入による入学
試験区分増加

入試区分にＮ方式を加えることにより，より多様な人材の確
保が見込まれる。

教学 ① 重点 単年度

米国ﾜｼﾝﾄﾝ州立大学ｻ
ﾏｰｽｸｰﾙの実施

学生の視野を海外に向かせ，ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ意識を高める意識
改革を推進する。

教学 ① 改善 単年度

欧米諸国の大学との新
規協定締結を中心とし
た国際交流促進

欧米諸国の大学(ﾎﾟｰﾂﾏｽ大学・ｱﾑｽﾃﾙﾀﾞﾑ大学・ｸﾞﾗｽｺﾞｰ
大学他)との新規協定締結を実現し，芸術学部の国際交流
の門戸を拡大してゆく。

教学
独自

① 特色
継続・改善

(H27～）

ｱｼﾞｱ国際学生映画祭
の実施

日本・韓国・中国を中心としたｱｼﾞｱ諸国における映像教育
系大学より選抜された学生作品を映画祭として上映。若い
映画人の養成・育成を図ると共に，本学部学生の選抜作
品を世界に発信し国際交流を深め，芸術学部のｸﾞﾛｰﾊﾞﾘ
ｾﾞｰｼｮﾝを図る。

教学
予算

① 特色 単年度

芸術学部奨学金（多様
な給付型奨学金）の支
給

経済困窮・災害に対する対応，報奨・留学促進等，多様な
奨学金による学生への経済援助

独自 ①
継続・改善

（H26～）

学部主催による合同企
業説明会の充実

ﾌﾞｰｽ形式の会場を新たに設け，参加企業数を64社に増や
すことで，職業選択の機会を増やし，就職活動へのﾓﾁﾍﾞｰ
ｼｮﾝを高めて就職率の向上を図る。

予算 ① 改善
継続・改善

（H28～）

日藝図書館情報の発信
①ｶﾀﾛｸﾞ誌「日本のﾏﾝ
ｶﾞ家 畑中純」の発行
②活動誌「日藝ﾗｲﾌﾞﾗ
ﾘｰ」第3号の発行
③展示会「ﾎﾗｰ漫画家
犬木加奈子の世界」展
の開催

「顔の見える図書館運営」方針に基づいて平成23年度から
刊行物を発行したり展示会を開催したりしている。これらを
通して図書館活動事情を学内外に広く周知することで日藝
図書館への理解が更に深まり，ひいては図書館の利活用
促進につながることが期待できる。

独自 ① 重点
継続・改善

（H23～H28 ）

芸術資料館企画展の実
施

これまで芸術学部が教育・研究のために収集した資料を基
に学科を主体とした企画展を実施する。

独自 ② 重点  単年度

芸術資料館資料公開
用ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑの開発

芸術資料館の所蔵資料を広く公開するための将来的な方
策としてｱｰｶｲﾌﾞ化が考えられるが，そのための保有資料
の基礎ﾃﾞｰﾀの整備を進めることとし，今年度はﾃﾞｰﾀの整備
とﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ（ｿﾌﾄｳｪｱ）の開発を行う。

独自 ② 重点  単年度

芸術学部・芸術学研究科

【学部】
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江古田・所沢両校舎に
て公開講座の実施

地域（練馬区・所沢市)への教育研究成果の還元と交流の
推進が図れる。

独自 ②  単年度

第10回「日藝賞」の授与

在学生・教職員等の投票により選出された受賞者2名を入
学歓迎式に招き授賞式を敢行，さらに年度内に受賞記念
講演会を開催する。いずれも学生の明確な将来への目標
意識や創作活動意欲の高揚に結びつくことが見込まれると
共に，学部広報活動の充実化やｲﾒｰｼﾞ戦略へ強く寄与す
る。

予算 ② 特色
継続・改善
（H19～）

「日藝賞」創設10周年
記念事業の実施

平成28年度に創設10周年を迎える「日藝賞」を記念して，
過去の日藝賞受賞者を多数招聘し，受賞記念講演会(対
談等)を開催。その他，10周年冊子等を作成記念事業を通
し，学生の明確な目標意識や創作活動意欲の高揚，学部
ｲﾒｰｼﾞ戦略へ寄与する。

予算 ② 特色 単年度

芸術教育の特殊性・多
様性を鑑みた「少数精
鋭」を念頭とした採用計
画の立案・遂行

平成29年3月末で20名超の定年者により，大学設置基準
数に不足が生じ，相当数の教員の充当が必要となる。基準
数の充足を第一義とするが，厳しい経営状況を鑑み，芸術
教育の特殊性・多様性等に対応可能な「少数精鋭」の採用
計画を立案・遂行する。

予算
独自

③ 重点
継続・改善

（H28～）

学生募集広告充実化計画

従来掲載していた「電車広告」及び「映像広告」及び「毎日
進学ﾅﾋﾞ学校案内」を更に充実化させ効果的な入試広報
活動を展開することで幅広い受験者層を取り込み，入学志
願者増加を目指す。

予算 ③ 特色
継続・改善

（H27～）

東京都条例等に基づく
防災用品及び非常用
食料品備蓄の充実化に
よる危機管理体制の構
築

大規模災害に対応した防災用備蓄品を調達①学生教職
員の生命を守る備蓄品②自衛消防隊の救助・救護活動に
必要な備蓄品③東京都帰宅困難者対策条例に基づく食
料品備蓄の充実化を順次3ヶ年計画で整備することで芸術
学部危機管理体制確立の一助とする。

予算 ③ 特色
継続・改善

（H24～）

私立大学等研究設備
整備費等補助金の獲得

教育基盤設備2件を獲得し，設備の充実と増収を図る。 予算 ⑤ 重点 単年度

事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

教員情報を記載した芸
術学研究科案内冊子
GSAの継続作成

大学院広報誌としてのみならず，大学院受験希望者の指
導教員の情報となる。また，FD活動においても重要な役割
を果たす。

教学 ① 改善 単年度

芸術学研究科博士課
程研究誌「芸術・ﾒﾃﾞｨ
ｱ・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ」の継続
発行

芸術学研究科博士課程在籍者の研究発表の場として，重
要な役割を果たす。

教学 ① 改善 単年度

【大学院】
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事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

学部研究費（個人・共
同）の確保と研究・創作
成果の発信の支援

学部における研究および創作活動の成果を公表すること
で，本学部の社会的な評価を高めるとともに，研究・創作
意欲の更なる向上を図る。研究者の研究原資である学部
研究費（個人・共同）は研究者から申請された研究計画を
複数の研究者により評価し,その評価結果に基づき研究費
を傾斜配分する。

独自 ① 重点 単年度

学科単位の研究活動支
援

学科単位での申請に基づき,研究課題を選定し,各学科の
特徴を活かした高度な研究拠点を形成し，研究活動の活
性化を促進することにより，他大学との一層の差別化を図
る。

独自 ① 重点 単年度

補助金獲得を視野に入
れた研究活動支援

学外研究資金（特に芸術分野の外部資金）の獲得を視野
に入れ，本学部の研究活動の一層の活性化を目指した支
援を行うとともに若手研究者の育成を図る。また，個人研究
費の傾斜配分のための評価にあたり，研究計画内容の評
価に加え,科学研究費補助金等の競争的資金への応募・
獲得状況を加味することで学外研究資金獲得の動機付け
とする。

独自 ① 重点 単年度

研究成果の活用による
産官学連携活動の実施

本学部の研究成果の公開により，産業界や地方公共団体
等との
産学官連携活動の実施に結びつけることで，外部研究資
金を獲
得し研究・創作活動の更なる活性化を図る。
また，他学部の研究者とのｺﾗﾎﾞﾚｰｼｮﾝにより産学官連携
活動を実施し，研究・創作活動の更なる活性化を図る。

独自 ② 重点 単年度

【研究所】
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事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

国際関係学部指定学
生寮の確保

大学の近隣ｴﾘｱに，最低限の生活必需品が完備された指
定学生寮を確保することにより，入居者の経済的負担を軽
減することができ，通学が困難な地域からの受験者を増加
させる効果が期待できる。

経営 ① 重点 中・長期

三島後援会奨学金の
給付

下宿する学生や新幹線を利用して通学する学生を対象に
奨学金を給付することで，経済的に困窮している遠隔地か
ら優秀な学生を確保することが期待できる。

経営 ① 重点 中・長期

ｴｺｷｬｯﾌﾟ運動の推進

学内の自動販売機付近に使用済みのﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙｷｬｯﾌﾟ回
収ﾎﾞｯｸｽを設置，ｷｬｯﾌﾟを回収し，ｴｺｷｬｯﾌﾟ推進協会を通じ
て広く国際貢献等に寄与することができ，また，学生の社
会貢献への意識を高める効果が期待できる。

教学 ② 改善 中・長期

外国人留学生と日本人
学生との頻繁な交流を
促進できるｷｬﾝﾊﾟｽ環境
の整備

主に海外提携校からの交換留学生の学業面，生活面をｻ
ﾎﾟｰﾄする学生によるﾊﾞﾃﾞｨｰは，今までﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ的な活動
団体として取り扱われていたが，これからは，ｻﾎﾟｰﾄ対象も
本学部の外国人留学生全員を対象とする公認の学生団
体として，平成28年度から活動できるよう学生生活委員会
を中心に具体的な活動内容等が検討されている。外国人
留学生がより充実した学生生活を送れるよう積極的にﾊﾞ
ﾃﾞｨｰﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの充実を図っていき，予算立てが必要なもの
があれば，今後予算化も検討していく。

教学 ① 特色 中・長期

図書館所蔵資料の一
般公開や企画展の開
催

一般市民を対象に，国際機関資料室を公開したり，国連
ﾃﾞｰやEUﾌﾚﾝﾄﾞｼｯﾌﾟｳｨｰｸ企画展示，上田彦次郎ｶﾞﾗｽ乾
板写真展を開催することにより，市民の国際理解や地域の
歴史理解を深めることが期待でき，ひいては，学部の社会
貢献につなげることが期待できる。

独自 ② 特色
継続・改善
(H24年～)

学内合同企業説明会
の実施

就職支援の一環として採用実績がある企業，学生の志望
が多い企業及び団体の人事担当者を招き事業内容，職種
等の説明を受け質疑応答を行い，就職先の一考とする。

独自 ① 特色 単年度

事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

入学前学習支援ﾌﾟﾛｸﾞﾗ
ﾑの実施

① 入学手続完了者への入学前の基礎学力向上が図れ，
学習に対するﾓﾁﾍﾞｰｼｮﾝを維持できる。
② 入学前教育の学習結果は，各教員にﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸされ，
初年次教育の質の向上につなげている。

独自 ① 改善
中・長期

(5年)

市民公開講座・ｴｸｽﾃﾝ
ｼｮﾝ講座の開講

近隣自治体の後援を得て，年2期・全10講座の市民公開
講座（受講無料）の開講や春・秋の2回，ｴｸｽﾃﾝｼｮﾝ講座
（外国語講座）を開講することにより，大学の知的財産であ
る教育研究成果を地域社会に還元するとともに，受講者の
知的探究心を満たすことで，地域に貢献する大学を目指
す。

独自 ② 特色 単年度

就職支援講座の実施

社会人基礎力の養成と就職率向上を図り，学生が希望す
る業界・職種への就職を支援するための講座を実施する。
① 筆記試験に備えた対策講座・模試及び一般常識模試
② 書類・面接選考に備えた自己分析講座，文章力強化
講座，面接対策講座，模擬面接講座，内定者報告会等

独自 ① 特色 単年度

公務員試験の合格支援
公務員試験に備えたｺｰｽ別公務員講座（入門，専門科目
対策）や集中講座を実施するとともに，個別面談により学
生の志望先に合わせた対策を指導する。

独自 ① 特色 単年度

国際関係学部・国際関係研究科・短期大学部

【学部・大学院・短期大学部共通】

【学部・短期大学部共通】
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事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

英語特別ｸﾗｽの設置

平成26年度入学生から「英語特別ｸﾗｽ」を設置した。内容
は，入学後にｸﾗｽ分けを行い，英語力の強化のみならず，
1年次から英語で行う専門科目の授業を履修することによ
り，留学者を増加させ，さらに英語のｽｷﾙｱｯﾌﾟを目指したｴ
ﾘｰﾄ教育を実施するものである。現在，その効果をTOEIC
等の試験で測定した上で，運用上の問題点抽出を行い，
次年度以降の学習ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑに活かすための検討をしてい
る。

独自 ① 特色
中・長期

(4年)

平成28年度入学生教
育課程（ｶﾘｷｭﾗﾑ）の改
定

国際関係学部では平成23年4月に新学科を設置したが，
現今の国際社会の加速度的な変化に対応していくため，
問題解決能力・政策能力・高いｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力を兼ね備
えた国際交流や国際社会の各分野で活躍できる人材育
成教育を行う目的で，平成28年度入学生からの教育課程
（ｶﾘｷｭﾗﾑ）改定を行う。幅広い専門分野の知識を修得させ
るとともに，国際社会の各分野で活躍できる能力を身につ
けられる実践的な教育を実施できるように，初年次では国
際関係及び国際文化に関する学問の基礎を学び，2年次
以降では，各学科「4つのｺｰｽ」に分かれ，学生が専門教
育の履修に重点を置けるような卒業条件に変更した。ま
た，高度な外国語運用能力の修得のため，初年次に「外
国語科目」，2年次以降は「専門外国語」，「観光外国語」，
「資格外国語」を設置し，多文化共生の理解を深めるた
め，2年次に海外研修科目を選択必修として含めた「地域
研究」を整備した。

教学
独自

① 重点
中・長期

(4年)

事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

生活科学研究所
・学術講演会開催及び
『生活科学研究所報
告』の発行

食物栄養学・医学・商学・民俗学・地域振興等生活科学諸
分野の研究力強化と向上を図る。

独自 ① 特色 単年度

国際関係研究所
・国際諸問題をﾃｰﾏとし
た国際ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑの開
催

国内外から研究者を招いて国際ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑを開催し，研究
成果発表・討論・意見交換することにより，国際諸問題の
再認識と解決への提言を図るとともに，成果を地域社会や
学生に発信する。

独自 ① 特色 単年度

国際関係研究所
・学術講演会開催及び
『国際関係研究』の発
行

国際関係の政治・経済・社会・文化・言語・環境・交流・情
報ﾋﾞｼﾞﾈｽ等諸分野の研究力の強化と向上を図る。

独自 ① 特色 単年度

【研究所】

【学部】
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事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

ｷｬﾘｱ教育の充実

「自主創造の基礎」においてｷｬﾘｱ教育の導入を行うことや，ｲﾝ
ﾀｰｼｯﾌﾟなどの科目において就業体験を行うほか，演習系科目に
おいて全専任教員によるｷｬﾘｱ指導を行う。また，正課外において
も各種資格試験対策や就職支援などを実施する。

教学 ① 重点 中・長期

特色ある入学試験に実
施により，多様の学生の
受け入れ

高等学校教育の内容と水準を前提とした学習の到達度に加え
て，文化ｽﾎﾟｰﾂ活動・ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動・海外留学等を考慮した評価
ができるように，複数の方法・手法により実施する。

 教学 ① 特色 中・長期

志願者増を図るための
様々な施策

他学部と連携したｵｰﾌﾟﾝｷｬﾝﾊﾟｽ・進学相談会等の積極的な開
催，また関東近県を中心とした高校訪問等を積極的に行い，受
験生の確保及び増加を図る。

教学 ① 重点 中・長期

事務組織の合理化

他学部に先駆け，1ｷｬﾝﾊﾟｽに2学部を設置することによる効率的
な運用を行う。これにより，キャンパスで合同の事務局を設置し，
管理ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ課，教学ｻﾎﾟｰﾄ課の2課体制で運営することとなる
が，実質的な運用開始後については，適宜見直しを行う。

経営 ③ 特色 中・長期

引当資産の確保を行
い，安定した財政の取
組み

平成31年度の新学部完成年度以降に第３号引当資産の教育研
究基金及び奨学等基金の設定を計画していきたい（設定金額は
未定）。また，特定目的等各種引当資産への繰入も計画していき
たい。

経営
予算

⑤ 重点 中・長期

危機管理学部・スポーツ科学部

【学部】
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事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

理工学研究所施設の
充実
・ﾘｻｰﾁ＆ﾃﾞｨﾍﾞﾛｯﾌﾟﾒﾝ
ﾄ体制の強化
・研究部門の利活用

（1）外部資金獲得に貢献した教員へのｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ付与
により公募研究申請増を図る。
（2）各研究施設を横断的に利活用し，研究成果の開
示の際には，各施設の利用を明示させ広報を図る。

独自 ① 改善
継続・改善
（H26～）

研究推進戦略の確立
に基づく学部内研究
費の整理・統合によ
る活性化

(1)横断的ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを実施することにより，将来の本
学部の学術の核となる研究を推進し，発展させること
ができる。
（2）「ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ開催助成金」を設定し，学外共同研
究を活性化させる。
(3)外部の競争的研究資金の獲得に繋がる研究を，よ
り一層支援することができ，本学部の総合研究力の向
上を図れる。

独自 ① 改善
継続・改善
（H26～）

産官学連携
・委託研究，共同研
究推進
・東葛ﾃｸﾉﾌﾟﾗｻﾞ，千
葉大学ｻｲｴﾝｽﾊﾟｰｸｾﾝﾀｰ
への参加・技術相談
等

産官学連携により本学部の持つ知的財産を活用した社
会貢献及び研究の活性化が期待される。

独自 ② 改善
継続・改善
（H10～）

地球温暖化防止への
取組
・毎年度前年度対比
1％以上のｴﾈﾙｷﾞｰ使用
量の削減を目標
ｸｰﾙﾋﾞｽﾞ，ｳｫｰﾑﾋﾞｽﾞの
導入
・冷房温度28℃以
上，暖房温度20℃以
下の温度設定管理の
励行
空調設備の中央制御
化による温度
・設定管理の一元化
・建物の断熱化

（1）私立大学として，地球温暖化対策を推進でき
る。
（2）CO2などの温室効果ｶﾞｽの排出量が削減できる。
（3）熱・電気等のｴﾈﾙｷﾞｰ使用量が削減できる。

経営 ② 改善
継続・改善
（H19～）

事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

就職指導対策の充実

(1)学生が就職活動の軸を形成できる行事構成を図
る。
(2)公務員試験対策の効果測定を継続的に実施し，改
善を継続することにより合格者の増加が見込まれる。
(3)未内定者のﾌｫﾛｰを充実させ内定率ｱｯﾌﾟを図る。

予算 ①
継続・改善
（H26～）

ｷｬﾘｱｶｳﾝｾﾗｰの配置強化

ｷｬﾘｱｶｳﾝｾﾗｰを業務委託の形態で各校舎2名，繁忙期駿
河台校舎3名体制とし，強化を図っている。低学年か
らのｷｬﾘｱ相談や小規模のｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰｸが提供可能とな
り，進路選択や就職への動機付けに寄与している。

教学
予算
独自

①
継続・改善
（H26～）

地方との関係強化と
UIJﾀｰﾝの促進

平成27年6月に「板橋区教育委員会との連携に関する
協定書」を取り交わし，実施と検証を進めていく。ま
た，就職指導課内に地方求人に関するUIJﾀｰﾝ促進のた
めの特別ｺｰﾅｰを設置し，推進していく。

教学 ①
中・長期
（H28～）

理工学部・理工学研究科・短期大学部

【学部・大学院・短期大学部共通】

【学部・大学院・短期大学部・研究所共通】
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理工学部学術講演会
の開催

本学部の教職員・在学生及び卒業生による学術並びに
教育の振興が期待できる。また，日頃の研究成果を公
表すると同時に技術開発・調査研究・産学共同研究の
発表の場を提供することができる。

独自 ①
 継続・改善
（H27～）

理工学部学術賞等表
彰式の開催

理工学部学術賞等表彰式では，以下の区分にて表彰を
実施する。
(1)学術賞
本学部の学術振興と学術水準の向上に資することが期
待できる専任教職員
(2)教育賞
本学部の教育活動の振興と教育水準の向上に資するこ
とが期待できる専任教職員
(3)技術・支援賞
本学部の研究教育活動の振興と向上に資することが期
待できる専任教職員
 (4)学会・協会賞
国内外の学会・協会等学術団体から優れた研究業績や
功労によって表彰された専任教職員及び卒業生
（5）学位取得者
新たに学位を取得した専任教職員及び理工学研究科で
の学位授与者

独自 ① 改善
継続・改善
（H27～）

日本大学理工学部図
書館（駿河台）の千
代田区民への開放及
び日本大学理工学部
図書館（船橋）の船
橋市民への開放

大学図書館の地域への開放(館内閲覧及びｾﾙﾌｺﾋﾟｰｻｰﾋﾞ
ｽ)をとおして，地域社会へ貢献できる。

予算 ② 改善
中・長期
（H28～）

国際交流
英語弁論大会と留学生のための日本語弁論大会を学部
祭内で合同開催し，ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力の向上と学生間の
相互理解を深める。

教学
予算

① 改善
継続・改善
（H27～）

日本大学理工学部図
書館公開講座の開催
（年2回の予定）

（1）公開講座の内容
 大学図書館の存在を広く社会に知らしめ，開かれた
大学像をｱﾋﾟｰﾙするとともに，大学の研究成果や知的
財産を広く社会に公開・発信して還元する。
（2）公開講座の効果
 大学図書館の社会への開放の一環として，本学部に
おける高度で専門的な学術研究活動やその研究成果等
を公表・発信するとともに，地域住民との交流をとお
して，地域社会に開かれた高等教育機関を実現する。

予算 ② 重点
中・長期
（H28～）

校舎の耐震計画
・既存施設の耐震・
免震工事実施
・新築施設への地震
対策

（1）学生・生徒・教職員の安全確保に万全を期して
いる。
（2）計画的な校舎等建物の耐震・免震化の推進。

経営 ④
継続・改善
（H17～）

駿河台校舎ｷｬﾝﾊﾟｽ整
備事業（南棟）
・使途：教室，研究
室，実験室等
・鉄骨鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造
り＋鉄骨造
・地上18階，地下3階
・延面積：27,252.39
㎡

（1）老朽化した建物及び実験施設等の更新によ り，
学生・教職員への安全・安心なｷｬﾝﾊﾟｽ生活が保障され
るとともに，周辺住民の災害時の一時避難場所や広範
な文化事業の実施など地域貢献という大学の社会的使
命が果たせる。
（2）都心部に最新の理工系大学機能が整備され るこ
とで，在学生はもとより高校生等に対しても本学部の
注目度が増す。
（3）地上広場等が現在以上に広く確保できるため学
生・教職員の快適環境が得られる。

経営
予算

④
継続・改善
（H22～）
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事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

学術研究戦略事業の
推進
・私立大学戦略的研
究基盤形成支援事業
の遂行

(1)本学部の特色を活かした研究を推進するため，研
究拠点としての研究基盤を形成する。
(2)「超短時間光・物質相互作用の理解・制御が切り
開く新材料・物性・ﾃﾞﾊﾞｲｽの探索と創生」の研究の推
進により，社会的に高い評価を得ることができる。

独自 ① 改善
 継・改

（H25～29）

事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

低学年からのｷｬﾘｱ支
援の充実

(1)1年生向け及び保護者向け冊子「ｷｬﾘｱｻﾎﾟｰﾄｶﾞｲﾄﾞ」
を配布し，現状理解を深めてもらうことを意図する。
(2)ｺﾝﾋﾟﾃﾝｼｰ診断（学部1年～3年，短大1年～2年）を
実施し，大学生活の充実と社会の繋がりを意識させ
る。

予算 ①
継続・改善
（H26～）

国家公務員試験の合
格支援

公務員対策講座の一部を低年次対象に拡充し，早期か
らの意識付けにより志望者の増加を企図する。また，
総合職試験最終合格に向けての対策講座を新設する。

教学 ① 重点
中・長期
（H28～）

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動

(1)課外活動ｻｰｸﾙとして，登録され地域等に貢献し，
学生の社会参加を促進させる。
(2)地元（自治会，警察署等）からの要請により，各
種行事や交通安全運動等に参加し大学として地域貢献
度を上げる。

教学 ① 改善
 継続・改善
（H27～）

八海山ｾﾐﾅｰﾊｳｽの有効
活用（外部貸出）
・貸出対象は，団体
利用を原則とし，南
魚沼市小中高生及び
南魚沼市市役所が主
催する研究会参加者
などである。

（1）ｾﾐﾅｰﾊｳｽの利用者が増加し，収支改善が図れる。
（2）地元（南魚沼市）との共生及び地元の活性化へ
の協力が可能となる。
（3）地元小中高生が利用することにより，「日本大
学理工学部」の存在感をｱﾋﾟｰﾙできる。

独自 ② 特色
継続・改善
（H20～）

事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

TOEIC IPﾃｽﾄの実施

英語科目の履修者に対し，同ﾃｽﾄを実施する。TOEICの
ｽｺｱは，就職時のｴﾝﾄﾘｰの際に英語能力を測る基準でも
あり，そのIPﾃｽﾄの実施は学生の英語科目の学習意欲
を刺激し，学生全体の英語力の向上が期待できる。

教学
予算
独自

①
特色

継続・改善
（H25～）

①ｵｰﾌﾟﾝﾗﾎﾞ（公開ｲﾍﾞ
ﾝﾄ）の充実
②COC（ｾﾝﾀｰｵﾌﾞｺﾐｭﾆ
ﾃｨ）の構築

①学内および学外での公開ｲﾍﾞﾝﾄの充実をよりはか
り，高校生への広報手段を見直すことによる参加者増
を目指し，実験への参加や見学を通して，ﾓﾉづくりの
楽しさを多くの人に知ってもらうことができる。
②大学が「教育」や「研究」を通して地域ｺﾐｭﾆﾃｨの中
心となることにより，大学としての機能を強化でき
る。

独自 ②
継続・改善
(①Ｈ20～

  ②Ｈ26～）

理工学部及び短期大
学部（船橋校舎）共
催による公開市民大
学講座の開催　・学
術的要素を取り入れ
た講座とｽﾎﾟｰﾂ教室等
を実施予定。

日本大学理工学部が有する人的及び知的財産等を提供
し，地域社会の発展に貢献する。

独自 ② 改善
継続・改善
（S47～）

【学部・大学院・研究所共通】

【学部・短期大学部共通】

【学部・大学院共通】
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防災機能の強化

大規模災害発生時に，船橋校舎が緊急消防援助隊及び
ﾍﾘｺﾌﾟﾀｰ臨時発着場所，避難所として指定されること
により，近隣住民の救出・救助・消火活動の拠点とな
る。

独自 ②
継続・改善
（H24～）

広報活動の転換・充実

（1）高校への広報の充実と一元化を行い，新たな広
報戦略が可能となる。
（2）卒業生への広報により，大学と校友，校友相互
の連携が強まり，帰属意識を深めることができる。

独自 ③
継続・改善
（H21～）

第3号基本金引当特定
資産への組入れ

学業成績優秀及び本学の特待生でない人物優秀な学生
への奨学金制度の拡充を図るため。

独自 ⑤ 改善
継続・改善
(H26～30）

事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

教育方法の改善
・ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ及びｽﾀ
ﾃﾞｨ・ｽｷﾙｽﾞ科目の授
業内容の見直し
・卒業達成度評価科
目の授業内容の見直
し

平成20年度入学生から開設している初年次教育の授業
科目であるｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ及びｽﾀﾃﾞｨ・ｽｷﾙｽﾞ，卒業時の質保
証を目的とした卒業達成度評価科目の内容を見直すこ
とにより，大学教育への円滑な導入，主体的な学修姿
勢の向上，卒業時の質保証等が期待される。

教学
独自

①
改善

継続・改善
（H25～）

学生支援(経済的)

各種奨学金（理工学部奨学金，理工学部校友会奨学
金，理工学部後援会奨学金)の給付により，経済的な
事由により退学せざるを得ない学生に対し，学業の継
続を可能とする。

教学
予算

① 改善
継続・改善
(H23以前～)

卒業生に対する追跡
調査の実施

厚生労働省の統計により，大卒就職者の3割が3年以内
に離職する現象が知られている。そこで，3年前の卒
業生で就職した者に対し現状調査を実施し，広報に活
用したり，今後の就職・ｷｬﾘｱ支援のあり方の検討材料
とする。

予算 ① 特色 単年度

資源ごみの有効利用
・ごみの分別の徹底

資源の有効な利用の確保を図るとともに廃棄物の発生
の抑制及び環境保全に寄与できる。

独自 ②
継続・改善
（H23～）

防災体制の充実
（1）学生及び教職員の防災意識の向上を図る。
（2）非常時に効果的な災害援助ができる体制づくり
の構築。

経営 ③
継続・改善
（H23～）

事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

①学生支援(経済的)
理工学部奨学金(短大2
名分)の給付
②ｷｬﾝﾊﾟｽﾗｲﾌに関係す
るｱﾝｹｰﾄ調査(旧名称
学生生活満足度調査)

①経済的な事由により退学する学生に対し，学業の継続
が可能となる。
②学生生活の現状把握及び施設改善等の検討資料として
活用。

教学
予算

① 改善
 継続・改善

（H23～）

短期大学部生への支援
体制構築

各学科との連携の下ｷｬﾘｱｶｳﾝｾﾗｰによる，短大生に特化
した就職支援講座と個別のｷｬﾘｱｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞを合わせた支
援体制が構築できつつあり，今後，就職に結び付けていく
活動を継続する。

予算 ① 単年度

【学部】

【短期大学部】
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就職常識試験の実施

　平成24年度ｶﾘｷｭﾗﾑから実施している授業科目の「短大
入門講座」の1ｺﾏに同試験を充当する。
　いかなる職業に従事しても世の中の動きや一般常識と無
関係ではあり得ず，また，入社試験で一般常識や時事常
識を問われることも多いため，それらを身に付ける必要性
を入学後の早い段階から学生に認識させることが必要であ
る。「就職常識試験」を必修科目の授業の1ｺﾏに組み入れ
ることにより，全学生が社会的・職業的自立のために必要
な知識・態度を育むことが期待できる。

教学
予算

① 特色
継続・改善

（H24～）

ｵｰﾌﾟﾝｶﾚｯｼﾞ「ものづくり
＆ｻｲｴﾝｽ・ｽｸｰﾙ」の開
催

大学施設を利用した体験学習の場を提供し，小・中・高校
生を含む一般の方を対象にものづくりの面白さが体験でき
る催しを実施する。また，大学として社会・地域貢献を果た
すと同時に，補助学生にﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ精神を涵養し，指導者の
側を経験することで，ものづくりに対する自覚を促す効果が
期待できる。

独自 ② 改善
継続・改善

（H20～）

高等学校訪問

①短期大学部(船橋校舎)の特色をｱﾋﾟｰﾙするために，教
職員が年数回，入学実績校，指定高校，ｵｰﾌﾟﾝｷｬﾝﾊﾟｽ参
加校，沿線高校等の訪問を行う。また，高等学校等を訪問
し，進路指導教員を通じて受験生に短大の情報を伝えるこ
とにより，受験生の興味を喚起し志願者増加が期待でき
る。

独自 ③ 改善
継続・改善

（H19～）

学校説明会

②短期大学部（船橋校舎）をｱﾋﾟｰﾙするために高等学校教
諭，生徒・父母等を対象に説明会を開催する。また，短期
大学部（船橋校舎）独自の説明会を船橋校舎で開催するこ
とにより，大学設備等を実際に見ていただき，本学の特徴
をより深く理解してもらえる効果が期待できる。

独自 ③ 改善
継続・改善

（H24～）

事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

理工学部理工学研究
所講演会の開催

本学部の教員による学術研究の振興が期待できる。ま
た，日頃の研究成果を公表すると同時に技術開発・調
査研究・産学共同研究の発表の場を提供することがで
きる。

独自 ① 特色
 継続・改善
（H27～）

【研究所】
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事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

１－①海外学部提携校である以下の5大学との覚書に基づ
き，相互の派遣留学及び学生の受入れを行うことにより、本学
部の学生が，国際的視野に立ち，ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化する知識基盤
社会の一員として社会で活躍できる人材となるための契機と
なることが期待される。
    (1)ｹﾝﾄ州立大学
　　(2)全南大学校工科大学
　　(3)慶尚大学校工科大学
　　(4)中國科技大學
　　（管理學院）（資訊學院）（規劃與設計學院）
　　(5)ﾐｼｼｯﾋﾟ州立大学

教学 ① 重点
中・長期
（H27～）

1－②平成26年度に中國科技大學管理學院と特別聴講学生
の受け入れに関する合意書を締結。平成28年度新たに規劃
與設計學院との合意書を交わし，特別聴講学生の受入れを
行う。特別聴講学生の受け入れにより，本学部の国際化を促
し，教育力の向上が期待できる。

教学 ① 重点
中・長期
（H27～）

2平成28年度から「国際交流ｾﾝﾀｰ」を設置し，海外の大学・
教育研究機関との交流を通じ，国際化の促進を図る。

独自 ① 重点
中・長期
（H28～）

若手研究者を対象とす
る研究費の補助

若手研究者の研究のｽﾃｯﾌﾟｱｯﾌﾟを図り，外部資金獲得件数・
金額の増加を推進する。

教学
予算
独自

① 重点  単年度

科学研究費補助金受
領者に対する特別研究
費の交付

外部資金（特に科研費）獲得者のﾓﾁﾍﾞｰｼｮﾝの向上を図り，
科研費等の外部資金獲得件数・金額の増加を推進する。

予算 ① 重点  単年度

適正な教職員採用及び
人員配置等の人事計画
の検討

多数の教職員が定年退職を迎える中で,後任の補充を必要
最小限に抑えることにより, 人件費の抑制が期待できる。ま
た，特色ある科目に重点を置いて教員を配置することにより，
学部の特色をｱﾋﾟｰﾙすることができる。

経営
予算

③ 重点  単年度

若手研究者を対象とす
る研究費の補助

若手研究者の研究のｽﾃｯﾌﾟｱｯﾌﾟを図り，外部資金獲得件数・
金額の増加を推進する。

教学
予算
独自

① 重点  単年度

科学研究費補助金受
領者に対する特別研究
費の交付

外部資金（特に科研費）獲得者のﾓﾁﾍﾞｰｼｮﾝの向上を図り，
科研費等の外部資金獲得件数・金額の増加を推進する。

予算 ① 重点  単年度

若手研究者を対象とす
る研究費の補助

若手研究者の研究のｽﾃｯﾌﾟｱｯﾌﾟを図り，外部資金獲得件数・
金額の増加を推進する。

教学
予算
独自

① 重点  単年度

科学研究費補助金受
領者に対する特別研究
費の交付

外部資金（特に科研費）獲得者のﾓﾁﾍﾞｰｼｮﾝの向上を図り，
科研費等の外部資金獲得件数・金額の増加を推進する。

予算 ① 重点  単年度

自習室並びに特別研究
室の整備

16号館2階の自習室並びに一部3階の特別研究室をﾚｸﾁｬｰ
ﾙｰﾑとして使用できるよう整備する。初年次ｾﾞﾐや講演会，ｸﾞ
ﾙｰﾌﾟ学習室として使用することで図書館を利用するきっかけ
を作り，情報発信機能の強化が期待できる。

独自 ④ 重点
中・長期
（Ｈ27～）

生産工学部・生産工学研究科

【学部・大学院共通】

国際交流の推進
1　海外学部提携校との
交流推進
①派遣留学及び学生の
受入れ
②特別聴講学生の受入
れ
2　国際交流ｾﾝﾀｰの設
置
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①教育活動の質向上に向けた取り組みの一環として，優れた
教育活動の実施が認められる教員（若しくはｸﾞﾙｰﾌﾟ）に対し，
「教育貢献賞」を表彰する。受賞者はその優れた教育活動を
学内外に公表するため講演会を実施し，継続的な教育改善
努力への取り組みの促進や優れた教育活動の共有化を図っ
ている。また，受賞者は，これまで以上の教育能力の向上，教
育活動の活性化並びに教員のﾓﾁﾍﾞｰｼｮﾝの向上を図ることが
できる。

経営
予算

① 重点
継続・改善
（Ｈ19～）

②教育活動の質向上，改善に向けた取り組みの一環として，
「授業参観」を実施する。他の教員の担当する授業を参観す
ることで，自らの担当する授業の内容・方法の改善・向上を図
ることができる。

経営
予算

① 重点
継続・改善
（Ｈ23～）

③授業の質向上，改善に向けた取り組みの一環として，学生
による「授業評価ｱﾝｹｰﾄ」を実施する。授業評価により，学生
の視点に立った授業改善を行い，教育効果を向上させる。

経営
予算

① 重点
継続・改善
（Ｈ15～）

④博士前期課程修了生に対して，在籍時の研究内容等につ
いてのｱﾝｹｰﾄを実施する。これにより修了生の意見を反映さ
せる今後の研究指導に役立てることができる。

経営
予算

① 重点
 継続・改善

（Ｈ24～）

⑤教育活動の質向上，改善に向けた取り組みの一環として，
「ﾃｨｰﾁﾝｸﾞﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ」を導入する。ﾃｨｰﾁﾝｸﾞﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵの導入
により，将来の授業の向上と改善，教育活動の正当な評価，
優れた指導の共有を図ることができる。

経営
予算

① 重点
中・長期
（H28～）

⑥FD推進の一環として，学生が主体的に生産工学部のFD活
動に参画し，教職員と協働する「学生FD」を組織化する。学
生FDを組織化することにより，学生の学修意欲の向上を図る
とともに生産工学部のFDの活性化が期待できる。

経営
予算

① 重点
中・長期
（H28～）

⑦(1)FD推進の一環として，「新任教員研修会」を実施する。
研修会に参加することにより生産工学部の教育方針を理解す
るとともに教員としての自覚を高める。

経営
予算

① 重点
継続・改善
（Ｈ23～）

⑦(2)教育に関する啓蒙活動の一環として，教職員を対象とし
た「FD・SD研修会」を実施する。研修会に参加することにより
工学教育におけるFD・SD活動の重要性に対する認識を深め
る。

経営
予算

① 重点
継続・改善
（Ｈ23～）

⑦(3)ﾊﾟﾜﾊﾗ･ｱｶﾊﾗに対する意識の向上を図るため，教職員
を対象とした「ﾊﾟﾜﾊﾗ･ｱｶﾊﾗ研修会」を実施する。研修会を実
施することによりﾊﾟﾜﾊﾗ･ｱｶﾊﾗに対する問題意識を持たせる
だけでなく，ﾊﾗｽﾒﾝﾄを未然に防ぐ回避法、ﾊﾗｽﾒﾝﾄが起こっ
てしまった時の対処法等を認識することにより，問題が発生し
た場合，より迅速にかつ適切な解決を図ることができる。

経営
予算

① 重点   単年度

ｷｬﾝﾊﾟｽ施設整備計画
（1）耐震強度不足建物
の安全確保等による安
心・安全なｷｬﾝﾊﾟｽ計画
（2）利用可能施設の再
利用による教育研究環
境の整備
（3）計画実施にあたっ
ての事前調査及び周辺
設備の改修

（1）建物の耐震化を進めることで，安心・安全なキャンパスとし
てのより良好な教育研究環境の提供の一助とされる。
（2）空き教室の有効利用により，学生の修学環境の充実や教
育研究環境の整備を図る。
（3）費用対効果を考慮した持続可能な施設の長寿命化及び
計画的な維持管理により，財政の健全化を図る。

経営
予算

④ 重点
中・長期
（Ｈ27～）

FD取組の推進
①教育貢献賞の授与及
び講演会の実施
②授業参観の実施
③授業評価ｱﾝｹｰﾄの実
施
④博士前期課程修了
生へのｱﾝｹｰﾄ実施
⑤ﾃｨｰﾁﾝｸﾞ・ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ
の導入
⑥学生FDの組織化
⑦研修会の実施
(1)新任教員FD研修会
(2)FD・SD研修会
(3)ﾊﾟﾜﾊﾗ・ｱｶﾊﾗ研修会
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事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

転科試験の実施
学則に定められている制度により「転科試験」を実施する。こ
れにより，学生の学内留保並びに多様な可能性を持った学
生確保を目指す。

経営
教学
予算

① 重点
継続・改善
（Ｈ20～）

教学IRの整備及びﾃﾞｰﾀ
分析結果に基づく実効
性のある教学施策の実
施

教学IR室を設置する。このIR室は本部IRと連携をとりながら入
口から出口まで一貫したﾃﾞｰﾀの収集・整理を行い，ﾃﾞｰﾀ分析
結果と「出席管理ｼｽﾃﾑ」（平成26年度導入）や「学生ｶﾙﾃ」
（平成27年度導入）を用いて退学者及び卒業延期者の減少と
質保証の改善に繋げていく。

教学
独自

① 重点
中・長期
（H28～）

全学共通初年次教育
科目「自主創造の基礎」
の推進・検証

大学が提唱する全学共通初年次教育科目「自主創造の基
礎」と主旨を同じくする少人数制の初年次ｾﾞﾐを平成25年度か
ら実施していたが，平成29年度のｶﾘｷｭﾗﾑ改訂において，全
学共通初年次教育科目　（「自主創造の基礎1」と「自主創造
の基礎2」）を設置する。
「自主創造の基礎1」「自主創造の基礎2」の設置により，学生
に基礎的ｽｷﾙ，将来の目標及び学ぶ目的を意識化させること
などを通して「自主創造型ﾊﾟｰｿﾝ」の育成を図る。

教学
独自

① 重点
継続・改善

（H25～）

学部間連携（生産工学
部・商学部）授業ﾌﾟﾛｸﾞﾗ
ﾑの実施

兼担教員の積極的な活用による学部等を越えた専任教員の
共有化を図るための一環として，本学部では，「経営能力を有
する技術者」を教育目標に掲げており，それをさらに深化させ
るため，商学部と連携して，「技術が分かる経営者（自主創造
型経営者）」，「経営が分かる技術者（自主創造型技術者）」の
育成を目指した共同授業ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを平成28年度に開講する。

経営
教学
予算
独自

① 特色
中・長期
（Ｈ28～）

①平成26年度に「出席管理ｼｽﾃﾑ」を導入。平成27年度には
「学生ｶﾙﾃｼｽﾃﾑ」を導入し，学生自身による自己管理の醸成
や学生情報を教職員，父母が共有することで退学者，卒業延
期者の削減を図る。

教学
独自

① 重点
継続・改善
（Ｈ26～）

②「出席管理ｼｽﾃﾑ」の導入により，父母が子女の出席状況を
閲覧できることから，日頃の学生指導において父母との連携
を高めた上で，例年実施している「父母懇談会（年2回：春季・
秋季）」において，同ｼｽﾃﾑを活用し，退学及び卒業延期の可
能性が高い学生の父母へ深度を増した対応を行うことにより，
退学者，卒業延期者の削減を図る。

教学
独自

① 重点 単年度

③平成26年度に設置した「退学者及び留年者削減検討委員
会」において調査を実施し，状況把握及び原因分析を行うこ
とで退学者，卒業延期者の削減を図る。

教学 ① 重点
継続・改善
（Ｈ26～）

④平成19年度に「ｱｶﾃﾞﾐｯｸｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰﾙｰﾑ」を設置。平成22年
度には「ﾋﾟｱｻﾎﾟｰﾀｰ制度」を導入し，入学時から卒業までの学
業及び学生生活のｻﾎﾟｰﾄを行い，学修意欲の向上並びに学
生生活の充実を図ることにより退学者，卒業延期者の削減を
図る。

教学
独自

① 特色
継続・改善
（Ｈ19～）

入学前教育の実施

「学習意欲の維持・向上、動機付け」「大学教育における基礎
的能力の習得」「高校生として必要な基礎学力の確認・補習」
を目的とした「入学前教育」を実施する。
この実施により入学時のつまずきの更なる低減を図る。

経営
教学
予算

① 特色
継続・改善
（Ｈ16～）

修学支援の充実による
学生数の適正維持に向
けた取組
（退学率，卒業延期者
削減に向けた取組）
①出席管理ｼｽﾃﾑ，学
生ｶﾙﾃｼｽﾃﾑの構築
②父母懇談会の実施
③委員会の設置
④「ｱｶﾃﾞﾐｯｸｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ
ﾙｰﾑ」の設置及び「ﾋﾟｱｻ
ﾎﾟｰﾀｰ制度」の導入

【学部】
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JABEE（日本技術者教
育認定機構）への対応
・認定維持：電気電子
工学科
土木工学科
応用分子化学科
数理情報工学科

JABEE認定ｺｰｽを4学科に設置し，本認定を受けることによ
り，当該ｺｰｽの教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑが国際水準にあることが認められ
るとともに，ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ修了者は「修習技術者」となり，申請するこ
とによって，「技術士補」の資格も取得することができる。併せ
て，国際的に通用する技術者に必要な基礎教育の要求水準
への到達を図ることができる。

独自 ① 特色
継続・改善

（H14～）

新入生に対する学外ｵﾘ
ｴﾝﾃｰｼｮﾝの実施

学生同士及び学生と教職員との親睦・相互交流を通じて精神
面あるいは修学上の問題等による休学・退学者の減少ならび
に大学への帰属意識の醸成が期待できる。

独自 ① 重点
継続・改善
（Ｈ18～）

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・ﾋﾞｼﾞﾈｽｴﾝｼﾞﾆ
ｱ人材育成ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
（Glo-BEﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ）の実
施

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙな視野と，ものづくり現場の経営的視点を持った技術
者の育成を目指すｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・ﾋﾞｼﾞﾈｽｴﾝｼﾞﾆｱ人材育成ﾌﾟﾛｸﾞﾗ
ﾑ（Glo-BEﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ）を平成27年度に導入。平成28年度は更
なるｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ人材育成のための英語教育の充実を図る。
本ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑは，単なる英語運用能力の向上を目指すのではな
く，①英語を使ってｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝすることへの抵抗感の低減と
自信の醸成。②これからのｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ社会で何が必要かを認識
する意識付け。③工学を活かすｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ教育。④工学的発想
による協働的課題解決能力の養成を軸にしたｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ教育を
行うことにより，その効果が期待される。

教学
独自

① 特色
継続・改善
（Ｈ27～）

課外活動への経済支援 課外活動を通じて人格形成・人間力の醸成が期待できる。 独自 ① 重点   単年度

内規・要項で定めてい
る独自の奨学制度によ
る積極的な奨学支援

経済的事由による休学・退学者の減少に効果が期待できる。 経営 ① 重点   単年度

①入学時に「ﾌﾟﾚｰｽﾒﾝﾄﾃｽﾄ」を実施し，入学時における各学
生の基礎学力の状況を把握し，基礎学力不足の学生には数
学補習を開講，能力別のｸﾗｽ編成を行うことで入学当初での
つまずきを低減する対応を行っている。また，JABEE認定ｺｰｽ
在籍への選考等にも活用している。

経営
予算

① 重点
継続・改善
（Ｈ14～）

②入学時に「TOEIC-Bridgeﾃｽﾄ」を実施し，入学時の英語に
関する自己習得ﾚﾍﾞﾙを認識させるとともに，語学力向上への
ﾓﾁﾍﾞｰｼｮﾝを高めさせる。

経営
教学
予算

① 重点
継続・改善
（Ｈ24～）

③2年次に「学力ﾃｽﾄ」を実施し，1年次終了時での学習到達
度の確認を行い，2年次以降の学修指導に有効に活用してい
る。

経営
予算

① 重点
継続・改善
（Ｈ23～）

④3年次に「学修到達度確認試験」を実施し，学生の学修到
達度の確認及び教育効果の検証・把握を行う。この試験結果
の検証により学生の理解度が低いと思われる科目について，
より効果的な授業の開講が行えるよう，改善を図り，教育の質
の保証を高める。また，各科目で修得した知識・技能を総合
的に理解し活用できる力をどの程度養うことができたのか学
生自身で確認する機会を与え，卒業研究等の指導におい
て，その力をより高めさせることができる。

経営
予算

① 重点
継続・改善
（Ｈ25～）

⑤近年のｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化の流れを受けて，英語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力
を測る客観的基準である「TOEIC-IP」を学修支援の一環とし
て，学部の補助のもと年3回，受験料1,000円で受験する機会
を提供し，学生の受験技術の向上および教育の効果測定を
行う。

経営
教学
予算

① 重点
継続・改善
（Ｈ27～）

学生の学びの質と水準
の保証
①ﾌﾟﾚｰｽﾒﾝﾄﾃｽﾄの実施
②TOEIC-Bridgeﾃｽﾄの
実施
③学力ﾃｽﾄの実施
④学修到達度確認試
験の実施
⑤TOEIC-IPﾃｽﾄの実施
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学生相談支援体制の強
化

学生相談支援に係る組織の強化により，潜在的ｸﾗｲｱﾝﾄの早
期発見，多様化する悩みへの迅速な対応が期待できる。

教学 ① 重点
中・長期
（Ｈ17～）

留学生研修旅行の実施
日本文化・伝統を通じて留学生間の相互理解と親睦,ならび
に本学への帰属意識の醸成を期待できる。

独自 ① 重点   単年度

学生ものつくりﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
の実施

ものつくりを通じて，学生の自主性・協調性・創造性を育成す
るとともに，ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力，ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ能力の向上が期待で
きる。

独自 ① 特色   単年度

生産工学部就職ｾﾐﾅｰ
の実施

生産工学部で採用実績がある優良企業を，4日間で約400社
（1日約100社）招き，学生と直接面談する機会を設けることに
より，効率的なﾏｯﾁﾝｸﾞが実現できる。また，就職ｾﾐﾅｰに参加
する企業は採用意欲も高いため，就職率の向上が期待でき
る。

独自 ① 重点   単年度

公務員試験支援ｾﾝﾀｰ
による公務員志望者へ
の支援

公務員志望者を対象に，公務員試験対策で実績を持つ公務
員試験研究所による公務員講座を実施し，主に地方上級公
務員の合格者の増加・促進を図る。

教学
独自

① 重点   単年度

地方就職を主としたﾌﾞｰ
ｽの設置等の情報提供

出身者の多い都道府県の公共団体と連携し，生産工学部就
職ｾﾐﾅｰにおいて，当該都道府県の就職情報を提供するﾌﾞｰ
ｽを設け，UﾀｰﾝやIﾀｰﾝ就職を促進する。

教学
独自

① 重点   単年度

ｷｬﾘｱﾃﾞｻﾞｲﾝ講座の連
携構築

正課教育としてのｷｬﾘｱﾃﾞｻﾞｲﾝと生産実習との連携を図り，ｷｬ
ﾘｱﾃﾞｻﾞｲﾝ講座から，生産実習，就職へと効果的に連動する
ｷｬﾘｱ形成支援を実現する。

独自 ① 重点   単年度

生産実習の実施
生産工学部の特徴である生産実習を継続的に実施すること
により，企業の仕組みや就業への意識の理解度が高まり，社
会人基礎力の向上と就職後のﾐｽﾏｯﾁ防止が期待される。

独自 ① 特色   単年度

各種就職対策講座の実
施

SPI対策，ｴﾝﾄﾘｰｼｰﾄ対策，面接対策等，あらゆる選考過程に
対応した講座を体系的に実施し，学生の就職活動を学部とし
て支え，就職率向上を実現する。

独自 ① 重点   単年度

女子学生向け就職対策
講座の実施

女子学生に特化した内容の就職対策講座を実施し，女子学
生の就職意欲を高め，社会における理系女子の更なる活躍
の促進を図る。

独自 ① 特色   単年度

公開講座・公開ｾﾐﾅｰの
開催

生涯学習支援として，近隣住民へ学習の機会を随時提供す
る。公開講座・公開ｾﾐﾅｰの受講により健康づくりや防災等に
ついての知識を深め，意識を高めることで，地域の活性化に
寄与する。

独自 ② 重点   単年度

近隣住民への図書館開
放

近隣住民（習志野市，船橋市，八千代市）へ図書館サービス
（閲覧，複写）を提供し，大学の広報的役割を担う。

独自 ② 重点   単年度

地域ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動の拡
充

学生の消防団入団や近隣ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動等を通じ，人間形成
と地域への貢献が期待できる。

独自 ② 重点   単年度

習志野市との包括協定
に基づく地域・社会貢
献活動の推進

平成26年度に本学部に設置した地域・社会貢献推進委員会
を中心に，習志野市と協力して近隣地域に対する各種協働
事業を実施することにより，大学への理解が深まり，教育・研
究を行うための環境をより一層整備することができる。

独自 ② 重点
中・長期
（Ｈ26～）
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地球温暖化防止への取
組
（1）ｸｰﾙﾋﾞｽﾞ，ｳｫｰﾑﾋﾞｽﾞ
の導入（2）冷房温度
28℃以上，暖房温度
20℃以下の温度設定管
理の励行
（3）WINCOM（風力発
電ｺﾝﾍﾟ）の実施
（4）39号館（60周年記
念棟）に太陽光発電装
置を設置

（1）私立大学工学系学部として地球温暖化対策を推進し，
CO２などの温室効果ｶﾞｽの排出量の削減を図る。
（2）熱・電気等のｴﾈﾙｷﾞｰ使用量が削減できる。特に節電対
策を強化し，社会的要請に応えると共に，光熱水費支出の抑
制を図る。
（3）WINCOM（風力発電ｺﾝﾍﾟ）実施による温暖化防止の取組
を行うことにより，省ｴﾈ・ECO等の啓蒙が図れる。
（4）自然ｴﾈﾙｷﾞｰ発電装置の設置の取組により，ECOな学部
として社会的な評価を得ることができる。

経営
予算

② 重点   単年度

事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

研究費等の支援体制充
実

博士後期課程入学者の指導研究費や，博士前期課程からの
進学者奨励金，博士後期課程在籍者の研究支援ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ等
の研究費等の支援体制を充実させることで，学費等の費用面
でも博士後期課程に進学しやい環境作りを図る。

独自 ① 重点
継続・改善

（H24～）

大学院進学説明会の実
施

大学院進学説明会の開催し，入学志願者が直接大学院につ
いて知る機会を設け，定員充足率の向上を図る。

独自 ③ 重点
継続・改善

（H26～）

①博士前期課程においては，大学院履修要覧や大学院ﾎｰﾑ
ﾍﾟｰｼﾞに教育目標を明示すると共に，学位授与方針（ﾃﾞｨﾌﾟﾛﾏ
ﾎﾟﾘｼｰ）及びその教育方針の中で修得すべき学習成果が明
確に記述している。全専攻共通のｺｰｽﾜｰｸ科目である生産工
学系科目を受講することで体系的な，学生の指導を複数教員
で行うことで，偏ることのない研究指導及び学位論文指導に
つなげることができる。

経営
教学
予算
独自

① 重点
継続・改善

（H22～）

②博士後期課程においては，学生の指導においては，指導
教員に複数の副指導教員を加えた指導体制で行っている。
定期的に行う研究進捗報告において，複数の教員から様々
な角度から研究成果を評価・ｺﾒﾝﾄすることで，より的確な研究
の方向性を学生が考えられ，効果的な研究を進めることがで
き，学位審査の状況を主査教員より説明させて，学位授与審
査を行うなど，より厳密な審査を行うことで，結果博士の学位
授与となっている。また，博士論文提出条件である学協会誌
への論文提出を行うために環境作りとして，研究費や学会へ
の参加費等の援助を行っており，今後も継続して実施してい
く予定である。

経営
教学
予算
独自

① 重点
継続・改善

（H22～）

①専攻を跨いだ大学院生で構成されたﾁｰﾑで，各自の役割
と責任を持って業務を遂行する生産工学特別演習を受講す
ることにより，設定された課題を解決する過程を通して自立性
を養う。また国内外を含めた企業や研究所等で生産実習（ｲﾝ
ﾀｰﾝｼｯﾌﾟ）を行うことにより，広い視野を養うとともに，実社会
での経験を積むことを図る。

経営
教学
予算
独自

① 特色
中・長期
（H25～）

②大学院進学予定者や合格者を対象に，大学院科目を科目
等履修生として受講させることで，いち早く大学院授業に触れ
る機会となると共に，入学後に受講科目が認定されることでよ
り早く研究に取り掛かることができる。

経営
教学
予算
独自

① 特色
継続・改善

（H24～）

学位の質保証に係る取
組
①博士前期課程
②博士後期課程

特色ある教育の実施
①生産工学特別演習
及び生産実習の実施
②学部4年生の大学院
科目履修

【大学院】
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事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

研究基盤の強化
ﾘｻｰﾁ･ｾﾝﾀｰの再編及
び研究所共用研究機
器の新規導入・更新

特色ある研究を推進するとともに，研究拠点を整備することに
より，研究活動を活性化させ，委託・共同研究等の外部資金
獲得件数・金額の増加を図る。

予算
独自

① 重点
中・長期

（H27～H32）

研究成果の積極的発信
報告書の刊行及び研究
発表のｻﾎﾟｰﾄ

研究報告書の刊行と研究者への研究成果発表支援により，
委託・共同研究等の外部資金獲得件数・金額の増加を図る。

教学
予算
独自

① 重点
継続・改善

（H28～）

学術講演会の開催
研究発表及び学外研究機関との交流の機会を提供すること
により，研究の質的向上と委託・共同研究等の外部資金獲得
件数・金額の増加を図る。

独自 ① 重点   単年度

学協会賞等授賞研究
者への生産工学部学術
賞の授与

学協会賞等を授賞した研究者に生産工学部学術賞を授与す
ることにより，研究の質的向上及び研究者のﾓﾁﾍﾞｰｼｮﾝの向
上を図り，研究活動を活性化させる。

独自 ① 重点   単年度

委託・共同研究の受入
れ

外部資金の受け入れにより研究活動の一層の活性化を図る
とともに，産官学連携により知的資産を社会に還元する。

教学
独自

② 重点
 

  中・長期

研究・技術交流ｾﾝﾀｰに
よる産官との研究・技術
交流

産官学連携により知的資産を社会に還元するとともに，地域
社会への貢献，委託・共同研究等外部資金獲得件数・金額
の増加を図る。

教学
予算
独自

② 重点   単年度

【研究所】
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事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

学生生活環境の安全・
安心の確保
・ｷｬﾝﾊﾟｽ内の空間放射
線量の測定及び情報公
開
・学内上水道の放射性
物質の測定及び情報公
開
・学生食堂で提供する
商品中の放射性物質濃
度の測定及び情報公開
・大規模災害に対応で
きる大学－学生間の連
絡・通信網の整備・構築
・震災対応のための防
災用備品の整備

工学部ｷｬﾝﾊﾟｽ内の上水道及び学生食堂で提供する商品
中の放射性物質濃度を測定し公表する。更に，大学－学
生間の連絡・通信網を整備する。これらにより，学生及び学
費支弁者が安心できる環境を保証する。
　ｱ　ｷｬﾝﾊﾟｽ内の水・食の安全。
　ｲ　大規模災害に対するｷｬﾝﾊﾟｽ連絡網の整備。
　ｳ　大規模災害に備えて防災用品を整備し，災害・事故
の被害軽減を図るとともに，非常用食糧等の備蓄を行い，
災害時における学生の安全・安心の確保を図る。

経営
予算
独自

①
④

重点
中・長期
（～H30）

21世紀の社会が必要と
する分野を担う学科設
立の検討

工学の発展を支え，社会の要請に応えられる，新学科を含
む学科の再編及び学科定員の見直しを行う。
　ｱ　21世紀の社会が必要とする分野を担う学科の設立を
検討する。
　ｲ　日本一教育力のある大学に転換するための教員の教
育力の向上と教育組織の充実化を図る。

経営
教学
独自

① 改善
継続・改善

（～H29）

人材の養成（A）－設置
科目等の検討
・平成25年度ｶﾘｷｭﾗﾑ検
証及び平成29年度ｶﾘ
ｷｭﾗﾑの策定
・ﾌﾟﾚｰｽﾒﾝﾄﾃｽﾄの実施
・日本大学共通初年次
教育の検証

人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的及
びDPを達成するために必要な，設置科目の種類，科目数
及び科目配置を検討する。
　ｱ　日本大学共通初年次教育の実施による自主創造型
人材育成を図る。
　ｲ　数学，物理学及び化学の科目内容を検討し，併せて
専門学科の類似科目との整合性の充実化を図る。
　ｳ　学生の主体的な学びをもたらす科目の展開とTA等を
活用した双方向型授業の充実化を図る。
　ｴ　ｾﾝﾀｰｵﾌﾞｺﾐｭﾆﾃｨ（COC）構想に基づく体系的なｷｬﾘｱ
養成科目群の充実を図る。

経営
教学
予算
独自

① 重点
継続・改善

（～H29）

人材の養成（B）－資格
取得科目の強化
・教職課程の充実に向
けた取組み
・臨床工学技士課程の
実施及び運営
・ＦＥ試験対策講座の実
施

資格取得のための科目群について，資格の検討，科目数
及び科目配置を検討する。
　ｱ　工学部として重要と認識する資格に重点化する。

経営
教学
予算
独自

① 重点
継続・改善

（～H29）

高大連携の推進
・ｵｰﾌﾟﾝ講座の実施
・連携講座の実施

付属高校及び連携高校等との連携を深め，高校と大学と
が良好に接続された教育ｼｽﾃﾑを構築する。
　ｱ　付属東北高校生徒が工学部を理解する機会を増や
す。
　ｲ　付属東北高校対象のｵｰﾌﾟﾝ講座を実施する。
　ｳ　連携高校との連携講座を開催する。

経営
教学
独自
予算

① 重点
継続・改善

（～H29）

工学部独自の奨学金制
度の整備・拡充

工学部独自の奨学金（工学部奨学金，工学部父母会・校
友会奨学金）の見直し・整備・拡充を図り，学生が安心して
学べる環境を確保する。

経営
予算

① 改善
継続・改善

（H28～）

工学部・工学研究科

【学部】
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人材の養成（C）－教育
ｼｽﾃﾑの構築
・ﾘﾒﾃﾞｨｱﾙ教育の充実
により学力の底上げを
図る
・入学前準備学修の学
修内容を再検討し，入
学後の大学教育との連
動を図る
・海外語学研修におけ
る単位認定の検討
・英単語ｺﾝﾃｽﾄの実施
・JABEEの継続（土木工
学科）
・ﾁｭｰﾀｰ制度の実施
・学内ＩＲ構築及び父母
への情報開示に向けた
取組み
・成績処理ｼｽﾃﾑの構築

多様な学生に対して，基礎学力の充実，ﾓﾁﾍﾞｰｼｮﾝの向
上，専門分野の学力の充実を図る教育ｼｽﾃﾑを構築する。
　ｱ　大学への導入教育を充実させる。
　ｲ　ﾘﾒﾃﾞｨｱﾙ教育を実践し，その成果を検証し改善する。
　ｳ　「日本語表現基礎」，「基礎の数学」，「基礎の物理学」
及び「基礎の化学」を充実させる。
　ｴ　外国語教育の在り方を検討し，語学教育の充実のた
め，課外英会話講座を実施する。
　ｵ　学修の質の保障と評価活用の検討を行う。
　ｶ　優秀な大学院学生をﾁｭｰﾀｰとして採用し，学部学生
等に対する助言等の教育補助業務を行わせることにより，
学部教育の充実と大学院学生のﾄﾚｰﾆﾝｸﾞの機会提供を図
るとともに，ﾁｭｰﾀｰ手当の支給により，大学院学生の処遇
改善の一助を図る。

経営
教学
予算
独自

① 重点
中・長期
（～H30）

学生支援の推進

多様な学生に対して，社会人として必要な能力を備えさせ
るために，学生と教員の接点が多くなるような学生支援ｼｽ
ﾃﾑを構築する。
　ｱ　ｸﾗﾌﾞ活動の活性化とその時間の確保。
　ｲ　体育祭や食育の推進。
　ｳ　留学生交流の充実。

教学
予算
独自

① 改善
継続・改善

（H28～）

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙなｴﾝｼﾞﾆｱの育
成
・ヨーロッパ研修旅行の
実施
・海外語学研修の実施

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙな視野に立つｴﾝｼﾞﾆｱを育成するために，海外研
修を充実する。
　ｱ　ﾖｰﾛｯﾊﾟ研修旅行の実施。
　ｲ　海外語学研修の実施。

教学
予算
独自

① 改善
継続・改善

（H28～）

学生生活に係る諸施
設・ｷｬﾝﾊﾟｽの充実

学生生活に係る諸施設（厚生施設や学生寮など）の活用・
運用やｷｬﾝﾊﾟｽ内のあり方を検討し，学生が有意義に活動
ができる環境を提供する。
　ｱ　学生食堂の充実。
　ｲ　学生寮の運用。
　ｳ　駐輪ｽﾍﾟｰｽの確保。
　ｴ　学内喫煙ｽﾍﾟｰｽの見直し。

経営
予算

① 改善
継続・改善

（H28～）

寮生・学生寮に対する
支援
・経済的支援として退出
時清掃費の補助

郡山学生寮(ﾊﾞﾝﾃﾞﾘｱﾝ郡山)の開設に伴い，退出時清掃費
の補助を行うことにより，寮生の経済的負担を軽減する。

予算
独自

① 重点
中・長期
（～H30）

課外講座の充実
就職ｶﾞｲﾀﾞﾝｽ，ｷｬﾘｱ研究講座，資格取得・公務員試験対
策のための課外講座の充実及び受験者数の増加を図る。

独自
予算

① 改善
中・長期
（H19～）

職業適性の把握
ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟの利用などによる自己の職業適性の把握の推
進を図る。

独自
予算

① 改善
中・長期
（H25～）

多分野への就職を可能
にする教育

多様な分野への就職を可能にする教育を実施する。
　ｱ　工学系以外の各種資格を取得するための講座。

独自
予算

① 改善
中・長期
（H19～）

工学部校友会連携によ
る就職支援ｼｽﾃﾑの構
築

工学部校友会との連携により，工学部校友会の有する求
人情報を学生へ情報提供する。

教学
予算

① 改善
中・長期
（H27～）

U・Iﾀｰﾝの促進に向け
た地方公共団体等との
連携の構築

U・Ｉﾀｰﾝの就職促進を行うため，本部就職課と連携を取り
ながら福島県との協定締結を進める。

教学 ① 特色  単年度
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FDの活用
・ＦＤ関係研修会への派
遣
・シラバスの第三者によ
る確認へ向けた取組み

ＦＤ（教育改善）の活性化を図る組織の検討と授業評価の
活用を図る。
　ｱ　学修の質の保障，学修成果の評価のためのPDCAｻｲ
ｸﾙの充実化を図る。
　ｲ　学生の主体的学びと能動的学び（ｱｸﾃｨﾌﾞﾗｰﾆﾝｸﾞ），
双方向授業の充実化を図る。

経営
教学
独自
予算

① 重点
継続・改善

（～H29）

復旧・復興活動支援
・ふるさと創生支援ｾﾝ
ﾀｰﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを実施し，
福島の復旧・復興活動
を行う。

平成27年度の本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄについては，現在，募集を含め
検討中である。福島の復興に関する研究活動を社会に公
開し復興に寄与する点において，平成24年3月から毎年開
催している｢ﾛﾊｽの工学ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ｣に注目が集まっている。

予算
独自

② 重点
中・長期
（～H30）

地域貢献
・桜の一般開放
・教養講座の実施
・各種見学の受入れ

地域に根差した大学として，大学の持つ資源を地域社会
に対して公開，還元することにより，地域社会の活性化と発
展に貢献する。

予算
独自

② 重点
中・長期
（～H30）

省ｴﾈﾙｷﾞｰ化の促進
・地球温暖化対策への
取組を策定し，省ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ化の取り組みを展開
する。

ｴﾈﾙｷﾞｰの使用の合理化を適切かつ有効に実施するため
に，設備・機器の管理等を行い，各研究・教育施設の運用
における省ｴﾈﾙｷﾞｰ化を促進する。

経営
独自

② 重点
中・長期
（～H30）

広報活動の充実・拡大
・震災・原発事故による
風評・不安払拭のため
のﾏｽﾒﾃﾞｨｱの活用，広
告掲出等による各種広
報戦略の展開

原発事故の風評被害を払拭するとともに，18歳人口及び
工学部入学者の減少に備え，本学部の特色や取り組みを
ｱﾋﾟｰﾙし，本学部の認知度を高めるため，積極的な広報活
動を展開する。

予算
独自

③ 重点
中・長期
（～H30）

入試広報の充実
・入試広報活動対象者
を拡大して展開
・ｵｰﾌﾟﾝｷｬﾝﾊﾟｽの実施
・学部PRﾋﾞﾃﾞｵの制作
・ﾃﾚﾋﾞCMの放映

ｵｰﾌﾟﾝｷｬﾝﾊﾟｽ等の入試広報活動を充実させるとともに，大
学広報活動と連動させ，本学部のｲﾒｰｼﾞｱｯﾌﾟと志願者数・
入学者数の確保を図る。

経営
教学
予算
独自

③ 重点
中・長期
（～H30）

中長期入試戦略の構築
社会情勢を勘案した上で，入学者数確保のための充実し
た中長期入試戦略を構築する。

経営
教学
独自

③ 重点
継続・改善

（～H30）

教員組織の適正化
・再雇用教員制度に係
る手続等の整備
・郡山ｷｬﾝﾊﾟｽ新展開案
の検討

再雇用制度導入に伴う運用基準等を整備する。また，　18
歳人口が急激に減少する2018年問題に備えて，郡山ｷｬﾝ
ﾊﾟｽの新展開案を踏まえた教員組織を検討するとともに，｢
教学に関する全学的な基本方針｣を踏まえた教員配置計
画の検討を進める。

経営
教学
予算
独自

③ 重点
中・長期
（～H30）

ﾈｯﾄﾜｰｸ環境整備
・ﾈｯﾄﾜｰｸ回線負荷分散
装置の設置

学外への通信を分散させることにより，本部回線の帯域飽
和状態を解消し，利用者にｽﾄﾚｽを感じさせないﾃﾞｰﾀ通信
を確立する。

予算
独自

④ 重点
中・長期
（～H30）

本部の総合運用制度の
積極的活用

早期に財政基盤の再構築を図るべく，1年以上使用しない
凍結資金については，本部の総合運用制度（0.5％）を積
極的に活用する。

予算
独自

⑤ 改善
中・長期
（H18～）

財政基盤の強化

財政基盤の強化を図る。
　ｱ　資金収支上の単年度黒字化を図り，5年後の引当資
産ﾌﾟﾗｽ20億円を達成する。
　ｲ　消費収支上，5年後の消費支出比率95％を達成す
る。

独自 ⑤ 重点
中・長

（H26～Ｈ31）

学習・学生生活の支援
・東日本大震災及び福
島原発事故に係る学費
の特別措置(本部)の実
施

学費等の特別減免措置を実施し，学生が経済的に安心し
て学べる環境を確保する。
◆方針が未決定のため保留◆

独自 ①
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事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

博士前期・後期課程に
おける収容定員の充足
・大学院進学ｶﾞｲﾀﾞﾝｽの
実施
・大学院進学PR冊子の
制作
・ﾁｭｰﾀｰの活用
・｢英語｣授業の実施
・大学院志願者増対策
及び在学支援策へ向け
た取組み

①大学院工学研究科博士前・後期課程が恒常的な定員
割れをしている現状から，収容定員に対する充足率の向
上のための入学試験制度，教授方法の改善を図る。

経営
教学
独自
予算

① 重点
継続・改善

（～H29）

事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

研究成果の結実
・大型研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの
継続を図るべく，新規大
型ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄへの継続申
請を行う。
・ｾﾐﾅｰ等を開催し，社
会へ研究活動を公開す
る。

①文部科学省選定の大型ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄによる2つの研究ｾﾝﾀｰ
を中心とした研究活動，ｲﾝｷｭﾍﾞｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ等による地方
公共団体・地域産業界との産学官連携によって，応用研
究・実用化研究において実績をあげるとともに研究成果の
社会への還元を図る。

予算
独自

① 特色
中・長期
（～H30）

外部研究資金の積極的
獲得
・科学研究費への申請
者及び採択者の増加を
図る。
・文部科学省等の大型
研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの採択を
図る。
・受託研究，研究奨励
寄付金等の外部資金獲
得の増加を図る。

②大学評価につながる経常費補助金，科学研究費補助
金，企業等との共同研究，受託研究等の外部研究資金を
積極的に獲得する。また，文部科学省等の大型研究ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄの獲得を目指す。

予算
独自

① 重点
中・長期
（～H30）

【大学院】

【研究所】
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事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

海外の大学・研究機関
との交流に基づく国際
化の推進

海外の大学・研究機関との交流を推進することにより，ｸﾞﾛｰ
ﾊﾞﾙ研究の構築及び国際的交流拠点の形成に寄与するこ
とが期待される。

教学
予算
独自

① 重点
中・長期
（H28～）

外国人研究員の受入れ
による国際的研究交流
の推進

人的な交流に基づき，国内外の知識・技術を互いに供与し
合うことで，ｲﾝﾀﾗｸﾃｨﾌﾞな国際的研究の推進につなげる。

教学 ① 改善
継続・改善
（Ｈ22～）

外部資金・公的研究資
金の獲得を意識した研
究活動

外部資金・公的資金の獲得を目指した研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ及び
その遂行によって，研究活動が活性化する。

教学
独自

① 改善
継続・改善
（Ｈ22～）

戦略的研究基盤形成
支援事業の遂行による
先端的医学研究の実践

最先端の研究のための基盤的整備とその実施により，新た
な研究拠点が形成する。

教学
予算
独自

① 改善
継・改

（Ｈ22～）

医学部高度化推進事
業による大型ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
研究への支援

医学部高度化推進事業として，医学部を研究拠点とするｼ
ﾝﾎﾞﾘｯｸなﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを支援することで，国家ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ等の公
募型研究の申請・獲得をする。

教学
予算
独自

① 改善
継続・改善
（Ｈ25～）

大学の総合性を活かし
た研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄへの参
画

研究ﾃｰﾏの設定によっては，学際的研究の導出及び研究
活動の新たな創成が期待される。

教学
独自

① 改善
継続・改善
（Ｈ22～）

研究倫理教育における
e-Learningの導入及び
推進

e-Learningを用いることにより，効率的かつ実効性のある教
育が実践され，研究者として求められる倫理観等が醸成す
る。

独自 ① 改善
継・改

（H27～28）

研究活動の更なる活性
化に向けた医学研究支
援部門における利用環
境の充実

研究ﾆｰｽﾞを考慮した共用機器及び利用案内等を検討する
ことにより，利用環境の充実と学内共同利用に対応するこ
とが可能となる。

教学
独自

① 改善
継続・改善
（Ｈ22～）

研究所紀要を通じた研
究成果の持続的公開に
関する検討

研究所紀要をｲﾝﾀｰﾈｯﾄによって継続的に広く社会に公開
することで，研究成果等の情報発信が定着される。

教学
予算
独自

① 改善
継続・改善
（H26～28）

技術移転の促進に向け
たＮＵＢＩＣとの更なる連
携

技術移転等における研究ｼｰｽﾞと社会ﾆｰｽﾞとのﾏｯﾁﾝｸﾞの
促進により，その応用・実用化を通じて社会に貢献する。

教学
独自

② 改善
継続・改善
（Ｈ22～）

産官学連携の活性化の
ための寄附講座及び共
同研究・受託研究の推
進

産官学連携の活性化は，大学としての社会貢献の増大を
もたらす。

教学
独自

② 改善
継続・改善
（Ｈ22～）

事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

国際的な質保障（分野
別認証評価）への対応

世界医学教育連盟（WFME）が提唱する「医学教育分野別
認証評価基準」に基づく認証評価の受審を平成31年度を
目処と定め，①「医師」という世界に共通の専門職を育成
する。②医学教育の質保障を継続的，かつ自律的に行う
ための自己点検・評価の体制確立を進める。

教学 ① 改善
長期

（H26～）

医学部・医学研究科・医学部附属看護専門学校

【学部・研究所共通】

【学部】
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一定の評価に基づく教
学施策策定の取組み

組織的な情報収集・調査・分析により，実効性のあるPDCA
ｻｲｸﾙの確立に結びつけるため，教学IRの設置に向けた検
討を開始する。

教学 ① 重点
長期

（H28～）

臨床実習の充実

臨床実習の更なる充実を図る。6年次選択臨床実習につ
いては，学外関連医療機関との連携を強化する。新ｶﾘｷｭﾗ
ﾑにおける実習時間の拡大（平成31年度から4年次におい
て12週増加）に向けて，実習内容及び指導体制の整備を
進める。

教学 ① 改善
長期

（H23～）

医学英語教育の充実
英語を実践的に使える医師を養成するため，1年次から6
年次までの一貫した医学英語教育の充実を更に進める。

教学 ① 特色
長期

（H20～）

医学部特定医療奨学
金など奨学金等制度の
整備

初期臨床研修終了後，本学付属病院の小児科，産科，救
命救急科への勤務を条件に奨学金を支給し，医師不足の
解消を図る。また，その他奨学金制度等を困窮している学
生に案内し，経済面で支援することで，学業継続の機会の
充実を図る。

独自 ① 特色 長期
（期間を定めず）

学生ｻｰｸﾙ活動の一環
として保育園・幼稚園で
の保健教育活動を実施

活動を通して，子供たちに医療に対する親しみと健康に対
する意識を育み，また父母に対して，食育や小児保健教
育の普及にも努める。

独自 ② 特色 継続・改善

徳澤診療所における奉
仕活動

山岳部が夏期休暇中に，上高地にある徳澤診療所におい
て，登山者の傷病対応の補助をﾎﾞﾗﾝﾃｨｱとして参加する。

独自 ② 特色 継続・改善

学園祭企画で，来場者
への健康ﾁｪｯｸ及び救
命処置の体験

来場した近隣住民に対し，血圧，骨密度，肺機能，脈波，
血管年齢，ＢＭＩ等の検査を実施し，健康に対する意識の
向上を図る。また，ﾀﾞﾐｰ人形を使用し，心臓ﾏｯｻｰｼﾞやAED
操作を実際に体験してもらい救命処置の普及に努める。

独自 ② 特色 継続・改善

志願者増を図るための
事業計画

学部主催のｵｰﾌﾟﾝｷｬﾝﾊﾟｽの更なる充実及び大学主催の
進学相談会や日本私立医科大学協会主催の進学相談会
への積極的な参加。

経営 ③ 改善
長期

（H21～）

入試制度の見直し
平成28年度から一般入試Ｎ方式を実施することにより，志
願者数の今後の推移も見て募集人員枠の変更（A方式とN
方式の割合見直し）も検討する。

経営 ③ 改善
中・長期
（H28～）

医学部各棟空調機器
設備等の整備改修

学生・教職員の教育研究環境の維持改善が見込まれる。 予算 ④ 改善  単年度

寄付金の積極的募集
日本大学創立130周年記念事業募金を新入生のみなら
ず，在校生・同窓生等にも呼びかけ，積極的に推進する。
募集範囲の拡大により，より多くの収入が見込める。

予算 ⑤
継続・改善
（H26～34）

事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

横断型医学専門教育ﾌﾟ
ﾛｸﾞﾗﾑの充実

大学院教育と並行して専門医資格取得に必要な指導を行
う横断型医学専門教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの推奨及びｺｰｽ内容の充
実を図る。

教学 ① 改善
長期

（H20～）

研究の進捗状況に関す
る中間評価ｼｽﾃﾑ導入
の検討

大学院生の博士論文に係る研究の進捗状況に関する中
間評価ｼｽﾃﾑを導入し，学生と教員間で学位授与に必要な
ﾌﾟﾛｾｽの確認・共有を図る。

教学 ① 重点
長期

（H28～）

ﾌｧｶﾙﾃｨ・ﾃﾞｨﾍﾞﾛｯﾌﾟﾒﾝﾄ
（FD）への対応

大学院担当教員の教育・研究指導能力の向上を図るため
のｼｽﾃﾑの構築を図る。

教学 ① 重点
中・長期
（H28～）

【大学院】
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事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

基礎学力向上の取り
組み

学年目標・学習目標を設定し，1年次から学習方法の
ｶﾞｲﾀﾞﾝｽ，成績低迷者への個別支援，補習講義等を行
い，基礎学力の定着・向上を図る。

教学 ① 改善
継続・改善

（5年）

基礎看護技術力の維
持・向上の取り組み

1年次，専任教員ごとの少人数制の基礎看護技術指
導，卒業延期者に対する基礎看護技術支援を行うこと
で基礎看護技術力の維持・向上を図る。

教学 ① 特色
継続・改善

（5年）

授業改善計画に基づ
く対応

学生のﾚﾃﾞｨﾈｽを踏まえた授業内容や指導方法への改善
により満足度の高い授業を提供する。

教学 ① 改善
継続・改善

（5年）

東京都補助金の獲得
による実習機材の充
実

臨地実習に必要な看護技術の習得及び向上が期待でき
る。

教学 ① 改善
継続・改善

（5年）

卒業時の看護技術到
達度の経年評価

卒業時の看護技術到達度を評価し，教育内容・指導方
法の改善を図ることで，看護実践能力育成が期待でき
る。

教学 ① 改善
継続・改善

（5年）

FDへの取り組み

平成26年度から，看護教員の継続教育に関する委員会
を設置し，具体的な取組みを加速する。専任教員個々
の目標設定・研修への参加等により教育能力の向上が
期待できる。

教学 ① 改善
継続・改善

（5年）

看護学科の新設に向
けての取り組み

本学内に設置検討委員会を発足し，医学部看護学科の
開設のための検討を行う。

教学
独自

① 重点
長期

（5年）

教育環境の整備
平成28年度に第1教室の机の更新を図り，教育環境の
更なる充実を図る。

教学 ① 改善 単年度

本校外の日本大学の
部科校等での講義
(1)付属病院臨床指導
者勉強会
(2)日本大学通信教育
部

付属病院及び通信教育部において看護や看護教育につ
いて講義をすることで，本校の教育活動を発信する機
会となる。

教学 ② 改善
継続・改善

（5年）

東京都看護教員養成
研修事業（講義・看
護教育実習生受け入
れ)

将来，看護教員となる研修生への講義・指導を行うこ
とで，広く基礎看護教育の充実・発展につながる。

教学 ② 改善
継続・改善

（5年）

看護教員の研修制度
を構築する

学校責任者に求められる学校経営・教員育成指導に関
する教務主任研修を受講することで，看護教育力向上
が期待できる。また，看護教員養成課程への受講制度
を整えることで次世代の優秀な看護教員採用が期待で
きる。

教学 ② 改善 単年度

入学試験の志願者増
を図る
入学試験制度の見直
し

推薦入学試験の推薦基準，一般入学試験の試験科目の
見直し等の検討を進め，志が高く優秀な学生の入学が
期待できる。

経営 ③ 改善
長期

（5年）

付属高校進学相談会
のみならず日本大学
短期大学部及び文系
学部へ広報

高校・業者主催の学校説明会に積極的に参加する。 経営 ③ 改善
継続・改善

（5年）

臨床と連携した学校
説明会

実習施設との連携・充実という本校の強みに特化した
内容の学校説明会とする。また，大学卒や社会人の志
願者が相談しやすい場を設定する等で他校との差別化
を図る。

経営 ③ 改善
継続・改善

（5年）

【看護専門学校】
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事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

奨学金給付制度の充実

日本大学歯学部佐藤奨学金制度に基づき，成績優秀者
等に奨学金を給付している。
なお，歯科衛生専門学校においては，平成25年度から「歯
科衛生専門学校同窓会奨学金制度」に基づく給付も実施
している。

予算 ① 特色 中・長期

事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

教学推進ｾﾝﾀｰの設置
社会的な歯学教育ﾆｰｽﾞに対応した中・長期ﾋﾞｼﾞｮﾝを策定
し，全学部的な教育改善を図る。

教学 ① 改善
中・長期

（H26～32）

歯学部同窓会奨学基金
（第3号基本金）の充実

学業成績優秀者及び課外活動において顕著な成果を収
めた者等に対する奨学金給付を充実するための組入れを
行う。成果を顕彰することにより，更なる発展につながる。
（組入期間：平成21～30年度）

予算 ⑤ 特色
中・長期

（H21～30）

事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

全学共通の初年次教育
の導入

大学入学前の受動的な学修から大学における能動的な学
修への転換を図り，主体的な学びの体験を通じて大学で
学ぶための基本的な学修ｽｷﾙを修得させる。平成25年度
から教学戦略委員会が示すｼﾗﾊﾞｽ案に即した内容に変更
して試験的に実施しており，平成26年度からは，松戸歯学
部との学生交流も行い，実質的な運用が開始された。平成
27年度から学則改正に伴い，新ｶﾘｷｭﾗﾑとして実施してい
る。

教学 ① 改善
中・長期

（H25～30）

歯科学統合演習の全学
年配置

近年の歯科を取り巻く社会情勢に鑑み，卒業時に歯科医
師として十分な知識及び技術を有する学生を育成するた
めに各学年に歯科学統合演習を配置した。
改定により，学生の当該学年における学修到達度を測るこ
とができ，本学部の教育目的及び教育目標に掲げる歯科
医師を育成することができる。

教学 ① 改善
中・長期

（H27～32）

地域住民等を対象とした
公開講座の充実

地域住民等を対象に専門的知識を必要としない公開講座
を実施。生活に密着したﾃｰﾏを選定し，歯科医療の知識だ
けではなく啓蒙活動としての効果もあるような内容をもって
実施する。

独自 ② 改善  単年度

歯科医療従事者等を対象
とした生涯学習講演会の
充実

医療従事者を対象とした継続的学習機会として生涯学習
講演会を実施。日々進歩する歯科医療について，現代の
歯科医師に求められるﾆｰｽﾞに応え，歯科医学教育・歯科
医療機関としてより社会貢献できるような内容をもって実施
する。

独自 ② 改善  単年度

歯学部新校舎新築工事

老朽化した歯科病院（昭和39年取得）及び1号館（昭和31
年取得）を歯学部創設100周年事業として建替えを行う。建
物規模は約26,000㎡。建替場所は，旧駿河台日本大学病
院跡地と現2号館跡地。建替えにより最新省ｴﾈ機器設備
の積極的な設置によるﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄの削減，教育・研究及び
学生生活環境の向上と最先端医療の提供が期待できる。

独自 ④ 重点
中・長期

（H26～33）

歯学部・歯科研究科・歯学部附属歯科技工専門学校
・歯科衛生専門学校

【学部・大学院・専門学校共通】

【学部】

【学部・大学院共通】
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事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

私立大学戦略的研究基
盤形支援事業　（細胞移
植による口腔感覚機能回
復を目指した基礎研究の
拠点形成）

口腔顔面領域の外傷・外科的な侵襲あるいは老化に伴う
神経の退行性変化によって引き起こされる様々な神経性
口腔感覚機能障害に対して多文化機能を有する移植細胞
を樹立し，この細胞を移植することによって口腔感覚障害
の再生治療を目指す。
研究成果は，口腔感覚機能のﾒｶﾆｽﾞﾑ解明に対する貢献と
ともに，研究成果の社会に対する還元という点において極
めて有益なものである。

教学
予算
独自

① 改善
継続・改善
（H25～29)

事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

入学志願者増加対策

入学志願者増加を図る対策として，高等学校訪問，ﾎｰﾑ
ﾍﾟｰｼﾞの充実を図るとともに，地域歯科医師会，歯科技工
所や同窓生への入学希望者紹介依頼文書の送付を継続
して実施している。

経営 ③ 改善
中・長期
（Ｈ24～）

事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

歯科技工教育の大綱化
に伴うｶﾘｷｭﾗﾑの改定等

歯科技工教育の大綱化に伴い，新たに基礎分野が増えた
ため，単位の見直し及びｶﾘｷｭﾗﾑの改定に伴う学則改正を
行い，平成29年度から施行する。

教学 ① 改善
継続・改善
（H28～29）

事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

千代田区の小学校等と連
携した校外教育の実施

地域社会との連携として，千代田区，練馬区の小学校，幼
稚園へ出向き，歯ﾌﾞﾗｼ指導や，咀嚼能力の測定方法など
歯科衛生教育の一環として，「健康教育」を積極的に行っ
ている。

教学 ② 改善
中・長期
（Ｈ25～ ）

【専門学校共通】

【歯科技工専門学校】

【歯科衛生専門学校】

【大学院】
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事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

教職員・学生等への節
電・節水の啓蒙
空調の設定温度に対す
る基準の設定（夏季
28℃冬季20℃），夏季
期間軽装（ﾉｰﾈｸﾀｲ）の
義務付けなど

社会の一員としての責務を果たす。また，経費削減につな
がる。

経営 ② 重点 中・長期
（3年）

事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

FD活動の充実
学内での講演会，ﾜｰｸ
ｼｮｯﾌﾟの回数を増やす。
併せて，内容も充実さ
せる。また，ｼﾗﾊﾞｽの第
三者評価等を大学院で
実施する。

教員の教育力のﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟを図り，教育の質の向上へ繋げ
る。

教学 ① 重点
継続・改善

（5年）

世界で活躍できる若手
研究者の育成

英語論文の書き方や海外での学会の発表についての講
演会及びﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｾﾐﾅｰを開催し，海外研究者とのｺﾐｭﾆ
ｹｰｼｮﾝ能力およびﾌﾟﾚｾﾞﾝ能力の向上を図る。

教学 ①
中・長期

（H28～H32）

若手研究者が自立して
研究できる環境の整備

学内の機器の多くは共通機器となっているが，各講座がも
つ研究機器についても責任者を明記した機器備品一覧を
作成し，正しい使用方法を教授することにより誰でも使用し
やすくする。

教学 ①
継続・改善
（H28～H29）

国内外の学術誌への論
文掲載数の増加

優秀論文賞への応募促進，鈴木奨学金・研究基金からの
研究支援費（研究推進費）の給付（一定額）を継続して実
施する。

教学 ①
　継続

（H27～H31）

発表した論文等の被引
用数の増加

学外研究費（科学研究費基盤研究およびこれに相当する
公的研究費）への応募促進，企業からの受託研究の受入
れ等の周知の充実を継続して図る。

教学 ①
継続

（H27～H31）

事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

特別研究生制度の充
実
既卒者で国家試験不合
格者に対するｻﾎﾟｰﾄ体
制を充実させる。

本学既卒者で歯科医師国家試験不合格者に対応すべく，
学修・生活面においてのｻﾎﾟｰﾄを実施することで，既卒者
の合格率をｱｯﾌﾟさせる。将来的に既卒者の国家試験不合
格者の減少を図る。

教学 ① 改善
継続・改善

（5年）

教育・学修支援ｾﾝﾀｰ
の本格稼働
教育・学修の基礎デ
ﾃﾞｰﾀを蓄積，分析し，
結果を教員，学生に還
元することで，学生の学
修の効率を上げる。国
家試験の合格率の向上
を図る。教育の質の向
上を図る。

①学生個々人の成績を分析し，弱点領域を把握すること
で，学生の学修の効率向上を図る。
②学内で実施された過去の試験問題を蓄積し解析するこ
とで，今後の良問作成に繫げ，併せて国家試験合格率向
上へ繫げる。
③入学試験種別から国家試験の結果までのﾃﾞｰﾀを一括で
構築することで，教育の質の向上を図る。併せて入学者の
安定確保へ繋げる。

教学 ① 重点
継続・改善

（5年）

松戸歯学部・松戸歯科研究科・
松戸歯学部附属歯科衛生専門学校

【学部・大学院・専門学校共通】

【学部・大学院共通】

【学部】
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生涯研修
生涯研修ｺｰｽの定期的
開催

平成20年度に学部同窓会と共催することを覚書により取り
交わした。これにより同窓生の意見を反映できる。

計画 ② 特色
中・長期

(3年）

公開講座
本学部における教育・研究の成果を，地域住民及びｵｰﾌﾟ
ﾝｷｬﾝﾊﾟｽに参加した高校生とその保護者等に広く公開す
ることにより，最新医療の啓蒙，患者増が期待できる。

経営 ② 特色   単年度

市民まつりへの参加
毎年１回10月に開催さ
れる「松戸まつり」へ本
学部のﾌﾞｰｽを出展

本学部への理解，地域住民への最新医療の啓蒙，患者増
が期待できる。

計画 ② 特色   単年度

松戸市こども発達ｾﾝﾀｰ
摂食指導
同ｾﾝﾀｰの摂食指導事
業に対する歯科医師の
派遣

地域医療へ貢献することができる。 計画 ② 重点 　単年度

松戸市民大学講座
松戸市生涯学習部と連携し，講演を行うことで，市民の口
腔ｹｱの意識向上につながり，ひいては来院患者の増が期
待できる。

計画 ② 特色   単年度

社会的課題解決のた
め，社会ﾆｰｽﾞを捉えた
産官学連携研究の推進

①受託研究受け入れや科研費を筆頭に外部の競争的資
金獲得のための研究環境を整備する。②民間企業との密
な連携を図り，受託研究の年間受け入れ件数を増加させ
る。③産官学連携研究を推進するために，松戸歯学部ﾎｰ
ﾑﾍﾟｰｼﾞの研究分野の充実を図る。同時に，共同研究・受
託研究のﾊﾟｰﾄﾅｰとなる新たな研究組織・民間企業を探索
するよう努める。④総合大学としてのｽｹｰﾙﾒﾘｯﾄを生かすた
め，日本大学学部連携研究推進事業への参画を通した研
究活動推進を行う。⑤私立大学研究ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ事業への
参画を目指すため，学部の柱となる研究ﾃｰﾏを確立する。

教学 ②
中・長期

（H28～H29）

産業界・地域等との連
携による課題解決，地
域経済活性化に貢献す
る研究活動の積極的展
開

①松戸歯学部ではｱﾝﾁｴｲｼﾞﾝｸﾞに貢献する歯科からのｱﾌﾟ
ﾛｰﾁに主眼を置き，老年歯科や歯周病の治療・予防の分
野において民間企業との連携による研究活動を行ってい
る。これらの分野をさらに推進するとともに，他の分野でも
産業界・地域との連携による研究活動を進める。②一般向
けの講演や公開講座の講師等の委嘱依頼を積極的に受
け，地域社会への研究成果の発信を行うことで，地域経済
活性化に貢献する。

教学 ②
中・長期

（H28～H29）

防火・防災の強化
非常食を備蓄することにより，万が一の災害時に備えること
ができる。

予算 ③
中・長期

（H25～H29）

研究費の配分方法の見
直し

研究費を競争的な配分にすることにより，研究の活性化を
図る。これにより研究に意欲のある教員に重点的に研究費
を配分できるため，科研費をはじめとした大規模な外部資
金獲得に向けた足掛かりとすることができる。

予算 ⑤
継続

（H27～H29）

事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

入学者増加策の実施
入試受験の機会の増
加，試験種別の増加を
図る。

入学試験の回数を増加すること，試験種別を増加すること
で，受験生を選抜する機会が増え，優秀な学生を集めるこ
とができる。本校の安定した運営に繫げる。

経営 ③ 重点
 

中・長期
（3年）

【専門学校】
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事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

教育研究施設設備の
充実
老朽化した教育施設設
備の取替更新，ﾊﾞﾘｱﾌ
ﾘｰに配慮するためのｴﾚ
ﾍﾞｰﾀｰ新設

①資格取得教育の向上
②学部教育研究の発展
③基礎学力の向上による学習の充実
④教育研究環境の向上

予算
独自

① 特色  単年度

入試制度等の改善・改
革の推進
適切な学生数確保，入
学者選抜方法の点検と
改善，編入学制度改
善，広報活動強化，入
学ｾﾝﾀｰの機能充実

①入学定員超過率を踏まえた適切な学生数の確保
②入学ｾﾝﾀｰの機能充実による情報提供の充実と戦略的
な広報活動により受験生の確保及び増加に繋げる。

計画
予算

③ 改善
中・長期

（H26～28）

FD・SDの組織的な取り
組み
教職員の研修会の開
催，授業方法及びｷｬﾘｱ
教育等に関する研究会
の開催

①授業内容及び方法等の改善
②教育に関する資質改善及び開発
③教育・研究環境の適正化
④男女共同参画推進事業の促進
⑤職員に関する職場環境の適正化

予算
独自

①
③

重点
中・長期

（H28～30）

大型研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの検
証と改善
重点領域研究の促進と
若手研究者の育成

①若手研究者の育成
②研究領域の融合と研究の活性化
③補助金等外部資金獲得の促進

予算
独自

①
⑤

重点
中・長期

（H28～30）

西富士校地新実習棟
（仮称）新築工事
既存建物撤去費及び
新築工事費として計上

①安心・安全かつ機能性の高い教育・研究環境の提供
②ﾌｨｰﾙﾄﾞ内での実験実習作業の効率化促進
③併設高校の実習場としての活用による学部情宣効果向
上

予算
独自

① 改善
中・長期

（H26～28）

学部教育の充実と学習
支援体制の強化・充実
中高大連携(接続)教
育，入学前教育と新入
生導入教育，学習支援
ｾﾝﾀｰによるﾘﾒﾃﾞｨｱﾙ教
育の充実・改善，単位
認定制度の拡大

①入学後の共通・専門教育の円滑な導入と学生の資質向
上
②学術提携校やｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟにおける単位認定制度の確
立及び国際教育の促進等教育の充実
③基礎学力向上による学習の充実と質の高い実習教育の
実践
④情報提供ｼｽﾃﾑの改善と充実による更なる学習支援の
向上
⑤学生への幅広い支援体制の確立

予算
独自

① 改善
中・長期
（H22～）

ﾌｨｰﾙﾄﾞｻｲｴﾝｽ教育の
充実
ﾌｨｰﾙﾄﾞ実習による新た
な自然科学教育の実
践，八雲実習所の整備

①体験学習に基づく導入教育の実践，及び広範な知識と
豊富な実践的技術を有する理想的な卒業生の輩出。
②実験・実習成果の生涯教育及び市民公開講座への活
用，並びに市民参加型教育への貢献。
③各実習所を中心とした施設設備の整備による実習環境
向上

予算
独自

①
②

改善
中・長期

（H24～H28）

教員組織の整備充実
教育組織改革の推進，
優れた教員の確保，教
員配置数の適正化，自
己点検・評価の具現化

①教員組織の整備により優れた教員の確保及び後継者の
組織的養成
②教員配置数の適正化に向けた取組
③授業科目数及び専任教員の持ちコマ数の適正化

予算
独自

①
③

改善
中・長期

（H24～28）

生物資源科学部・生物資源科学研究科・獣医学研究科

【学部】
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家畜（動物）病院の整
備・充実
診療収入の確保，電子
ｶﾙﾃの安定的運用によ
る活動強化，卒後教育
及び生涯教育制度の整
備充実，診療機器の更
新，危機管理の徹底

①卒後教育及び生涯教育制度の整備充実による後継者
育成
②電子ｶﾙﾃの安定的運用により診療・教育環境・管理運営
の整備充実及び個人情報を含む危機管理の徹底
③老朽化した診療機器の更新により診療体制が強化され
診療収入の確保に繋がる
④教育研究指導への対応が強化される

予算
独自

①
②
③

改善
中・長期

（H25～29）

博物館（資料館）の整
備・充実
博物館法の改正に向け
た取組，資料館の改装
による整備充実，展示
物のﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ化の推
進

①学芸員資格取得に向けた博物館講座の充実
②館内改装及び展示物のﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ化による利用環境向
上
③公開講座・生涯学習講座の開催と小中高生の総合学習
協力による地域貢献

予算
独自

①
②

改善
中・長期

（H24～28）

生物資源科学部大森
奨学金
奨学基金の増額と給付
額の増額

①学業成績優秀な学生の更なる勉学意欲高揚
②学費負担者に対する負担軽減
③奨学基金増額による奨学金事業の財源確保

計画 ① 改善
中・長期

（H22～28）

学術協定校との国際交
流の促進
単位認定制度の拡大に
よる国際教育・研究の
促進

①学生教育の国際化進展
②教員・大学院学生学術交流の発展

予算
独自

① 改善
中・長期
（H22～）

未利用校地の整備
湘南校地に点在する小
区画土地や未活用施
設・遊休地の活用及び
処分

①効率的な実践・体験教育推進に向けた実習地の確保
②健全な財政基盤の確立

計画 ①⑤ 改善
中・長期
（H18～）

研究活動の活性化
研究支援ｾﾝﾀｰの機能
充実，危機管理の適正
化と機能向上，動物関
係施設の整備推進

①研究拠点整備による研究環境の向上
②外部競争的資金獲得の拡大
③研究倫理の遵守及び研究費の適正使用の徹底とｺﾝﾌﾟﾗ
ｲｱﾝｽ教育の実施
④間接経費の有効使用

予算
独自

①⑤ 改善
 中・長期
（H23～）

教育組織の見直し
学科ｶﾘｷｭﾗﾑ見直しと学
科名称変更，教育組織
の活性化と改善

①学部教育の目標に基づく学科ｶﾘｷｭﾗﾑ見直し等による適
正な学生数の確保
②社会の要請に基づく教育環境の整備充実
③短大の改組・転換による特色ある学部4年制学科への移
行

予算
独自

① 改善
中・長期

（H24～28）

ｷｬﾘｱ教育の具体化・推
進と就職支援の強化
ｷｬﾘｱ教育の方針の明
確化とｷｬﾘｱｱｯﾌﾟｾﾐﾅｰ
及び公務員試験，資格
取得の推進，進路指導
の強化と優良進路先の
拡大

①教育課程を通じたｷｬﾘｱ教育による学生の意識向上
②国家総合職・総合職(相当)・一般職，地方公務員等の採
用者増
③就職活動に関する講座・ｾﾐﾅｰ等ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ充実による就
職活動支援の強化

予算
独自

① 改善
中・長期
（H23～）

研究業績評価等に基
づく研究費配分方法の
検証
外部資金の獲得実績や
研究業績による成果研
究費（傾斜配分）導入
後の検証

①研究活動の活性化
②科学研究費等の外部資金獲得の増額
③研究の評価体制の見直し

予算
独自

① 重点
中・長期

（H28～32）

生物資源科学部後援
会奨学金
後援会からの寄付によ
る奨学基金の増額と給
付額の検証

①経済的理由により修学が困難な学生の救済
②修学の意志がありながら学費納入が困難で退学を余儀
なくされる学生の減少
③奨学基金の増額による奨学金事業の財源確保

計画 ① 改善
中・長期

（H21～30）
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学生ｻｰﾋﾞｽに供する情
報提供等の電算化ｼｽﾃ
ﾑ(第二次事業)
学生ｶﾙﾃ環境及び時間
割ｼｽﾃﾑを中心とした総
合教育ｼｽﾃﾑ構築

①学生ｶﾙﾃの整備による学生ｻｰﾋﾞｽの更なる向上
②現行の時間割ｼｽﾃﾑに合わせることによる，履修・ｶﾘｷｭﾗ
ﾑに連携した事務処理の効率化。

予算
独自

① 改善
中・長期

（H25～29）

事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

大学院の改善
TAｼｽﾃﾑの効率的運
用，PD制度の検証，経
済的支援の継続，組織
の改変への取り組み

①組織強化により優れた教育者・研究者を養成する
②学部教育と連動するTAｼｽﾃﾑの効率的運用とﾎﾟｽﾄﾏｽ
ﾀｰ・ﾄﾞｸﾀｰ制度の検証
③大学院学生に対する経済的支援の継続
④社会人入試枠の活用と教育・研究環境の改善
⑤中・長期的展望に基づく大学院組織の改変への取組

予算
独自

① 改善
中・長期

（H26～30）

【大学院】
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事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

薬草教室，薬用植物園
公開
5月と11月の年2回地域
住民・一般市民に向け
て実施

本学部の研究活動，研究施設を公開することで地域社会
への貢献の一翼を担うことができる。

独自 ② 特色 継続・改善

事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

公開講座
6月に地域住民・一般市
民に向けて実施

地域住民・一般市民を対象に公開講座を開催して地域や
住民との交流，社会に開かれた大学の要請に応えることが
できる。

独自 ② 特色 継続・改善

SDの取組
職員研修会の実施

①職員研修会を実施することにより，動機・意欲，ｽｷﾙ，知
識を磨き，大学職員としての職能開発に努め，業務を円滑
に進めることが期待できる。
②情報管理やｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽへの意識向上を図ることが期待
できる。

経営
予算

③ 改善 継続・改善

薬学教育評価（第三者
評価）準備
平成29年度に当該評価
を受けるための準備

薬学教育機関の教育の質を保証するために薬学教育ﾌﾟﾛ
ｸﾞﾗﾑが公正かつ適正に行われているか検証評価を受ける
ための準備を周到に行うことで「適合」の評価を受けること
ができる。

独自 ① 重点 単年度

地球温暖化防止への
取組み
ｸｰﾙﾋﾞｽﾞ，ｳｫｰﾑﾋﾞｽﾞの
導入等を実施

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞやｳｫｰﾑﾋﾞｽﾞの導入，大学が定める冷暖房温度の
励行により，ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量の削減が期待できる。

経営
予算

② 重点
継続・改善

(H23～)

ｴｺｷｬｯﾌﾟの回収
ﾍﾞｯﾄﾎﾞﾄﾙｷｬｯﾌﾟ回収箱
をｷｬﾝﾊﾟｽ内に設置

ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙｷｬｯﾌﾟのﾘｻｲｸﾙ活動を通じて，学生・教職員に対
しﾘｻｲｸﾙ意識や環境保護意識を高め，地球環境保護の重
要性を認識させることが期待できる。

経営
予算

② 重点
継続・改善

(H23～)

海外臨床実習実施に
向けた研修
新ｶﾘｷｭﾗﾑ5年次の「ｷｬﾘ
ｱﾃﾞｻﾞｲﾝⅡ」における海
外臨床実習の実施に向
けた研修を実施

新ｶﾘｷｭﾗﾑ5年次の「ｷｬﾘｱﾃﾞｻﾞｲﾝⅡ」における海外臨床実
習の実施に向けた研修により，海外の大学との交流，ｸﾞﾛｰ
ﾊﾞﾙ教育の実を上げることが期待できる。

独自 ① 特色
中・長期
(H28～)

学生ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ(ﾏｲｽﾃｯ
ﾌﾟ)の導入
学修成果を長期にわた
り収集，記録させ到達
度を評価し，課題を見
つけてｽﾃｯﾌﾟｱｯﾌﾟを図
らせる

ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵにより学生の課題研究に対する自己評価を促し
個に応じた具体的な指導を行うことができる。

独自 ① 重点
中・長期
(H28～)

入学前教育講座
全入学予定者に薬学教
育課程を学ぶ準備とし
て基礎学力向上のため
の入学前教育講座を開
設

入学前に薬学を学ぶために必要な科学知識を確認するこ
とにより入学後の学修に支障がないようにすることで，基礎
学力の向上が期待できる。

独自 ① 改善 継続・改善

薬学部・薬学研究科

【学部・研究所共通】

【学部】
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薬剤師国家試験対策
講座・模擬試験
外部講師を招へいし，
薬剤師国家試験に向け
た対策講座・模擬試験
を実施

薬剤師国家試験の合格率向上のため可能な限りの対策を
講ずることで合格率の向上が期待できる。

予算
独自

① 改善 継続・改善

CBT対策講座・模擬試
験
CBTの合格に向けた学
力充実のための対策講
座・模擬試験を実施

対策講座を強化することで成績不良者の底上げとCBT本
試験合格者の増加が期待できる。

独自 ① 改善 継続・改善

海外客員教授招へい
ｶﾙﾌｫﾙﾆｱ大学ｻﾝﾌﾗﾝ
ｼｽｺ校との交流を図るた
めに同校名誉教授を招
へい

当該大学名誉教授を招へいし，米国の薬学教育や臨床研
修等に関する意見交換，講義等を行うことで，本学部の国
際的な学術交流，研修活動を推進することが期待できる。

独自 ① 特色
中・長期
(Ｈ28～)

新入生ｵﾘｴﾝﾃｰｼｮﾝ
学生生活ｶﾞｲﾀﾞﾝｽ，ｷｬﾝ
ﾊﾟｽﾂｱｰ，昼食会の実施

①学生生活ｶﾞｲﾀﾞﾝｽ，ｷｬﾝﾊﾟｽﾂｱｰ等を通して，学生相互
及び教職員とのｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝを促進させ，大学生活への円
滑な導入と就学支援が期待される。
②人間関係の構築を促す効果が期待される。

独自 ① 改善 継続・改善

抗体検査，予防接種
学生及び教職員を対象
とした抗体検査，ｲﾝﾌﾙ
ｴﾝｻﾞﾜｸﾁﾝ接種の実施

麻疹・風疹・ﾑﾝﾌﾟｽ，水痘の抗体検査を実施し，陰性，偽陽
性反応の者にﾜｸﾁﾝ接種を勧めている。またｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞの
予防接種も実施し，薬学実務実習前や試験前等に予防が
できている。

独自 ① 特色 継続・改善

ｽﾎﾟｰﾂ大会
ｳｫｰｷﾝｸﾞ等の軽運動，
球技等の競技を設け，
多数の学生及び教職員
が参加できる大会を実
施

①運動不足やｽﾄﾚｽを解消する効果が期待される。
②学生と教職員の親睦を深め，帰属意識の醸成を図る。
③健康に対する意識の向上を図る。

独自 ① 特色 継続・改善

ｽﾎﾟｰﾂ教室
誰もが参加でき，健康を
増進できるようなﾖｶﾞ，武
術太極拳の実施

①健康維持，体力作り，集中力を高める効果が期待され
る。
②生涯を通して親しめるスポーツのきっかけ作りになる。

独自 ① 特色 継続・改善

学園祭
「桜薬祭」と称し，各ｻｰ
ｸﾙによる日頃の活動の
成果を発表，又は模擬
店の出店等のｲﾍﾞﾝﾄを
開催

本学部の学園祭は１年間のサークル活動の集大成であり，
その成果を学内外の来場者に対して披露することで，学生
同士の交流を深めることによる絆の強化，近隣へ大学の魅
力を発信することができる。

独自 ① 特色 継続・改善

学生による書店選書ﾂ
ｱｰ
学生による書店選書ﾂ
ｱｰを年2回実施

学生自身が図書館に配架する本を選定することにより，学
生が主体となり，学生目線の魅力ある図書館づくりを目指
すことができる。

経営
予算

① 特色
中・長期
(H28～)

企業ｾﾐﾅｰ
5年生を対象として3月
にﾌﾞｰｽ形式の合同企
業説明会を開催

採用広報解禁直後に開催することで，就職活動支援として
早期に多くの企業・団体等の人事担当者と接する機会を
提供することができる。

教学
独自

① 改善 継続・改善

ﾗﾝﾁｮﾝｾﾐﾅｰ
4年生を対象として前期
4月～7月，後期9月～
11月の昼休み時間を利
用した業界・企業説明
会を開催

4年生の段階で多くの企業・団体等の担当者から業界の動
向，当該企業・団体等の活動についての説明を聞く機会を
提供することで，将来の志望先を決定するための一助とな
る。

教学
独自

① 改善 継続・改善
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事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

私立大学研究ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨ
ﾝｸﾞ事業申請

①学長のリーダーシップの下，他学部との連携を通じて人
類の健康増進に寄与する新たな研究拠点が整備される。
②医歯薬系学部の連携により臨床応用を目指した基盤研
究を遂行し，文系・理系の研究の融合を通じて健やかに長
寿社会を過ごすことを目指した社会システムの創生につな
げることができる。
③これにより全国的あるいは国際的な経済・社会の発展，
科学技術の進展に寄与することができる。

教学
予算
独自

① 特色
中・長期

(H28～H32)

【研究所】
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事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

ｽｸｰﾘﾝｸﾞ開講形態等の
改善

　平成27年度から開始した地方ｽｸｰﾘﾝｸﾞの新しい学修形
態である，「ｻﾃﾗｲﾄｽｸｰﾘﾝｸﾞ」（遠隔授業）を地方在住学生
向けに継続して，開講する。
　具体的には，東京での授業をｲﾝﾀｰﾈｯﾄを用いて，日本
大学山形高等学校・大垣日本大学高校にて同時中継によ
り開講する。地方在住学生の交通費・滞在費の負担を軽
減し，経済的にも効率の良い学修方法が見込まれる。
　また，付属高校と連携し，高校教員・生徒の任意受講も
可能とし，高大接続教育・高大連携教育に資する。

経営
予算
独自

① 改善
継続・改善
(H27～H30)

ﾒﾃﾞｨｱ授業の改善と科
目の拡充

　学修効果を損なうことなく，ｼﾝﾌﾟﾙな方式を用いて作成す
ることで，作製費用を削減し，費用対効果を高める。平成
28年度は，2科目4講座を追加する予定である。
　また，毎年，受講ﾆｰｽﾞの高い主要科目を中心に，2～3科
目を目安として計画的に作成することで拡充を図る。これ
により，ｽｸｰﾘﾝｸﾞ学修が困難な学生に対し学修方法の選択
肢を広げるとともに，学生の交通費等の負担軽減が見込ま
れ，留年者及び退学者の減少に繫げる。

独自 ① 改善
中・長期
(H16～)

FD活動の実践

　通信教育部に特化したFD活動を見出していくことを目的
とした活動を行う。FDに関する研修会を開催し，通信教育
特有の課題を検証する。
　また，教員による相互授業参観をｽｸｰﾘﾝｸﾞとﾒﾃﾞｨｱ授業に
おいて実施して授業改善を図る。

教学
独自

① 単年度

修学支援の充実

　学業成績不振の基準（１学年につき10単位以下の単位
修得，ＧＰＡが1.0以下の学生）を設け，教職員の協力体制
により，学修支援を行う。
　専任教員によるｶﾞｲﾀﾞﾝｽ・履修相談やﾘﾎﾟｰﾄの書き方，単
位修得方法の説明会・相談会などを中心とした総合学修
支援の場を設け，成績不振学生に対して積極的に参加を
促し，学力不振による退学や留年者を低減し，学生数の維
持につなげる。

教学
独自

① 単年度

就職支援のための各種
支援策の実施

　通信教育部の在学生は就業者が多いが，ここ数年で未
就業の入学者が徐々に増加してきているため，以下の支
援策を継続すると共に，新たな支援策の導入についても検
討する。
①就職に対する学生の意欲向上を図るため，年3回の「就
職ｶﾞｲﾀﾞﾝｽ」の実施
②東京新卒応援ﾊﾛｰﾜｰｸの協力による「就職ｻﾎﾟｰﾄ室」を
開設し，専門家による就職ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞの実施
③東京新卒応援ﾊﾛｰﾜｰｸとﾀｲｱｯﾌﾟし，自己分析・ES対策・
模擬面接等，就職活動を実践的に支援する講座の開設
④就職に有利となる各種資格試験受験対策講座の実施

独自 ① 改善
継続・改善
（H27～H29）

学習ｾﾝﾀｰ相談会及び
学事（入学）相談会の再
構築

　通信教育部では，全国各地に指導員を委嘱して学事相
談及び入学相談を実施しているが，利用者が都市部に集
中する傾向があるため，以下の改善策について検討する。
①在住学生数及び相談会参加者数を考慮した相談会設
置地域の効率化
②東京都をはじめとする都市部指導員の拡充
③指導員に関する要項の改正
④地方在住学生の支援を考慮した，ｲﾝﾀｰﾈｯﾄを利用した
「専門性を持った指導員による相談」

独自 ① 特色
中・長期

（H28～H32）

通信教育部
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入学説明会及び学校
訪問

　通信教育の基本はいつでも，どこでも学修ができることに
あり，入学説明会等においてその点をアピールしていること
から，全国にある学習センター等を利用した入学説明会を
継続して実施し，本学の特長である入学後に地方在住者
が地元で履修相談等を受けられるｻﾎﾟｰﾄ体制が整っている
ことを周知していく。また，学習ｾﾝﾀｰが設置されている付
属高校で入学説明会を実施する場合には，高校生に対し
ても通信教育という選択肢を示すことができる。その他，積
極的に通信教育部に卒業生を送り出す通信制，定時制の
高校と連携を図り，高校での説明会を実施していくと共に，
本大学の学部（通学課程）と連携を図り，中退を検討してい
る学生を受け入れる。

独自 ③
継続・改善

(H24～)

第3号基本金への組入

　基金運用果実配分率の低下に伴い，通信教育部研究基
金組入額を平成24年度から5か年計画で追加し，研究費
給付額の安定的確保と適切な配分により，研究活動の活
性化を図る。
　なお，平成28年度は5か年計画の最終年度となり，組入
計画当初の目標額を達成する見込みである。

独自 ⑤ 改善
中・長期

(H24～H28)
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事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

ｱｸﾃｨﾌﾞ・ﾗｰﾆﾝｸﾞの導入

中学1年生・高校1年生を中心に生徒の学修への主体的・
能動的・協働的態度を重んじた教授法であるｱｸﾃｨﾌﾞ・ﾗｰﾆ
ﾝｸﾞを導入することで，生徒の課題発見と解決に向けた汎
用的能力の育成が図れる。

予算 ① 重点
中・長期
(H28～)

ICT教育の導入（Classiを
含む）

中学1年生・高校1年生全員に持たせるﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末，教室
に設置する電子黒板（ﾃﾞｼﾞﾀﾙ教科書を使用）を活用して，
ｱｸﾃｨﾌﾞ・ﾗｰﾆﾝｸﾞなど新たな教育手法を取り入れ，また，
Classi（学校ｻﾎﾟｰﾄｼｽﾃﾑ）を導入し，全教員がタブレット端
末を持つことで，情報通信技術を全学年の生徒の教育活
動に活用することができ，教育の質の向上が図れる。

予算 ① 重点
中・長期
(H28～)

自律学習支援室の設置
（ﾁｭｰﾀｰ制度）

放課後や長期休暇中に自習室を開き，外部委託による
ﾁｭｰﾀｰ制度を導入することで，生徒の自立型学習のｽﾀｲﾙ
が築かれ校内完結ｼｽﾃﾑの確立が期待できる。

予算 ① 改善
継続・改善

(H27～)

教員の計画的採用
定年退職による欠員補充は，生徒数，教科，年齢構成等
を充分勘案し，授業ｶﾘｷｭﾗﾑ編成等の効率化を図るととも
に適正な人員配置を行う。

予算 ③ 改善
継続・改善

(H26～)

入試におけるｲﾝﾀｰﾈｯﾄ
（Web）出願等の導入

志願者増を図るため受験生の利便性を勘案し，ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ
による出願方式を導入。また，入学までの諸手続きについ
てもｸﾚｼﾞｯﾄ決済を可能とすることにより，受験から入学まで
の手続きが簡素化されることになり志願者数の増加が期待
できる。

予算 ③ 改善
継続・改善

(H27～)

事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

海外語学研修・留学の充
実

高校では従来の海外語学研修の幅を広げ，留学（海外研
修）と位置付け，機会・選択の幅をも広げ，ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化に対
応できる語学力の向上のみならず，探究心を向上させると
ともに，異文化を体験させ，外国に一人身を置くことで生徒
の自立心を育むことができる。

予算 ① 改善
継続・改善

(H18～)

入学金の分納手続額の
変更

高校入試における合格者の入学手続きにおいて，分納時
の金額を変更することにより，入学辞退者の減少を図る。

予算 ⑤ 改善
継続・改善

(H27～)

事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

中学1年生に対して，ｸﾞ
ﾛｰﾊﾞﾙﾘｰﾀﾞｰｽﾞｺｰｽとN．
ｽﾀﾝﾀﾞｰﾄｺｰｽの2ｺｰｽ制
の導入

新入生からｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾘｰﾀﾞｰｺｰｽと従来型のN．ｽﾀﾝﾀﾞｰﾄｺｰｽ
の2ｺｰｽ制を導入することで，2020年度大学入試改革に伴
う新しい学力観の下での教育に対応できる教育ｼｽﾃﾑが構
築でき，6年後の大学進学時に，本学の最難関学部に進
学できる新たな受験者層の開拓が可能になる。

予算 ① 重点
中・長期
(H28～)

体験型ｷｬﾘｱ教育・情操
教育の導入

中学1年生を対象にｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾘｰﾀﾞｰｺｰｽを中心に，本学16
学部との連携による体験型ｷｬﾘｱ教育や美術館・歴史館へ
の訪問などを積極的に導入することで，ﾘﾍﾞﾗﾙｱｰﾂの習得
が目指せる。

予算 ① 重点
中・長期
(H28～)

日本大学高等学校・中学校

【高等学校・中学校共通】

【高等学校】

【中学校】
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英会話の授業充実
①3分割の授業実施
②英会話学校との共同
による英語力向上ﾌﾟﾛｸﾞﾗ
ﾑの実施
③ﾌﾞﾘﾃｨｯｼｭﾋﾙｽﾞの導入

①英会話の授業は，1ｸﾗｽを3分割して，ﾈｲﾃｨﾌﾞｽﾋﾟｰｶｰ3
名による少人数教育を施すことで，英語の4技能のうち特に
「聞く」「話す」力を向上させることができる。
②ｸﾞﾛｰﾊﾞｰﾘｰｽﾀﾝﾀﾞｰﾄｺｰｽは全員，Ｎ．ｽﾀﾝﾀﾞｰﾄｺｰｽは希
望者を対象に英会話学校と共同で，放課後に週1時間講
座を実施することで，英会話能力を向上させることができ
る。
③3学期の学年末考査後，希望者を対象にﾌﾞﾘﾃｨｯｼｭﾋﾙｽﾞ
での英語の生活体験を導入することで，英会話能力を向
上させることができる。

予算 ① 重点
中・長期
(H28～)

海外語学研修の充実

中学3年生の希望者を対象に，ｲｷﾞﾘｽを研修地として，語学
力の向上のみならず，探究心を向上させるとともに，異文
化を体験させ，外国に一人身を置くことで，ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ社会に
も対応できる生徒の自立心を育むことができる。

予算 ① 改善
継続・改善

(H18～)

平成28年度中学校入学
試験の募集人員及び入
試回数の変更

中学校入学試験の募集人員を230名から200名に変更し，
平成28年2月１日の午後入試を実施することにより，質の高
い生徒を確保することができる。

予算 ③ 改善
継続・改善

(H27～）
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事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

国際化に対応した語学教育
研修制度
①国際社会に適応できる能
力を身につけた生徒の育成
を目指し，夏休みを利用し
て，現地における体験研修を
実施する。
②ﾈｲﾃｨﾌﾞｽﾋﾟｰｶｰによる週27
ｺﾏの授業を実施している。

①ﾎｰﾑｽﾃｲをすることにより，日本との生活習慣の違いを体
験することが出来る。
②異文化への理解を深めることにより，ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙな視野を習
得するとともに，日本文化を再認識する機会となる。
③他国の生徒との交流を通じて，ｵｰﾗﾙｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの技
術を身に付ける。
④生きた英語と日常的に接することにより，語学力，特に運
用能力の向上を可能とする。

独自 ① 改善
中・長期
(H14～)

教員研修制度
教諭の授業力向上を図るた
め外部機関が実施する研修
会に教諭を参加させる。
特に英語教諭に対しては，英
語教育能力の向上を目的と
する本部主催の海外研修派
遣に積極的に参加を促す。

教諭の授業力を向上させることにより，生徒に適した指導・
教育が可能となり，更なる生徒の学力向上に資することとな
る。

独自 ① 改善
中・長期
(H14～)

高大連携教育の推進
文理学部併設校の利点を生
かし，1年生全員に体験授業
を年1回実施する。更に,2年
生から連携学部（法学部，文
理学部，経済学部）が指定し
た授業科目を科目等履修生
として受講する。

高校生が大学教育に触れることにより，学習への動機付け
や幅広い学力の向上を図る。また，大学の専門的な講義を
受講することで，生徒の持つ可能性と個性を育む。また，
連携学部での受講単位は，本学各学部及び他大学に進
学後，入学前既修得単位として認定されることがあるため，
受講者数増につながる。

独自 ① 改善
中・長期
(H14～)

本校教員及び外部講師によ
る講習
7月下旬の本校教員による夏
期講習の実施に加え，8月下
旬には外部講師による特別
講習を実施する。

本校教員による夏期講習では，1・2年生には基本的な学
力向上を目標とし，3年生には入試対策としての更なる学
力向上を図っている。また，外部講師による夏期講習で
は，受験に必要な,より実践的な実力養成を図ることを目標
としている。両者が補完しあうことにより一層の効果が期待
される。

独自 ① 改善
中・長期
(H16～)

習熟度別授業の実施
英語と理系ｺｰｽの数学で，生
徒の習熟度に合わせた少人
数ｸﾗｽを編成し授業を行う。

生徒の学習内容に対する習熟度に応じて，学力の定着や
学習効果の向上を高める。

独自 ① 改善
中・長期
(H16～)

基礎学力養成講習の実施
基礎学力が一定ﾚﾍﾞﾙ以下の
生徒を対象に，夏季及び冬
季休暇期間を利用して，補習
講座を実施する。

基礎学力向上に特化した授業を集中的に行うことにより，
生徒の学力のﾎﾞﾄﾑｱｯﾌﾟを図ることができる。さらに，2年生
の春期休暇中には，3年生で必要な学力を養成するための
講座を開講する。

独自 ① 改善
中・長期
(H23～)

基礎学力向上講習の実施
全学年の生徒を対象に，基
礎学力到達度ﾃｽﾄに向けた
対策講習を実施する。

基礎学力到達度ﾃｽﾄの直前に講習を実施し，生徒のﾓﾁ
ﾍﾞｰｼｮﾝを高め，実力養成を目的とした学習の継続を促し，
更なる学力向上を図る。

独自 ① 改善
中・長期
(H27～)

【高等学校】

櫻丘高等学校
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事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

高大連携教育の推進
日本大学生物資源科
学部，理工学部，経済
学部との連携

大学進学への動機づけを理系・文系それぞれの希望に合
わせて行う。これによって，高校までの学習と大学からの研
究との違いが理解できる。また，理系・文系はもとより，学
部・学科選択におけるﾐｽﾏｯﾁを減少させることができる。

独自 ① 特色
中・長期
(H27～)

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ教育の強化
従前の語学研修に加
え，短期交換留学（豪
州），大学入学前短期
語学研修（英国）を新た
に実施

豪州ｸﾞﾚｰｽ校とﾌﾚﾝﾄﾞｼｯﾌﾟ契約を結び，短期（3か月）交換
留学制度を確立する。また，大学入学前の3年生3月中旬
より2週間英国に短期語学研修を実施し，ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ教育の
拡充を図る。

独自 ① 改善
中・長期
(H28～)

国の教育改革の一環と
してのAL
（ｱｸﾃｨﾌﾞﾗｰﾆﾝｸﾞ）や
ICT教育の充実

入試制度も含めた高大接続教育の変革に伴い，双方向型
教育への転換を図る。そのために電子黒板，タブレット等
のＩＣＴ機器を活用して，ｱｸﾃｨﾌﾞﾗｰﾆﾝｸﾞの推進に努める。
これにより，従前の受け身中心の学習姿勢から，能動的学
習姿勢へ変化させる。

独自 ① 改善
中・長期
(H28～)

進路の多様化に対する
対応
第1志望の進路実現に
向けたキャリア教育を
ベースとした進路指導
の充実

日本大学への進学指導はもとより，国公立等の難関他大
学への進学希望者の第1志望を叶えるべく，学習指導，進
路指導ができるようなｼｽﾃﾑの導入と教員研修の充実を図
る。

独自 ① 重点
中・長期
(H26～)

杉並区和泉地区の公
立小中一貫校との連携
強化

現在行っている勉強ｻﾎﾟｰﾄ（小学生に対する学習支援ﾎﾞﾗ
ﾝﾃｨｱ），地域防災訓練，勉強発表会での図書館貸し出し，
工事に伴うｸﾞﾗｳﾝﾄﾞの貸し出し，教育連絡会参加などの継
続の他，推薦入試での特別優遇措置を実施し連携を強化
する。

独自 ② 重点
中・長期
(H27～)

環境保護・省エネル
ギー対策の実践

夏季はｸｰﾙﾋﾞｽﾞの実施とｴｱｺﾝの28℃設定，冬季はｳｫｰﾑﾋﾞ
ｽﾞの実施と暖房の20℃設定を実践し，環境に配慮した取り
組みを行う。また，再生紙利用の便を考慮し，紙類の廃棄
を分別して行う。

独自 ② 重点
中・長期
(H27～)

地域と連携した防災対
策

地域で実施される防災への取り組み参加と役割分担を行
う。

独自 ② 重点
中・長期
(H27～)

入試改革の推進

都内での入試激戦区の中にあり、推薦入試で今までの実
績を踏まえて、一部の地区の中学校に緩和措置を実施す
る。また今後の教育改革にあたり、教科・学年を超えたｶﾘ
ｷｭﾗﾑ・ﾃﾞｻﾞｲﾝを考えるにあたり、入試問題も含め授業内容
の改革を進めていく。

経営 ③ 重点
中・長期
(H28～)

鶴ヶ丘高等学校

【高等学校】
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事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

基本的生活習慣の指導
①基本的生活習慣を身につけさせる体制の確立。
②校内における挨拶指導の徹底。

教学 ① 改善
中・長期
(H22～)

国際感覚の育成

①英会話授業における，少人数教育の実施。
②ｵｰｽﾄﾗﾘｱへの海外語学研修の実施。
③平成19年度からの英語圏(ｶﾅﾀﾞ)における修学旅行の実
施。

教学 ② 改善
中・長期
(H20～)

採用計画 適正な人員確保と教員の負担軽減 予算 ③ 重点
中・長期
（H27～)

教育設備充実
ﾊﾟｿｺﾝ実習室（25周年記念館）のPC関連機器を再購入する
ことにより，さらに効率の良い授業を展開する。

教学
予算

④ 改善
継続

(H21～)

課外活動・社会貢献の
推進

ｸﾗﾌﾞ活動による，心身及び生徒同士の相互啓発による社会
性の育成，個々の人間的成長の促進。

教学 ① 改善
中・長期
(H19～)

施設設備の整備 1・2号館の取り壊しを行うことにより、施設の充実を図る。 予算 ④ 重点
中・長期
(H28～)

事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

基礎学力の養成
①授業等におけるきめ細かな個人指導の充実。
②夏季・冬季休暇中の希望者対象の講習，成績不振者へ
の補習，3年生対象夏季勉強合宿の実施。

教学 ① 改善
中・長期
(H20～)

大学進学率の向上

①2年次からの文系・理系ｺｰｽ分け及び平成20年度入学生
からの特進ｸﾗｽ設置。
②平成28年度より内進生のみのクラスを設置。また、特進ｸﾗ
ｽについては、文系ｸﾗｽ・理系ｸﾗｽの他に文理ｸﾗｽも設置。

教学 ① 改善
中・長期
(H28～)

事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

農業体験の実施
生物資源科学部併設校の特色を活かした，農場の農業体
験による，全人教育，食育教育等の実践

独自 ① 改善
中・長期
（H21～）

事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

基礎学力の育成
精選した授業内容と授業方法の確立
実力テスト・漢字検定・算数検定・英語検定の実施
主体的に学ぶ力を育成すための学習相談機能の充実

経営 ① 重点
 中・長期
（H27～）

基礎体力・精神力・生活
力の育成

タブレット等の教育設備の充実を図ることにより、仕事の効率
化ときめ細かい生徒指導の確立

経営 ① 特色
中・長期
（H28～）

英語力の育成
少人数・学力別教育教育
ネイティブの配置
国際交流計画の策定

経営
予算

① 重点
中・長期
（H27～）

【小学校】

【高等学校】

藤沢高等学校・中学校・小学校

【高等学校・中学校共通】

【中学校】
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事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

本校独自の中高6か年一
貫ｼｽﾃﾑの推進

希望するｷｬﾘｱを実現するために，連携教育ならではの「高
校先取り授業」等をはじめ充実したｶﾘｷｭﾗﾑにより生徒をｻ
ﾎﾟｰﾄ。基礎充実期（中1・2）に挨拶ができる生徒を育み，発
展期（中3）に特進を，向上期（高1）から特進及び体育ｸﾗｽを
設置。応用完成期（高2・3）には文系･理系について個々の
能力に応じた指導で学力の充実を図る。なお平成27年度の
現役大学合格率は93．4％と着実にその効果をあげており、
一層の拡充を図る。

経営 ① 重点
中・長期
(H27～)

特色ある各教科の教授法
等指導体系の確立

校内研究誌「紀要」の充実及び教員の研修意欲高揚と各教
科教授法のｽｷﾙｱｯﾌﾟを図り，授業に反映させる。国内・国外
研修の実践を通して，より広い視野に立った教員を育成す
る。

経営
予算

① 改善
継続・改善

(H19～)

本校が独自開発した学習
教材等を用いた学力向上
推進ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの拡充

【英語科】本校独自で自習用英語基礎知識教材を開発し，
HP上に4000題を掲出。また各単元の授業内容及び解説用
教材などのＤＶＤ教材も制作する。今後”聞く力”を高めるた
めの教材も独自開発のうえ，自習用教材として積極活用し，
英語力の向上に努める。
【数学科】高3進学ｸﾗｽにおいては，少人数制の学習到達度
別授業を実践。また，中学生においては，数学検定の受験
を推奨し，客観的な学力状況を把握させ，自己研鑽に努め
させている。

経営 ① 改善
中・長期
(H22～)

本校生徒による近隣小学
校児童との交流

吹奏楽部の生徒が近隣青柳小学校の児童の鼓笛隊の音楽
指導を実践するなど，双方のﾘｿｰｽ・ﾉｳﾊｳを活用した交流
が，地元ｲﾍﾞﾝﾄ等の活性化等に貢献している。

経営 ② 改善
中・長期
(H19～)

地域ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動の推進

大塚警察署と連携し交通安全委員会及び本校生徒会風紀
委員会による護国寺駅周辺の交通整理を常時実施。また生
徒会役員等の有志で組織する「日大豊山大塚ﾋﾟｰﾎﾟｰｽﾞ」に
より交通安全ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ活動を積極的に展開し，その功績に
より大塚警察署より毎年表彰されている。その他，ﾕﾆｾﾌの募
金活動や地域のお祭りの手伝い等を通じて地元住民との交
流を積極的に図り本校に対する教育活動に理解を得てい
る。

経営 ② 改善
中・長期
(H19～)

地域振興事業等への施設
貸出し

地域住民とのｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ及び融和の増進を目的に，本校
のﾌﾟｰﾙ・体育館等の施設を，地域振興事業団体等への貸
出しを行う。

経営 ② 改善
中・長期
(H19～)

大規模災害等に備えた地
域連携防災活動の実施

護国寺・真言宗豊山派宗務所及び地元町会と本校との間で
締結した「災害時応援協定」に基づき，毎年「文化財防火
ﾃﾞｰ」に本校自衛消防団を中心に防災訓練に参加。本学関
係者及び地域の防災意識等の向上を図る。

経営 ② 改善
中・長期
(S36～)

環境体験学習を通じた環
境教育の実践

本校は東京私立中高協会第4支部の環境教育実践研究会
に所属し，環境体験学習の一環として，他の生徒及び専門
家とともに環境教育の実践を行う。

経営 ② 改善
中・長期
(H20～）

志願者増対策
志願者増対策として，高校では一般入試に併願優遇を導入
し，一般入試を2回実施するなどの改革を行う。中学では入
試日程の変更を行う。

経営 ③ 重点
中・長期
(H18～）

適正な教員採用
今後定年退職を迎える専任教員が数多くいるため，後任補
充のための適切な人員の採用及び配置を行う。

経営 ③ 改善
中・長期
(H28～)

中台総合ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ改修工
事

中台ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞの土が舞いあがり，地域住民からの苦情多く寄
せられていた。また，使用状況によりｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ内の土の質も低
下し，事故につながる可能性も心配される。そのため，ｸﾞﾗｳﾝ
ﾄﾞを人工芝に整備。

経営
予算

④ 重点 単年度

豊山高等学校・中学校

【高等学校・中学校共通】
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事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

日本大学（主に生産工学
部･経済学部･法学部）との
高大連携教育推進の拡充

日本大学への進学意識等を高めるために，それぞれの学部
が実施している高校生向け講座受講を，高校3年生に限ら
ず他学年生徒へも積極的に推奨。平成27年度実績では，生
産工学部26名（高校3年）・経済学部9名（高校2年5名・高校
3年4名）・法学部4名（高校2年4名）が受講。

経営 ① 改善
中・長期
(H17～)

【高等学校】
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事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

基礎学力の充実・理数
科の充実

①放課後学習の実施。
②新教育課程の実施とともに，放課後学習の実施及び従
来2・3年生で実施していた平常時補習を1年次から実施す
ることにより，基礎学力を充実させる。
③理数科課題研究における数学・理科の少人数ｸﾞﾙｰﾌﾟ研
究の実施。ｸﾞﾙｰﾌﾟ単位で課題の設定，研究計画，調べ学
習，実験，考察とﾚﾎﾟｰﾄ作成，発表までを1年間かけて行う
ことにより，自ら試行錯誤し学ぶ姿勢を育てる。

経営
予算

①
継続・改善

（H26～）

近隣小学校との交流

①英会話教室の実施（夏休みに近隣小学校3校より希望
者を募り本校で実施，各小学校ごと1日）
②学習ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ（夏休みに近隣小学校3校で10日間実
施。補習授業のﾁｭｰﾀｰを行う）
③ｸﾘｽﾏｽｺﾝｻｰﾄ（12月に近隣小学校1校に出向いて実施。
音楽部(合唱)，吹奏楽部が出演）
教員志望，幼児教育従事者志望の生徒に対する，実践的
なキャリア教育として有意義な取り組みである。また，様々
な交流をとおして，本校の教育活動に対する協力と理解を
得て，地域社会に貢献できる学校づくりを進めることができ
る。
このように近隣の小学生と本校生徒，教員が交流を持つこ
とにより，中学入試志願者増加が期待できる。

経営
予算

②
継続・改善

（H25～）

ｽｸｰﾙﾊﾞｽの充実

ｽｸｰﾙﾊﾞｽは毎年，利用者数に応じて便を用意し，赤羽便
は現在は4～5便，練馬便（西武線等）は2～3便を運行して
いる。（両路線合わせて利用者約230名）

通学方法の利便性を高めることで，生徒数確保に効果が
期待でき，学校説明会でも練馬便に対する問い合わせ，
関心が高く新たな区域からの利用者の増加が予想できる。

経営
予算

③
継続・改善

（H12～）

事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

海外語学研修

高校1・2年生対象に7・8月の夏季休暇の15日間ｶﾅﾀﾞのｾﾝ
ﾄ・ﾏｰｶﾞﾚｯﾄ・ｽｸｰﾙ語学研修を実施。
①日常英会話の訓練・習得。
②国際親善を推進し、広い視野に立って物事を考えること
のできる国際的教養豊かな人間としての資質の育成。

経営
予算

①
継続

（H8～）

英語外部検定講座の実
施

①TOEIC講座の実施
英語によるｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力のさらなる充実を図るため，外
部講師を招いて講座を行う（TOEIC講座）。
②英検対策講座の実施
1・2年生を対象に，平常時補習時に全10回程度の講座の
実施を検討する（英検対策講座）。

経営 ① 改善
継続

（H26～）

ｷｬﾘｱ教育の充実

専門学校講師による各種資格講座や，金融機関企業社員
を講師に招いた金融経済ｾﾐﾅｰの実施。ｷｬﾘｱ講座を，3年
生のみでなく各学年で実施することにより，高校入学時か
ら将来の職業選択を見据えるとともに，適切な大学進学を
見極める素養を身につける。

経営 ①
継続

（H27～）

豊山女子高等学校・中学校

【高等学校・中学校共通】

【高等学校】
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優秀ｸﾗｽの設置

高校1年普通科，高校2年普通科・理系で成績優秀者ｸﾗｽ
を1ｸﾗｽ設置し，日本大学への付属推薦入試，他大学への
指定校推薦入試などの推薦型入試以外に対応できる進路
指導を目的としている。今後はこれをさらに発展させ，
GMARCHﾚﾍﾞﾙ以上の一般入試に対応する「特進ｸﾗｽ」を
設置予定である。

経営 ① 改善
改善

（H27～）
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事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

ボランティア活動
日本赤十字献血，赤い
羽根共同募金，Ｎドット
募金への協力，銀杏並
木の清掃活動

ボランティア活動を通じて豊かな情操と道徳心を育成する。 教学 ② 特色
継続・改善

(Ｈ15～)

地域社会との連携と地
域文化の理解
三島夏まつりの「みしま
サンバ」踊りの参加，学
校祭（桜陵祭）「農兵節」
「みしまサンバ」の実施

地域社会活動を実践することにより，地域の活性化に寄与
し，伝統や文化の理解を深める。

 教学 ② 特色
継続・改善

(Ｈ15～)

環境問題への取組
省エネ，節電，クールビ
ス，ゴミの分別及び古紙
等資源再利用，エコ
キャップ運動への参加

環境保全活動へ参加することにより，３Ｒ（リサイクル，リュー
ス，リデュース）の意識を向上させる。

 教学 ② 特色
継続・改善

(Ｈ23～)

生徒募集の強化
多様な学校説明会（本
校開催・地区別開催・私
塾対象）及び学校訪問
並びに進学塾訪問を実
施

主として静岡県東部地区及び神奈川県東部地区において，
きめ細かで多様な学校ＰＲにより志願者や入学者を確保す
る。

経営
予算

③ 重点
継続・改善

(Ｈ15～)

教員の採用計画
中長期的に定年退職者
及び生徒数等を予測し
た上で，計画的に専任
教員及び兼任教員を採
用

将来計画に基づいた教員採用を行い，人件費軽減を図り，
財政の健全化を図る。

経営
予算

③ 重点
継続・改善

(Ｈ12～)

総合体育館新築工事
老朽化体育館３棟と食
堂・講堂等に替わる，総
合体育館を建設中（平
成２８年７月完成予定）

総合体育館の完成により本校のほとんどすべての建物が耐
震構造となる。生徒が安心・安全な環境の下に学校生活を送
ることにより保護者からの信頼を得ることができる。使用面積
が拡大することにより授業の運用効率が向上する。

独自 ④
中・長期

（Ｈ25～Ｈ28）

事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

国際化教育の推進
国際クラス生徒の海外
長期留学及び豪州から
の留学生の受け入れ，
進学・特進クラス生徒の
海外語学研修の実施

グローバル社会で活躍するために必要な資質・能力を育成
するために実践的英語教育により英検資格の取得，ＴＯＥＦＬ
スコアアップ等を図り国際社会に通用する人材を育成する。

教学
予算

① 特色
継続・改善

(Ｈ13～)

高大連携教育の推進
併設する国際関係学部
教授陣による特色ある
外国語等授業の実施

付属高等学校ならではの大学先取り教育として，同一時間内
の授業でドイツ語・フランス語等複数言語を同時展開させる。
これにより，生徒は外国語をより身近に感じ，高等学校では
体験できない授業を受けることができる。

教学 ① 重点
継続・改善

(Ｈ26～)

三島高等学校・中学校

【高等学校・中学校共通】

【高等学校】
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奨学金制度の充実
三島後援会奨学金制度
を活用して優秀な生徒
を確保

学力・文化・スポーツ優秀者を支援し，進学実績を向上させ，
クラブ活動の活性化を図ることにより，ＰＲ効果を高める。ま
た，生活困窮家庭を救済して退学者・転学者を減少させる。

経営
予算

① 特色
継続・改善

(Ｈ12～)

進路指導からキャリア教
育への展開
日本大学及び他私立大
学，国公立大学及び医
療・福祉・幼児教育等多
様なニーズに対応する
進路ガイダンスの実施

高校入学時から卒業するまで，段階を踏み計画的に，生徒
一人ひとりにあった進路選択のための指導を行う。また，大学
卒業後の進路を見据えたキャリア教育に展開させていきた
い。

教学 ① 改善
継続・改善

(Ｈ28～)

事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

外国語教育の充実
英語検定試験資格取得
の推進，ネィティブス
ピーカーの職員室配
置，英語教育国内合
宿，国際化教育の集大
成としての海外修学旅
行の実施

英検は中学校３年生までに「準２級」以上を目標とする。学校
生活で日常英語に触れる機会を増やし，海外修学旅行によ
り実践的な外国語学習，異文化理解，生徒一人ひとりがグ
ローバル社会の一員であることを自覚させる。

教学
予算

① 特色
継続・改善

(Ｈ15～)

きめ細かな学習指導の
実践
少人数クラスによる英
語，数学の授業を実施
するとともに，学習到達
度別に補習を実施

本校独自の「学習ノート」を活用して，「自主的な学びの習
慣」を身につけさせ，学習意欲と理解度を深める。

教学 ① 特色
継続・改善

(Ｈ15～)

【中学校】
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事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

英会話授業における実
践指導
ﾈｲﾃｨﾌﾞｽﾋﾟｰｶｰによる英
会話授業を実践する。

①ﾘｽﾆﾝｸﾞを中心に英語運用能力の育成を目指す。
②ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化社会に対応する人材の育成を目指す。

経営
予算

① 特色
長期

(H26～)

教員の資質向上・教科
指導の充実化学習支援
体制の確立

①学校自己点検・評価，生徒の授業評価等の実施により
教員の自己努力がなされている。その結果，授業改善等
の成果が現れている。
②公開授業，研究授業により授業改善の工夫が図られて
いる。
③ｼﾗﾊﾞｽにより，生徒に学習指針を示すことで，学習効果
の向上を期している。また，継続的にｼﾗﾊﾞｽを検証し，工夫
改善を図っている。
④補習授業，自学習のｻﾎﾟｰﾄ体制を確立し，
学習向上が図られている。
⑤教員採用長期計画に基づき，若手教員の採用を行い，
将来の年齢構成並びに財政負担の適正化を図っている。

経営
予算

① 重点
長期

（H20～H31）

TOEIC・TOEIC Bridge
及び
漢字能力検定・数学検
定の実施

①　TOEIC Bridgeは1～3年生全員に，TOEICは3年特進
コース全員・全学年希望者に受検させる。
②　漢字能力検定は1年生全員・2～3年希望者に受検さ
せる。
③　数学検定は希望者に受験させる。
④　英語・国語・数学の基礎学力をつけさせる。
⑤　大学入試に係る学習意欲の評価材料として着目され
ている。

経営
予算

① 特色
長期

（H27～）

魅力ある学校づくりと社
会的評価の向上

①特進ｺｰｽの土曜日授業の実施
②特進ｺｰｽの授業の充実と国公立を始め難関私立大学へ
の進学率の向上
③週6日制への移行検討

経営
予算

① 重点
長期

（H25～）

地域社会との強い結び
つき及び社会貢献によ
る相互扶助精神の育成

①地元主催音楽祭等への吹奏楽部参加。
②「ｵｵﾑﾗｻｷ飛ばそう会」への協力。
③学校施設の開放。
④生徒会募金活動による天災被災地への支援。

経営
予算

② 重点
長期

（H20～）

地球温暖化防止対策と
資源の有効利用

①ｸｰﾙﾋﾞｽの実施や冷暖房の温度抑制など、CO2排出削
減に努める。
②「ｸﾘｰﾝｷｬﾝﾍﾟｰﾝ（校内外美化活動）」の実施と環境保護
の指導徹底。
③生徒会によるﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙｷｬﾌﾟ回収活動の実施。

経営
予算

②
長期

（H20～）

健全な経営基盤確立の
ため募集定員以上の確
保

学校財政の基盤安定と施設設備充実を図ることができる。
経営
予算

③ 重点
長期

（H19～）

広報活動の充実
学校案内及び学校紹
介DVDの制作
学校ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの充実
（毎日更新）

的確な学校情報の伝達
本校の知名度ｱｯﾌﾟや学習環境の良さなどｱﾋﾟｰﾙ

経営
予算

③ 特色
長期

（H24～）

ｷｬﾝﾊﾟｽ整備計画の検
討

ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝに基づいて新校舎建設へ向けｷｬﾝﾊﾟｽ整備の
計画を検討し，安心・安全で楽しく学べる魅力ある学校を
目指す。

経営
予算

④ 特色
長期

（H27～）

落雷，地震対策を実施
し，安心・安全なｷｬﾝﾊﾟ
ｽの実現を図る

①襲雷警報器を設置し，落雷への速やかな対応を可能と
する。
②地震速報端末ﾕﾆｯﾄを設置し，地震発生時の対応をより
よくする。

予算 ④ 重点 単年度

明誠高等学校

【高等学校】
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事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

ｸﾗﾌﾞ活動の充実

本部からの強化費助成金を得られたこともあり，平成27年
度は全国大会出場ｸﾗﾌﾞが8部であった。競技力の向上と共
に活気あふれる学校を目指すことができた。また，日本大
学の高大一貫7か年計画では，14のｸﾗﾌﾞが指定を受け，更
なる飛躍を見せている。

経営 ① 改善
中・長期
（H20～）

教員の資質向上の推進

教員の各種ｾﾐﾅｰ，国内外研修会への参加を積極的に進
めることにより，行動力と様々な能力を高める。企画能力並
びに問題意識・解決能力を高めつつ，生涯教育・国際化
への対応，情報化社会等の問題について，自己を再点検
する機会を得ると共に，学校運営や教育活動に役立てるこ
とができる。

経営 ① 改善
中・長期
（H20～）

学力向上対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
の設置

基礎学力到達度ﾃｽﾄ等の対策として，よりきめ細やかな学
習指導のﾉｳﾊｳを探りながら実践する。高い学習効果が期
待でき，更には進学率の向上も望むことができる。以上を
継続事業とし，生徒の学力向上と教員のｽｷﾙｱｯﾌﾟを図る。

経営
予算

① 重点
中・長期
（H26～）

きめ細やかな学習指導
の推進

1ｸﾗｽ35名を目安としながら少人数授業を実施する。基礎
学力を向上させるため，「学習方法習得体験」を全学年対
象に5教科で行う。また生徒個々の進度，必要に応じて補
習などを実施する。

経営
予算

① 改善
中・長期
（H20～）

高大連携教育の推進
生産工学部との遠隔授業を通じて，大学の高度な学びに
触れさせ，進学への意欲を高める。

経営 ① 特色
中・長期
（H20～）

奨学金の充実
本校独自の山形高等学校奨学金，ｺｶ・ｺｰﾗ育英奨学金を
はじめ，山形県高等学校奨学金など公的奨学金の存在を
保護者に積極的に案内する。

経営 ① 改善
中・長期
（H20～）

地域社会・同窓会・校
友会との連携

町内会や同窓会との情報交換をこれまで以上に密にし，
校友会各支部総会への出席を通じて情報収集や意見交
換を図る。多くの情報発信に努め，本校の社会貢献をPR
することができる。

経営
予算

② 改善
中・長期
（H20～）

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動の推進

献血の協力を進めるほか，生徒を中心にして図書の読み
聞かせ，ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙのｷｬｯﾌﾟ，書き損じはがきの回収，雪かき
ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ，各施設・大会等へのﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ参加などを実施，
さらには学園祭の売上金を寄附することで社会福祉に直
接貢献する。こうした活動を通し他人を思いやる心を養うこ
とができる。

経営
予算

② 特色
中・長期
（H20～）

危機管理への対応・対
策

生徒・教職員用として，防災用品（水・乾ﾊﾟﾝ・ﾌﾞﾗﾝｹｯﾄ）を
備蓄し，発電機や災害用ﾄｲﾚを整備する。また，保護者向
け緊急連絡ﾒｰﾙ連絡網を整備し，情報伝達の迅速性・確
実性を得ることができる。さらに危機管理ﾏﾆｭｱﾙをﾘﾆｭｰｱﾙ
し，教職員の意思統一を図り，対外的にも安全・安心感を
発信することができる。

経営
予算

③ 改善
中・長期
（H25～）

障害者雇用の推進

障害者の雇用の促進等に関する法律により，図書事務補
助の臨時職員として採用した。平成28年度には退職する
用務員の後任として，障害者の臨時職員の採用を計画し
ている。法人に求められる適正な雇用の条件の一端を満
たし，社会貢献を果たす。

経営 ③ 改善
中・長期
（H25～）

広報活動推進による大
学志願者数増

日本大学をはじめ難関大学への進学実績，特に，山形県
が推奨する医歯薬系への恒常的な進学者数の多さをｱﾋﾟｰ
ﾙし，将来的に生徒募集活動へつなげていくことが可能で
ある。

経営
予算

③ 改善
中・長期
（H24～）

山形高等学校

【高等学校】

74



特別支援教育事業の推
進

特色ある教育の施策として，不登校・発達障害を疑われる
生徒への支援体制として生徒生活支援委員会を設置し，
さらにｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰと位置付ける教員を配置することにより，
特別支援教育の充実を図る。

経営 ③ 改善
中・長期
（H23～）

学校説明会及び入試
相談会の推進

学校説明会を年5回開催するほか，県内各中学校や塾及
び予備校を積極的に訪問する。また各中学校主催の進路
学習会へ参加することにより，本校を希望する生徒や保護
者との距離が縮まる。本校の教育内容及び入試情報等を
PRし志願者増を図る。

経営 ③ 改善
中・長期
（H20～）

生徒の希望進路実現の
推進

生徒や卒業生への各種教育情報ﾃﾞｰﾀｻｰﾋﾞｽなども利用し
ながら，各学年に応じた適切な進路指導を立案し，進路及
び進学説明会，職業講話，就職指導（企業訪問・模擬面
接・公務員受験講座等）などを実現することで，生徒・保護
者の意識を高める。

経営
予算

③ 改善
中・長期
（H24～）

出張旅費内規の見直し
学校対抗競技(東北大会・全国大会等)生徒並びに教職員
旅費内規等について見直しを図り，支出の抑制を図る。

経営 ③ 重点 単年度

財政基盤の確立
ｾﾞﾛﾍﾞｰｽ予算の徹底，冗費の節減を図り，教職員の学校経
営に対する個々の意識改革の徹底により，経費節約等支
出削減につなげる。

経営
予算

⑤ 重点
中・長期
（H19～）

学生生徒等納付金の収
入確保

収入改善策の施策として，平成28年度入学生より授業料
の変更を行い，安定した収入確保に努める。

経営
予算

⑤ 重点 単年度
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事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

地球温暖化防止への
取組
・毎年度前年度対比
1％以上のｴﾈﾙｷﾞｰ使用
量の削減を目標
ｸｰﾙﾋﾞｽﾞ，ｳｫｰﾑﾋﾞｽﾞの
導入
・冷房温度28℃以
上，暖房温度20℃以
下の温度設定管理の
励行
空調設備の中央制御
化による温度
・設定管理の一元化
・建物の断熱化

（1）私立大学として，地球温暖化対策を推進でき
る。
（2）CO2などの温室効果ｶﾞｽの排出量が削減できる。
（3）熱・電気等のｴﾈﾙｷﾞｰ使用量が削減できる。

経営 ② 改善
継続・改善
（H19～）

CST，GA，NP各ｺｰｽの
設置

CSTｺｰｽでは，日本大学理工学部進学者増加の効果及び
高大連携教育の推進及びGAｺｰｽ，NPｺｰｽでは，それぞれ
のｺｰｽの特色を生かした効果の発揮

教学 ① 特色
継続・改善

（H18～）

（1）ｺﾞﾐの減量対策啓蒙
運動
（2）地球温暖化防止へ
の取組

(1)ｺﾞﾐの軽減に取り組むことによる，環境への配慮及びｺﾞﾐ
処理ｺｽﾄの削減
(2)CO2などの温室効果ｶﾞｽの排出量削減及び熱・電気等
のｴﾈﾙｷﾞｰ使用量の削減

独自 ②
継続・改善

（H18～）

予算の効率的執行・運
用

無駄のない予算の執行による教育環境の効果的充実と各
種教育ｻｰﾋﾞｽの充実

独自 ⑤
継続・改善

（H23以前～）

習志野高等学校

【高等学校】
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事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ教育の実践
海外語学研修などを通じて体得した経験に限らず，海外
学生との交流事業などを行うことで，国際社会を見据えた
視野を広げる環境を整備する。

教学
予算

① 特色
中・長期
（H28～）

学年毎の特色ある研修
の実現

全学年共通の研修のみならず，学年毎のﾆｰｽﾞに合った研
修会を開催することで，生徒のみならず教員の本学への帰
属意識を高める。

教学
予算

① 特色
中・長期
（H28～）

学生生活環境の安全・
安心の確保

震災対応のため非常食を常時1,500名分備蓄するため，新
入生用として500食分更新する。

経営
予算

① 改善
中・長期
（～H30）

学校全体の環境への取
組

学校全体での節電対策(不要な蛍光灯の削減，ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの
実施)を行い，環境に配慮することで福島県の置かれた状
況を考慮した学校環境を整える。

経営 ② 特色
中・長期
（～H30）

入試広報の充実
広報活動の充実により，本高校のｲﾒｰｼﾞｱｯﾌﾟと入学者数の
確保に努める。

経営
予算

③ 重点
中・長期
（～H30）

東北高等学校

【高等学校】
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事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

教育方法
幼児の発達上の困難と
課題への対応の重要性
から専門家を交えた「幼
児教育と発達」に関する
研修実施と実践の充実
を図る。

専門家の助言により個々の幼児の発達状況を知ることで，
具体的な対応を学ぶことができ，幼児一人ひとりの安定し
た生活を導くことが可能

独自 ① 重点 長期

教育方法
運動・音楽療法（ﾍﾙｽﾘ
ｽﾞﾑｽ）及び操作的・造
形的活動を感覚統合教
育の視点から深める。

幼児の心身のﾊﾞﾗﾝｽがとれた発育を促し，自己ｺﾝﾄﾛｰﾙす
る力が生まれる。

独自 ① 重点 長期

教育方法
幼児が保育者と共に畑
づくりを手掛け，季節毎
の野菜等を栽培し育て
ることで，収穫の楽しみ
や喜びを友達や周囲の
大人と分かち合う。

豊かな人間関係の育成と同時に，自然への興味・関心が
深まることで，幼児の探究心が芽生える。また表現活動に
もつながる。

独自 ① 重点 長期

地域社会との連携
地域防災計画への参画
00000000

災害時の近隣地域における本園の役割の明確化と地域貢
献。災害ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動による社会貢献。

独自 ② 重点 長期

社会貢献0
各種子育て支援（日常
における各種相談・ｱﾄﾞ
ﾊﾞｲｽの実施，夏・冬期
休暇期間中の預かり保
育開催，通常保育後の
預かり保育の実施）

子育てに関わる多様で難しい課題への一助と社会貢献。 独自 ② 重点 長期

社会貢献
発達の専門家を招いて
在園児や地域の未就園
児をもつ父母を対象に
子育てに関する講演会
を定期的に実施。

専門家によるｱﾄﾞﾊﾞｲｽによって，子育て中の父母の悩みや
不安を解消し，子育て支援の場を広げる。

独自 ② 重点 長期

建物等の施設設備
新園舎建設と仮設園舎
施設・用地の借用。

園舎の経年的老朽化に伴う園舎等の建替えと建替え期間
中の杉並区内施設の借用・改修。仮設園舎による保育の
継続。

予算 ④ 重点 長期

日本大学幼稚園

【幼稚園】
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事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

専修医の増員 専修医の増員を図ることでマンパワー不足の解消 独自 ①
継続

（H26～）

看護師のスキルアップ
ﾍﾞｯﾄｺﾝﾄﾛｰﾙﾅｰｽ，退院調整ﾅｰｽ，認定看護師の育成を強
化し，看護部全体のｽｷﾙｱｯﾌﾟを図る。

独自 ① 重点
継続

（H26～）

医療安全管理の強化
全教職員対象に定期的な講習を開催して危機意識を共有
する。

独自 ① 重点
継続

（H26～）

eﾗｰﾆﾝｸﾞの導入
ｽﾏｰﾄﾃﾞﾊﾞｲｽにより，いつでも，どこでも技術動画の復習が可
能な体制とすることと，各種院内講習会のｵﾝﾗｲﾝ受講を導
入し，受講率の向上を図る。

独自 ①   単年度

私立医科大学協会主
催の各種（庶務，経理，
用度，医事研究会等）
研修・研究会の参加

各種研修・研究会へ積極的に参加することで日頃の業務に
活用する。

独自 ① 特色
継続

（H26～）

市民公開講座を定期的
に開催

時節に合った病気の講演を企画して新患者数の増加を図
る。

独自 ②
継続

（H26～）

AED・心肺蘇生講習会
の開催

公共施設等でAEDの使用法，蘇生手順等の講演を行なう。 独自 ② 重点
継続

（H26～）

ちよだこども救急室の開
設

千代田区,神田医師会,千代田医師会,千代田保健所と連携
して平日の19時から22時まで予約無しでの15歳以下の診療
体制を実施。

独自 ② 特色
継続

（H26～）

省ｴﾈ対策の強化
ｸｰﾙﾋﾞｽﾞ等の奨励にて冷暖房費の削減を図る。また，節水，
節電による効率化も図ることができる。

独自 ②
継続

（H26～）

ﾍﾟｰﾊﾟﾚｽ会議の導入
ﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽ会議ｼｽﾃﾑを導入し，紙使用量を大幅に削減す
る。

経営 ② 単年度

廃棄物分別の徹底 ﾐｯｸｽﾍﾟｰﾊﾟｰの分別でごみの減量を図る。 独自 ②
継続

（H26～）

電子ｶﾙﾃｼｽﾃﾑの導入

病床利用状況の一元管理によって，病床及び手術室の利
用率向上を図る。また，診療情報の共有による患者サービス
の向上，（3） 医療材料，薬剤等の物流管理の把握による経
費削減を図ることができる。

経営 ③ 重点
継続

（H26～）

日本大学病院

【病院】
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7対１看護体制の維持 大幅な増員なしに看護体制を維持する。 独自 ③ 特色
継続

（H26～）

経費の削減

(1)後発医薬品に切り替えることでDPCの係数を上げることで
増収を図る。
(2)医療材料の値引き交渉を図る。
(3)SPDｼｽﾃﾑの継続。
(4)経費削減委員会（臨時）を設置し，医療材料・消耗品・水
道光熱費の抑制を監視，検討する。

経営 ③

継続
（H26～）

※(4)について
は，H28より実

施

一次，二次救急の積極
的な受入れ

夜間診療体制を確立して救急患者を受け入れることで患者
数の増加，医療収入の増加を図る。

独自 ③ 重点
継続

（H26～）

地域医療連携の強化
近隣の医師会や本学OBの開業している医院と定期的に勉
強会を開催し懇親を深める。

独自 ③ 重点
継続

（H26～）

ｾｶﾝﾄﾞｵﾋﾟﾆｵﾝ，特別診
察の開始

ｾｶﾝﾄﾞｵﾋﾟﾆｵﾝ,特別外来診察の自由診療を開始して患者数
の増加，収入増を図る。

独自 ③
継続

（H27～）

後方病院の確保
長期間の入院患者を後方病院に転院することで病床の回転
率を上げる。

独自 ③ 特色
継続

（H27～）

専門外来の設置
各診療科での特色を持った専門外来を午後診療に実施し
患者数増，収入増を図る。

独自 ③ 特色
継続

（H27～）
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事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

専修医・研修医制度の
充実。（専修医・専修指
導医の増員）

専修医・専修指導医を増員することにより，医師不足の現
状を改善し健康管理及び診療体制を充実させるとともに，
臨床能力を向上させ医療収入の増加を目指す。

経営 ① 重点
長期
（5年）

充実した初期臨床研修
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの提供，ﾌﾟﾛｸﾞﾗ
ﾑの見直しを図る。

臨床研修医の能力向上と人材確保を図ると共にﾏｯﾁﾝｸﾞ率
の向上を図る。

経営 ① 重点
長期
（5年）

看護に求められる臨床
研修の充実。

看護部門の体制を充実させるとともに看護部職員の能力
の向上を図る。
ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ研修，認定看護師，ﾄﾘｱｰｼﾞﾅｰｽ等の資格取得
推進，短期国外留学制度の制定。

経営 ① 重点
長期
（5年）

臨床検査技師の研修の
充実。
以下の研修・学会での
発表の義務化
東京都臨床検査技師
会研修会，国公私立大
学検査技師研修会， 私
立大学病院検査技師
長会教育ｾﾐﾅｰ，日本
臨床検査技師会医学
検査学会，日本細胞診
学会，日本病理学会，
日本超音波学会，循環
器学会，消化器肝臓学
会など

臨床検査部門の体制を充実させるとともに，臨床検査部技
師の能力の向上を図る。
優れた技術者を養成するためのﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの作成によるﾚﾍﾞ
ﾙの向上を図る人材育成。
領域のﾄｯﾌﾟﾘｰﾀﾞｰになるための学会参加と学術発表の義
務化。

経営 ① 重点
長期
（5年）

薬剤師の研修充実並び
にがん専門薬剤師，救
急認定薬剤師等の育
成。

薬剤部門の体制を充実させるとともに，薬剤師の能力向上
を図る。行政による「ﾁｰﾑ医療」の重視，薬剤師の役割重
視に対応する。病棟薬剤師の配置を図る。

経営 ① 重点
長期
（5年）

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ部門の充
実
（理学療法士，作業療
法士の補強）

高齢化社会における医療の充実を図るためには術前およ
び術後のﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝによる早期退院への支援が必須で
あり，心臓，呼吸器などの臓器別，癌などの疾患別ﾘﾊﾋﾞﾘ
ﾃｰｼｮﾝの充実を図る。

経営 ① 重点
中・長期
（3年）

がん診療拠点病院の充
実

・地域の医療機関との医療連携の促進（がん診療連携ﾊﾟｽ
の普及促進）。
・新規治療機材(ﾛﾎﾞｯﾄ手術支援ｼｽﾃﾑ：ﾀﾞｳﾞｨﾝﾁ)の導入や
放射線療法（IMRT）の充実による治療のﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ。
・癌に対するﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝの充実を図る。
・院内がん登録体制の整備。

経営 ① 重点
中・長期
（3年）

二次救急医療の充実

二次救急医療のさらなる充実による外来入院患者数の増
加。地域医療機関との医療連携の促進に多大の効果が期
待できる。総合科・救命救急ｾﾝﾀｰを中心に全科によるﾊﾞｯ
ｸｱｯﾌﾟ体制の強化により幅広い患者層に対応できるｼｽﾃﾑ
の構築。総合力を養うことによる臨床医の育成が可能にな
ることでより多くの研修医獲得が可能になる。

経営 ① 重点
継続・改善

（2年）

医療安全管理の充実

・ｽﾀｯﾌの増員，電子ｶﾙﾃ導入による医療安全管理の充
実。
・産学協同による医療安全に必要な機器および技術の開
発。
・急変時対応ﾁｰﾑ，医療技術のﾏﾆｭｱﾙ化など組織的ﾘｽｸﾏ
ﾈｰｼﾞﾒﾝﾄの充実を図る。

経営 ① 重点
長期
（5年）

医学部付属板橋病院

【病院】
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臨床研究推進ｾﾝﾀｰの
充実

今後，臨床研究は倫理指針の変更を受けて大きく変化し，
臨床研究が可能となる病院は限定されてくるので，製薬あ
るいは公的な臨床研究の資本は限定された病院に投資さ
れるようになる。当病院も臨床研究の推進には，その資本
投下が可能となる体制の構築が急務で，ｼｽﾃﾑが確立する
ことにより今後の病院収入の増加が見込める。

経営 ① 重点
継続・改善

（2年）

大学病院の地域貢献

特定機能病院，地域がん診療連携拠点病院，救命救急ｾ
ﾝﾀｰ，こども救命ｾﾝﾀｰ（都内4施設のひとつ），ｽｰﾊﾟｰ周産
期ｾﾝﾀｰ（都内4施設のひとつ），緊急大動脈重点病院（都
内11施設のひとつ），脳卒中急性期指定病院，東京都小
児がん診療病院の特性を活かした地域社会への貢献を図
る。

経営 ② 重点
長期
（5年）

医療安全の充実，院内
感染対策の体制強化

特定機能病院の役割，社会的責務の履行を図る。医療安
全管理の学術的貢献も行う。

経営 ② 重点
長期
（5年）

各拠点病院認定に伴う
公開講座の開設

紹介患者等の増加を目指し，医療収入の増加を図る。 経営 ② 重点
長期
（5年）

医師による国際学会に
おける発表の推進とそ
の支援

病院における医療の最新化，教育・研究の促進と共に医
学・医療情報の地域還元を図る。

経営 ② 重点
長期
（5年）

JICAなどを介して海外
医療従事者の研修の受
け入れ

海外医療の充実と貢献を図る。 経営 ② 重点
長期
（5年）

国内における講習会，
治験説明，啓発事業な
どでの招聘要請に対す
る職員の派遣

大学病院としてのｽﾃｰﾀｽ維持と共に積極的な治験の受託
の推進，機能の充実を図る。研究に関連した病院内各種
研究推進ｼｽﾃﾑ構築を推進。

経営 ② 重点
長期
（5年）

地域医療機関，医師会
と本病院において外来
化学療法の充実と地域
連携ﾊﾟｽ（各種がん，脳
卒中，糖尿病等）への
取り組みの連携を図る

地域医療連携の推進のための連携室の充実と機能強化。
紹介を受けるだけでなく，退院および転院への支援強化。

経営 ② 重点
長期
（5年）

省ｴﾈ対策の強化 節水，節電等による照明器具等の高効率化が図れる 予算 ② 改善
長期
（5年）

廃棄物分別の徹底 再利用化の促進が図れる。 予算 ② 改善
中・長期
（3年）

医療情報課の機能強化
の検討

ITによる情報管理と戦略の立案
(1)診療に関する情報の把握による原価計算が可能になり
収支の透明化が図れる
(2)患者ﾃﾞｰﾀの分析による今後の診療傾向を把握すること
により，短期，中期，および長期の病院経営戦略を立案す
ることが可能になる。
(3)電子ｶﾙﾃからの患者情報をﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ化することにより
臨床研究の推進が図れる。
(4)地域の患者情報を共有するｼｽﾃﾑを構築することで地域
連携を強化できる。

経営 ③ 改善
中・長期
（3年）

電子ｶﾙﾃｼｽﾃﾑの充実

(1)病床利用状況の一元管理によって，病床及び手術室の
利用率向上を図る。
(2)診療情報の共有による患者ｻｰﾋﾞｽの更なる向上。
(3)薬剤及び医療材料等の物流情報の把握によるさらなる
経費削減。
(4)院内の各種情報共有による医療安全管理の高度化。

経営 ③ 改善  単年度
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消耗品，医療材料費等
の削減を図る

(1)薬事委員会による継続的な後発医薬品（ｼﾞｪﾈﾘｯｸ）へ
の切り替えを図る。
ｼﾞｪﾈﾘｯｸ医薬品使用率は今後もDPC改定の重要な改定部
分でありこの切り替えは行政の方針に従うとともに医療収入
の大幅な増大に貢献する。
(2)薬価改定に伴う値引き交渉を図る。
(3)医療材料の値引き交渉を図る。
(4)常駐非使用医療材料の整理。

予算 ③ 重点
中・長期
（3年）

7対1看護体制の維持
入院収入の増収，看護体制の充実，患者ｻｰﾋﾞｽの向上。7
対1入院基本料算定による入院収入の増加。高度急性期
病床を充実させ，診療報酬の改定，DPC改定に対応する。

経営 ③ 重点
長期
（5年）

患者未収入金回収事
業

外部の弁護士事務所に患者未収入金の回収業務を依頼
することにより，高い回収効果が期待できる。なお，業者へ
の支払は成功報酬率の見直しを図る。

予算 ③ 重点
中・長期
（3年）

特定機能病院の特徴を
生かした高度先進医療
への取り組み

効率化，高質化のなお一層の推進を図る。 経営 ③ 重点
長期
（5年）

専門診療体制への取組
み

新たに特化した専門診療科を設置して付加価値を高め
る。

経営 ③ 重点
長期
（5年）

診療環境の改善
適正病床数と療養環境の改善を検討。ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動の受
け入れ推進を図る。

経営 ③ 重点
長期
（5年）

地域医療機関との連携
の充実・強化

特定機能病院の役割，社会的責務の履行を図る。医療連
携ｾﾝﾀｰの業務拡大，充実を図る。

経営 ③ 重点
長期
（5年）

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの充実
日本工業規格のWebｱｸｾｼﾋﾞﾘﾃｨ規定に基づくﾘﾆｭｰｱﾙを
行い，総務省が推進しているﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞのﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化を図
る。

経営 ③ 改善 単年度

地域への情報発信 地域医療の充実を図る 経営 ③ 重点
中・長期
（3年）

国の医療政策としてあ
げられている5疾病（が
ん，脳卒中，急性心臓
疾患，糖尿病，精神疾
患）及び5事業（小児医
療，救急医療，災害医
療，周産期医療等）の
各基幹あるいは中核病
院認定に向けての院内
整備

国や行政が最も重視する医療が，現在の医療制度におけ
る5疾病・5事業であり，従来の4疾病・5事業から変更され
た。医療法改正においてもこの行政の重点項目は継続さ
れる見込みであり，院内整備も継続して行って行く必要が
ある。
地域がん診療連携拠点病院に加え，東京都小児がん診療
病院の認定を受けている。

経営 ③ 重点
中・長期
（3年）

自由診療項目の開始
大学でのみ可能な品質管理された自由診療の開始（美容
整形など）

経営 ③ 特色
中・長期
（4年）

高度先進医療の推進
現在行われている先進医療に加え，今後導入，発展する
であろう再生医療に向けての先進医療の開始を目指す。
（脱分化細胞を使用した再生医療など）

経営 ③ 重点
長期
（5年）
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変革する医療制度への
対応
(1) 医療連携ｾﾝﾀｰの機
能充実。
(2)総合診療科の充実
による医療機関としての
機能・役割
 (3)地域がん診療連携
拠点病院，東京都小児
がん診療病院として「医
療機関に対する研修制
度」，「がん等の治療成
績情報の管理」，「緩和
ｹｱの充実」，「患者相談
の対応」等の更なる充
実を図る。
(4)災害拠点病院として
の機器の整備を図る。
(5)院内通信設備（PHS
の充実）による7対1看
護体制のもと情報伝達
の向上と医療安全の向
上を図る。

(1)上記の5疾病5事業に対して切れ目のない医療を供給
する体制の整備が必要であり，当病院は，行政の定める急
性期病院として地域医療連携の充実を目指すことが求めら
れており，この一環として新設されたｾﾝﾀｰ機能の充実を図
る。
(2)高齢化社会を視野にした在宅医療担当医との連携を図
るため総合診療科での実技指導およびﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ室で
の講習を行う。
(3)地域がん診療連携拠点病院としての機能充実は当院の
最も重要な機能充実を意味しており，継続的に続ける必要
がある。
東京都小児がん診療病院の認定を受けたことから，小児が
ん診療のより充実，高度化を図り，がん診療のなお一層の
充実を図る。
(4)上記5疾病・5事業のうちの一つである災害医療の充実
を計ることは当院の重要な機能の充実の一環として欠かせ
ない。
(5)情報伝達の充実は医療安全管理の向上および災害時
のBCPにも寄与する重要ﾎﾟｲﾝﾄである。

経営 ③ 重点
中・長期
（3年）

病棟薬剤業務実施加
算の請求

平成27年8月から全病棟に薬剤師の配置が完了したので，
今後は病棟業務の拡充を図り，安定した病棟薬剤業務実
施加算業務を行い入院収入の増加をはかる。

予算 ③ 重点  単年度

薬剤管理指導業務を全
ての病棟で実施

平成27年8月から全病棟に薬剤師の配置が完了し，病棟
薬剤業務を向上させ，薬剤管理指導料の件数を増やし入
院収入の増加を図る。

予算 ③ 重点 単年度
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事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

医療連携部を中心とした
地域医療機関や同窓会と
の連携の強化

紹介元の地域医療機関・同窓会との連携強化を推進し，
患者ｻｰﾋﾞｽの向上を図る。

独自 ② 改善
中・長期

（H26～30）

三島歯科医療ｾﾝﾀｰの開
設

国際関係学部三島駅北口校舎内に歯科口腔外科を中心
とする
歯科病院の分院を開設することにより，地域住民により専
門性の高い歯科医療ｻｰﾋﾞｽを提供する。
①大学病院が実施する専門性の高い歯科医療を提供し
て，地元歯科医師会との連携を図り，日本大学歯学部をｱ
ﾋﾟｰﾙするとともに，大学病院としてのﾌﾞﾗﾝﾄﾞ力が高まる。
②静岡県東部地域初の歯科口腔外科施設として収入の増
加を図り，本学部の安定的収入源となるよう努める。更に入
院を伴う医療について，本院への紹介状の増加が期待で
きる。

予算 ② 特色
中・長期
（H27～ ）

医療収入の増収

①入院患者数の増を図る。
　　(1)　口腔外科における手術件数の増加。
　　(2)　ﾍﾞｯﾄﾞ（24床）の稼働率向上。
②外来患者数の増加を図る。
　　(1)　同窓会と連携し，紹介患者の積極的な受け入れを

     行う。
　　(2)　患者の診療計画を見直し，1か月あたりの診療日数
　　　　　の増加を図る。
　　(3)　病院ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞで高度歯科医療のＰＲを行う。
　　(4)　診療ﾕﾆｯﾄの器具の標準化とｵｰﾌﾟﾝ化（学生用
　　　　　除く）による診療ﾕﾆｯﾄ稼働率の向上を図る。
③診療の算定漏れ，間違いを少なくし，適正なﾚｾﾌﾟﾄ作成
　　の徹底とその指導を図る。

独自 ③ 重点
中・長期

（H25～28）

病院経費の削減と業務の
効率化

医療材料の整理統合
①医療材料をﾏｽﾀｰ化して各部門からの発注方法を
容易にし，発注・納品を一元化することにより軽減化を図
る。
また，調達ﾘｽﾄを作成し，多数業者の入札で価格を決定す
ることにより，購入価格の低廉化を図る。
②ｼﾞｪﾈﾘｯｸ医薬品の採用及び消耗品は使用用途に
応じての使い分けを徹底するなどして，医療材料の質を担
保し，より安価な材料への見直しを行う。
③新病院の建設を見据えて，機器の購入・修理等につい
ては慎重に対応する。
④外注技工委託料金の見直しを図る。
⑤技工管理室の内製化向上により，技工物の外部委託を
減らす。

独自 ③ 改善
中・長期

（H27～29）

歯学部付属歯科病院

【病院】
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事 業 計 画 内容・効果 関連
事業
分類

特記
事項

実施時期

臨床研修歯科医師制
度の充実

ｻﾎﾟｰﾄ体制を充実させ，研修医の診療を促すことにより，良
き臨床医の育成を目指す。

教学 ① 改善
中・長期
（H28～）

茨城県歯科医師会
災害時身元確認活動
同歯科医師会災害派
遣ﾁｰﾑへの歯科医師の
派遣

地域医療へ貢献することができる。 独自 ② 特色 単年度

診療予約ｾﾝﾀｰの設置
付属病院管理課の職員を有効に活用し当該ｾﾝﾀｰ業務を
担当させ，ﾕﾆｯﾄの稼働率を向上させることによる医療収入
の増加を図る。

経営 ③ 改善
中・長期
（H28～）

松戸歯科病院

【病院】
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４　平成２８年度予算

　①平成 28 年度　資金収支予算書

（単位：円）

科　　　　　目

△

△

△

△

△

△

△ △ △

（単位：円）

科　　　　　目

△

△

△

△

△

△ △ △

地方公共団体補助金収入

平 成 年 月 日 か ら
平 成 年 月 日 ま で

収　入　の　部

予 算 額 前 年 度 予 算 額 増 減

学 生 生 徒 等 納 付 金 収 入

手 数 料 収 入

寄 付 金 収 入

補 助 金 収 入

国 庫 補 助 金 収 入

収 入 の 部 合 計

資 産 売 却 収 入

付 随 事 業 ・ 収 益 事 業 収 入

医 療 収 入

受 取 利 息 ・ 配 当 金 収 入

雑 収 入

借 入 金 等 収 入

前 受 金 収 入

そ の 他 の 収 入

資 金 収 入 調 整 勘 定

当 年 度 収 入 合 計

前 年 度 繰 越 支 払 資 金

教 育 研 究 経 費 支 出

医 療 経 費 支 出

管 理 経 費 支 出

借 入 金 等 利 息 支 出

借 入 金 等 返 済 支 出

翌 年 度 繰 越 支 払 資 金

支 出 の 部 合 計

設 備 関 係 支 出

資 産 運 用 支 出

そ の 他 の 支 出

予 備 費

資 金 支 出 調 整 勘 定

当 年 度 支 出 合 計

施 設 関 係 支 出

支　出　の　部

予 算 額 前 年 度 予 算 額 増 減

人 件 費 支 出

教 育 研 究 経 費 支 出
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（ 収　入　の　部 ）

学生生徒等納付金収入 (1,069 億 3,836 万円 ) は，授業料，入学金，実験実習料，施設設備資金，教育

充実料及びその他の納付金の収入である。次のグラフは , 平成 28 年 4 月 1 日現在の在籍予定学生生徒等

数 (94,181 名 ) である。

手数料収入 (39 億 1,893 万円 )は，入学検定料，試験料 , 証明手数料及びその他の手数料収入である。

寄付金収入 (42 億 7,417 万円 )は，特別寄付金及び一般寄付金の収入である。このうち，特別寄付金は

用途が指定された寄付金収入であり ,創立 130 周年記念事業募金が含まれる。

学生生徒等数 (94,181 名 ) 構成図

②資金収支予算の概要

資金収支予算は，当該会計年度の教育・研究その他諸活動に対応するすべての収支内容並びに支払資

金の収支のてん末を明らかにするものである。

平成 28 年度資金収支予算額は，前年度予算比で 110 億円増加の 2,698 億円になった。

前年度予算比での主な増減額・増減事由を見ると，収入の部では，学生生徒等納付金収入が 21 億円の

増収，医療収入が 17 億円の増収になった。

支出の部では，人件費支出が退職金の増加により 57 億円の支出増，施設関係支出が部科校での校舎建

設により 27 億円の支出増になった。

大学院

2,909名
（3.09%）

大学（第一部）

65,895名
（69.97%）

大学（第二部）

565名（0.60%）

大学（通信教育部）
6,280名（6.67%）

短期大学部･短大専攻科

821名（0.87%）

専修学校 619名（0.66%）

高等学校

14,466名
（15.36%）

中学校 2,339名
（2.48%）

小学校・幼稚園  287名
 （0.30%）

94,181名
(100%)

学生生徒等総数
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補助金収入 (155 億 1,861 万円 ) は，国庫補助金及び地方公共団体補助金の収入である。このうち , 最

も大きな割合を占めているものが国庫補助金の中の私立大学等経常費補助金である。

補助金の推移

（注）平成 27･28 年度は予算額

資産売却収入 (50 万円 )は，施設及び設備の売却収入である。

付随事業・収益事業収入（30 億 6,127 万円）は，補助活動収入，附属事業収入及び受託事業収入である。

医療収入 (499 億 3,523 万円 ) は，日本大学病院及び医学部・歯学部・松戸歯学部の付属病院における

入院収入，外来収入及びその他の医療収入である。

受取利息・配当金収入（18 億 5,064 万円）は，第 3号基本金引当特定資産運用収入及びその他の受取利息・

配当金収入である。

雑収入 (69 億 7,442 万円 )は，私立大学退職金財団交付金収入，施設設備利用料収入，過年度修正収入

及びその他の雑収入である。

借入金等収入（20 億円）は，校舎建設に係る支払資金として日本私立学校振興・共済事業団又は市中

金融機関から借入れる長期借入金である。

0

50

100

150

200

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

168 170
160

155

億円

私立大学等経常費
 補 助 金 受 入 額 96億円 96億円100億円 100億円

21 18 14 16 11

75 82 82 84
82

72
76

74 60
62

176

93億円

文部科学省・地方公共団体等補助金受入額

私立大学等経常費補助金一般補助受入額

私立大学等経常費補助金特別補助受入額
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教育研究経費支出及び管理経費支出の推移

借入金等利息支出（1 億 7,440 万円）は，日本私立学校振興・共済事業団及び市中金融機関からの借入

金に係る支払利息である。

借入金等返済支出（12 億 8,113 万円）は，日本私立学校振興・共済事業団及び市中金融機関からの借

入金に係る返済額である。

施設関係支出（296 億 2,749 万円）は，土地，建物，構築物及び建設仮勘定の支出で，設備関係支出 （68

億 6,491 万円）は，教育研究用機器備品，管理用機器備品，図書，車両，船舶 ･ 舟艇，教育研究用ソフト

ウェア及び管理用ソフトウェアの支出である。

（ 支　出　の　部 ）

人件費支出（1,057 億 4,805 万円）は，教員人件費，職員人件費及び退職金の支出である。

教育研究経費支出（601 億 4,570 万円）は，教育・研究等の活動に要する消耗品費，光熱水費，通信費，

印刷費，修繕費及び業務委託費等の経費支出であり，中科目として「教育研究経費支出」と付属病院にお

ける医療（診療）行為に使用する「医療経費支出」に区分表示している。

管理経費支出（70 億 4,623 万円）は，法人業務・管理業務に伴う消耗品費，光熱水費，通信費，印刷費，

修繕費及び業務委託費等の経費支出である。

（注）平成 27･28 年度は予算額

550

575

600

625

420

440

460

480

50

75

100

125

150

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

教育研究経費支出（大科目）

教育研究経費支出（中科目）

医療経費支出（中科目）

管理経費支出

億円

574 570

606
599 601億円

437
432

468
462

455億円

137 138 138 137
146億円

68 69
74 73 71億円
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活動区分資金収支は，学校法人会計基準の改正により , 平成 27 年度決算より作成が義務付けられる計

算書であり , 資金収支を「教育活動」・「施設整備等活動」・「その他の活動」に区分し，活動区分ごとの資

金の流れを明らかにするものである。

平成 28 年度予算では，教育活動資金収支差額は 143 億円の収入超過，施設整備等活動資金収支差額は

280 億円の支出超過になり，合計は 137 億円の支出超過になった。また，その他の活動資金収支差額は

159 億円の収入超過，予備費を差し引いた当年度支払資金の増減額は 12 億円になった。

平成 28 年度　活動区分資金収支予算

―　活動区分資金収支予算について　―

１　教　育　活　動　に　よ　る　資　金　収　支 （単位：千円）

２　施　設　整　備　等　活　動　に　よ　る　資　金　収　支

３　そ　の　他　の　活　動　に　よ　る　資　金　収　支

翌 年 度 繰 越 支 払 資 金 36,744,850 

支 払 資 金 の 増 減 額 ③ ＋ ④ － ⑤ 1,171,580 

前 年 度 繰 越 支 払 資 金 35,573,270 

その他の活動資金収支差額（c）＋（d）＝④ 15,877,350 

予 備 費 ⑤ 1,000,000 

差 引 （ a ） － （ b ） ＝ （ c ） 15,872,050 

調 整 勘 定 等 （ d ） 5,300 

そ の 他 の 活 動 資 金 支 出 計 （ b ） 21,471,450 そ の 他 の 活 動 資 金 収 入 計 （ a ） 37,343,500 

そ の 他 支 出 等 907,910 そ の 他 収 入 等 334,310 

借 入 金 等 利 息 支 出 174,400 受 取 利 息 ・ 配 当 金 収 入 1,850,640 

その他の引当特定資産等繰入支出 19,108,010 その他の引当特定資産等取崩収入 33,158,550 

 科　　　　目  予　算　額  科　　　　目  予　算　額

借 入 金 等 返 済 支 出 1,281,130 借 入 金 等 収 入 2,000,000 

施 設 整 備 等 活 動 資 金 収 支 差 額
（ C ） ＋ （ D ） = ②

△ 27,990,130 

教 育 活 動 資 金 収 支 差 額 ＋
施設整備等活動資金収支差額①＋②＝③

△ 13,705,770 

差 引 （ A ） － （ B ） ＝ （ C ） △ 28,182,460 

調 整 勘 定 等 （ D ） 192,330 

9,320,000 

施 設 整 備 等 活 動 資 金 支 出 計 （ B ） 38,412,400 施 設 整 備 等 活 動 資 金 収 入 計 （ A ） 10,229,940 

施設整備等活動引当特定資産取崩収入

施設整備等活動引当特定資産繰入支出 1,920,000 施 設 設 備 売 却 収 入 500 

設 備 関 係 支 出 6,864,910 施 設 設 備 補 助 金 収 入 866,510 

予　算　額

施 設 関 係 支 出 29,627,490 施 設 設 備 寄 付 金 収 入 42,930 

教育活動資金収支差額（ウ）+（エ）＝① 14,284,360 

 科　　　　目  予　算　額  科　　　　目 

差 引 （ ア ） - （ イ ） ＝ （ ウ ） 16,769,660 

調 整 勘 定 等 （ エ ） △ 2,485,300 

教 育 活 動 資 金 支 出 計 （ イ ） 172,937,970 教 育 活 動 資 金 収 入 計 （ ア ） 189,707,630 

49,935,230 

雑 収 入 6,970,500 

医 療 収 入

管 理 経 費 支 出 7,044,220 付 随 事 業 収 入 3,061,270 

（ 医 療 経 費 支 出 ） 14,581,790 経 常 費 等 補 助 金 収 入 14,652,100 

（ 教 育 研 究 経 費 支 出 ） 45,563,910 寄 付 金 収 入 4,231,240 

106,938,360 

教 育 研 究 経 費 支 出 60,145,700 手 数 料 収 入 3,918,930 

 科　　　　目  予　算　額  科　　　　目  予　算　額

人 件 費 支 出 105,748,050 学 生 生 徒 等 納 付 金 収 入
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　③平成 28 年度　事業活動収支予算書

（単位：円）

科　　　　　目

【 教 育 活 動 収 支 】

学 生 生 徒 等 納 付 金

手 数 料

寄 付 金

経 常 費 等 補 助 金 △

付 随 事 業 収 入

医 療 収 入

雑 収 入

教 育 活 動 収 入 計

人 件 費

教 育 研 究 経 費

（ 教 育 研 究 経 費 ） △

（ 医 療 経 費 ）

管 理 経 費

徴 収 不 能 額 等

教 育 活 動 支 出 計

【 教 育 活 動 外 収 支 】

受 取 利 息 ・ 配 当 金 △

教 育 活 動 外 収 入 計 △

借 入 金 等 利 息

教 育 活 動 外 支 出 計

△

【  特  別  収  支  】

資 産 売 却 差 額

そ の 他 の 特 別 収 入

特 別 収 入 計

資 産 処 分 差 額 △

そ の 他 の 特 別 支 出

特 別 支 出 計 △

△

△ △ △

△ △

△ △

△ △

(　参　　　　　　考　)

収
入
の
部

　
事
業
活
動

平 成 年 月 日 か ら
平 成 年 月 日 ま で

区　分 予 算 額 前 年 度 予 算 額

経 常 収 支 差 額

教 育 活 動 収 支 差 額

収
入
の
部

事
業
活
動

支
出
の
部

事
業
活
動

教 育 活 動 外 収 支 差 額

収
　
入
　
の
　
部

事
　
業
　
活
　
動

支
　
出
　
の
　
部

事
　
業
　
活
　
動

増 減

支
出
の
部

　
事
業
活
動

特 別 収 支 差 額

翌 年 度 繰 越 収 支 差 額

予 備 費

事 業 活 動 収 入 計

事 業 活 動 支 出 計

当 年 度 収 支 差 額

基 本 金 組 入 額 合 計

当 年 度 収 支 差 額

前 年 度 繰 越 収 支 差 額

基 本 金 組 入 前
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④事業活動収支予算の概要

事業活動収支予算は，当該会計年度の教育・研究その他諸活動を「教育活動収支」・「教育活動外収支」・

「特別収支」に区分し，活動区分ごとの事業活動収入及び事業活動支出の内容並びに基本金組入額を含め

た収支の均衡状態を示すものである。

（ 教 育 活 動 収 支 差 額 ）

教育活動収支差額（37 億 5,962 万円）は，学校法人の教育活動に係る収支状況を表しており，教育活

動収入から教育活動支出を差し引いた額である。 

（ 教 育 活 動 外 収 支 差 額 ）

教育活動外収支差額（16 億 7,624 万円）は，財務活動など学校法人の教育活動以外の経常的な活動に

係る収支状況を表しており，教育活動外収入から教育活動外支出を差し引いた額である。

（ 経 常 収 支 差 額 ）

経常収支差額（54 億 3,586 万円）は，学校法人の経常的な活動に係る収支状況を表しており，教育活

動収支差額と教育活動外収支差額の合計である。

（ 特 別 収 支 差 額 ）

特別収支差額（7 億 6,414 万円）は，経常的な活動以外の臨時的な活動に係る収支状況を表しており，

特別収入から特別支出を差し引いた額である。

教育活動収支差額の構成

0 500 1,000 1,500 2,000 億円

教
育
活
動
支
出

教
育
活
動
収
入

学生生徒等納付金
1,069

医療収入
499

その他
182

教育活動収入計　1,897億円

教育活動支出計　1,860億円

教育研究経費（大科目）
792

うち教育研究経費
646

147経常費等補助金

人件費
986

管理経費等 82うち医療経費
146

教育活動収支差額

37億円
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（ 基 本 金 組 入 前 当 年 度 収 支 差 額 ）

　基本金組入前当年度収支差額（52 億円）は，経常収支差額と特別収支差額の合計から予備費を差し引

いた額である。

基本金組入前当年度収支差額の構成

0 1,820 1,860 1,900 1,940億円

事
業
活
動
支
出

事
業
活
動
収
入

うち教育活動収入
1,897

うち
教育活動外収入

19

経常収入
1,916

特別
 収入

11

うち教育活動支出
1,860

うち教育活動外支出 2

経常支出
1,862

特別支出 3

予備費
10

事業活動収入計 1,927億円

事業活動支出計 1,875億円

基本金組入前

52億円
当年度収支差額

（ 基 本 金 組 入 額 ）

　基本金組入額は，学校法人の永続的維持に必要な資産を継続的に保持するために，維持すべきものとし

て組入れた金額である。

基本金には，第 1号基本金から第 4号基本金まで，4種類の基本金がある。

第 1号基本金は，施設設備の整備拡充のために支出する金額であり，平成 28 年度は 262 億円を組入れる。

第 2 号基本金は，施設設備を取得するために，事前に組入れる金額であり，平成 28 年度は新規設定に

係る組入れ額が 1億円であり，第 1号基本金への振替は 25 億円である。

第 3号基本金は，教育・研究活動の維持向上を目的として設定する教育研究基金，奨学基金等の額であ

り，平成 28 年度は 4億円を組入れる。

第 4号基本金は，恒常的な資金の維持のための設定であり，平成 28 年度は組入れを行わない。

（ 当 年 度 収 支 差 額 ）

当年度収支差額（△ 190 億円）は基本金組入前当年度収支差額から基本金組入額を差し引いた額である。
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５　財務状況推移及び財務比率の経年（5 年）比較

　①財務比率（決算・予算）の推移（平成 24 年度～平成 28 年度）

経 常 収 入

人 件 費

学 生 生 徒 等 納 付 金

借 入 金 等 利 息

経 常 収 入

教 育 研 究 経 費

経 常 収 入

管 理 経 費

経 常 収 入

補 助 金

事 業 活 動 収 入

基 本 金 組 入 前
当 年 度 収 支 差 額

事 業 活 動 収 入

事 業 活 動 支 出

事業活動収入－基本金組入額

固 定 資 産

純 資 産

固 定 資 産

純 資 産 ＋ 固 定 負 債

流 動 資 産

流 動 負 債

総 負 債

総 資 産

総 負 債

純 資 産

繰 越 収 支 差 額

負 債 ＋ 純 資 産
（14）

繰 越 収 支 差 額
構 成 比 率

×１００ △ 36.9  △ 38.9  △ 40.4  

（13）負 債 比 率 ×１００

（12）総 負 債 比 率 ×１００

（11）流 動 比 率 ×１００

（10）固 定 長 期 適 合 率 ×１００

（８）

（９）固 定 比 率 ×１００

基 本 金 組 入 後
収 支 比 率

×１００

（６）補 助 金 比 率 ×１００

（７）
事 業 活 動 収 支
差 額 比 率

×１００

（５）管 理 経 費 比 率 ×１００

（４）教 育 研 究 経 費 比 率 ×１００

人 件 費 比 率
人 件 費

×１００

（３）借 入 金 等 利 息 比 率 ×１００

26年度
決算

27年度
予算

（２）人 件 費 依 存 率 ×１００

（１）

事   業   活   動   収   支   計   算   書   財   務   比   率   の   推   移

名 称 算 式
24年度
決算

25年度
決算

28年度
予算

△ 1.5  

貸   借   対   照   表   財   務   比   率   の   推   移

（注）平成 24 ～ 26 年度決算の財務比率は ,平成 27 年度からの学校法人会計基準改正によって変更された財務比率に置き換えて表示し

ている。

95



②資金収支決算・予算の推移（平成 24 年度～平成 28 年度）

１ 学生生徒等納付金収入

２ 手 数 料 収 入

３ 寄 付 金 収 入

４ 補 助 金 収 入

５ 資 産 売 却 収 入

６ 付随事業・収益事業収入

７ 医 療 収 入

８ 受取利息・配当金収入

９ 雑 収 入

借 入 金 等 収 入

前 受 金 収 入

そ の 他 の 収 入

資 金 収 入 調 整 勘 定 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △

前 年 度 繰 越 支 払 資 金

１ 人 件 費 支 出

２ 教 育 研 究 経 費 支 出

（教育研究経費支出）

（ 医 療 経 費 支 出 ）

３ 管 理 経 費 支 出

４ 借 入 金 等 利 息 支 出

５ 借 入 金 等 返 済 支 出

６ 施 設 関 係 支 出

７ 設 備 関 係 支 出

８ 資 産 運 用 支 出

９ そ の 他 の 支 出

予 備 費

資 金 支 出 調 整 勘 定 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △

翌 年 度 繰 越 支 払 資 金

支 出 の 部 合 計

決　算　額
科　　　　　目

24　　年　　度

当 年 度 支 出 合 計

当 年 度 収 入 合 計

構成比（％）

支

出

の

部

26　　年　　度

決　算　額

収 入 の 部 合 計

収

入

の

部

構成比（％）

25　　年　　度

決　算　額

（単位：千円）

予　算　額

区

分 予　算　額

27　　年　　度 28　　年　　度

構成比（％） 構成比（％） 構成比（％）

（注）平成 24 ～ 26 年度決算額は ,資金収支決算を ,平成 27 年度からの学校法人会計基準改正によって変更された資金収支科目に置き換えて表示している。
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③事業活動収支決算・予算の推移（平成 24 年度～平成 28 年度）

事業活動
収入比（％）

事業活動
収入比（％）

事業活動
収入比（％）

事業活動
収入比（％）

事業活動
収入比（％）

【 教 育 活 動 収 支 】

学 生 生 徒 等 納 付 金

手 数 料

寄 付 金

経 常 費 等 補 助 金

付 随 事 業 収 入

医 療 収 入

雑 収 入

人 件 費

教 育 研 究 経 費

（ 教 育 研 究 経 費 ）

（ 医 療 経 費 ）

管 理 経 費

徴 収 不 能 額 等

△

【 教 育 活 動 外 収 支 】

受 取 利 息 ・ 配 当 金

借 入 金 等 利 息

△

収
入
の
部

事
業
活
動

事
業
活
動

支
出
の
部

教 育 活 動 収 支 差 額

経 常 収 支 差 額

教 育 活 動 外 収 支 差 額

教 育 活 動 外 収 入 計

教 育 活 動 外 支 出 計

教 育 活 動 支 出 計

支
　
出
　
の
　
部

事
　
業
　
活
　
動

事
　
業
　
活
　
動

収
　
入
　
の
　
部

教 育 活 動 収 入 計

科　　　　　目

24　　年　　度 25　　年　　度

決　算　額決　算　額
区　分

決　算　額

26　　年　　度 27　　年　　度

予　算　額

（単位：千円）

28　　年　　度

予　算　額

9
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事業活動
収入比（％）

事業活動
収入比（％）

事業活動
収入比（％）

事業活動
収入比（％）

事業活動
収入比（％）

28　　年　　度

予　算　額

27　　年　　度

予　算　額
科　　　　　目

24　　年　　度 25　　年　　度

決　算　額決　算　額
区　分

決　算　額

26　　年　　度

【  特  別  収  支  】

資 産 売 却 差 額

そ の 他 の 特 別 収 入

資 産 処 分 差 額

そ の 他 の 特 別 支 出

△ △

△ △ 3.72 △ △ 9.46 △ △ 5.08 △ △ 11.74 △ △ 12.56 

△ △ △ △ △

△ △ △ △ △

△ △ △ △ △

(　参　　　　　　考　)

△ 1.48 △

当 年 度 収 支 差 額

基 本 金 組 入 額 合 計

基 本 金 組 入 前

予 備 費

当 年 度 収 支 差 額

特 別 収 入 計

特 別 支 出 計

事 業 活 動 収 入 計

事 業 活 動 支 出 計

　
事
業
活
動

　
収
入
の
部

　
支
出
の
部

　
事
業
活
動

特 別 収 支 差 額

前 年 度 繰 越 収 支 差 額

翌 年 度 繰 越 収 支 差 額

（注）平成 24 ～ 26 年度決算額は ,消費収支決算を ,平成 27 年度からの学校法人会計基準改正によって変更された事業活動収支に置き換えて表示している。
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